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Design Methods on Hybrid Assembly Line with Humans and Robots  

Considering Automation Difficulty Level and Rate 

 

Takashi Miyauchi 

 

 

Abstract 

The labor force in the manufacturing industry has declined with an aging society, and 

automation using robots is expected for assembly lines from a labor-saving perspective. 

In order to design and realize the assembly line, both workers and robots should be 

simultaneously configured based on the contents of tasks, rather than automating all task 

costly. However, there are many tasks on an assembly line; while some such tasks can 

become easily automated using robots, others are hard to automate due to different 

automation difficulty levels.  

This study proposes design methods on hybrid assembly lines with humans and robots 

considering automation difficulty level and rate. 

Firstly, automation difficulty levels and a procedure of assembly line design are 

developed with a case study of electronic equipment manufacturing. Next, a two-stage 

design method for a hybrid assembly line with humans and robots is formulated. In the 

first stage, all tasks are selected as either human or robot task based on the automation 

difficulty level and rate using 0-1 integer programming. In the second stage, a line 

balancing problem is solved by 0-1 integer programming to minimize the number of 

stations. Finally, the proposed methods are adopted to an actual electrical product 

manufacturing line, numerical experiments are conducted with a commercial solver, and 

alternative design candidates are obtained. By using the obtained line design alternatives, 

it enables production line engineers to improve the hybrid assembly line design with 

humans and robots. 
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概要 

 

製造業の経営環境として，製品の品質をめぐる競争の激化や技術革新のス

ピードが加速する一方で，就業者数の減少が進み，人材確保に一層の厳しさが

高まり，ロボットの導入による自動化と省人化が，今まで以上に期待されてい

る。工業製品は，多様な部品を用いて組み立てられており，このような組立作

業は，作業者，ロボットおよび製造装置を配置し，必要な作業を順次通過して

いく組立ラインによって行われる。実際に組立ラインを実現するには，費用対

効果の観点で成立することが求められるため，すべての作業を自動化するの

ではなく，作業の内容によって，人あるいはロボットを組み合わせて配置する

必要がある。従来は，設備導入コストが既知のデータとして，事前に与えられ

ていることを前提としたライン設計法が提案されている。しかし，組立ライン

では，設備費や運用・保守費の具体的なコストデータを得ることができるのは，

設備の詳細設計フェーズの事後になってしまうケースがあった。 

本研究では，作業の自動化難易度が作業ごとに異なることとラインの自動

化率に着目して，人とロボットを同時に配置するハイブリッド組立ラインの

設計法を提案する。 

1 章では，作業者，ロボットおよび製造装置を用いた組立ラインの設計法に

ついて，課題を整理する。具体的には，製造業の就労人口の減少，苦渋作業か

らの解放，および多様化する製品要求などの社会的要請に対して，作業者，ロ

ボットおよび製造装置を用いた製造ラインのシステムインテグレーションに

関する課題を取り上げる。そして，作業者，ロボットおよび製造装置を用いた

製造ラインの設計法については，手順化や体系化が十分に行われていない現

状があることを指摘した。 

2 章では，組立ラインの構成と，人手作業やロボットによる自動化の状況，

および従来のライン設計手法について整理する。ここで，組立ライン設計の 1

つとして，生産ラインの各作業ステーションに割り付ける作業量を均等化す

るラインバランシング手順を説明する。さらに，ラインバランシングを 0-1 整

数計画法で定式化し，線形計画ソルバーを用いて数値実験を行う手順を説明

する。 

3 章では，人とロボットを配置するハイブリッド組立ラインを作業の自動化

難易度にもとづいて設計する手順について，事例を通じて説明する。提案する

設計手順でははじめに，人手作業を作業の自動化難易度にもとづいて分析し，

次に，難易度ごとに作業を集約した工程変更案を作成する。最後に，作成した

工程変更案をもとに，人とロボットのハイブリッド組立ラインを設計する。さ
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らに，提案手順を電子機器製造のライン設計に適用した結果，作業の自動化難

易度の低い作業の自動化を優先したライン設計案を作成できることが示され

た。また，提案手順を現場の従来手法と比較した結果，適用事例においては，

人員の削減と設備導入コストの抑制の両方の点で優れていることがわかった。 

4 章では，ハイブリッド組立ラインの設計法について述べる。3 章において，

作業の自動化難易度を考慮したハイブリッド組立ラインの設計手順を提案し

たが，その定式化は行われていなかった。そのため，設計者によって設計結果

が異なることや，関係者で客観的に設計結果を評価することができないとい

う課題があった。4 章では，作業の自動化難易度を考慮したハイブリッド組立

ラインの設計問題を 0-1 整数計画法として定式化する方法を提案する。この設

計法は 2 段階で構成され，第 1 段階では，作業の自動化難易度と，自動化率あ

るいは総作業時間などの 2 目的問題として，人手あるいはロボットの作業タ

イプ選択を行う。次に，第 2 段階では，第 1 段階の選択結果を用いて，サイク

ルタイム制約のもとステーション数を最小化するラインバランシングに対し

て，0-1 整数計画法で解を求める。最後に，この 2 段階設計法を，3 章と同じ

製造ラインの一部に適用した結果，作業の自動化難易度と他の目的関数の間

のトレードオフ関係を明確にし，自動化推進の方針決定に活用可能であるこ

とを示した。 

5 章では，4 章で定式化した 2 段階設計法を，より作業数の多い実際の組立

ラインに適用した結果を説明する。具体的には，提案した 2 段階設計法を電

子機器の製造ラインに適用し，線形計画ソルバーにより解を得た。第 1 段階

では，4 章で得られた結果と同様に，作業の自動化難易度の制約を緩和すると，

ロボット作業に選択される作業数の増加が確認された。第 2 段階では，第 1 段

階の作業タイプ選択の結果をもとにラインバランシングを行い，複数のライ

ン設計案が得られることを示した。また，これらの結果を，ライン設計の技術

者が活用することで，さらに設計案を改善できる可能性のあることがわかっ

た。 

最後に 6 章では，提案した本設計法の成果をまとめるとともに，今後の課

題と展望について述べる。 
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1.  序論 

1.1  背景 

近年，製造業においては，製品の品質をめぐる競争の激化や技術革新が加速す

る一方で，高齢化による就業者数の減少が進み，今まで以上に人材確保が厳しく

なってきている。このような人手不足を対策するために，自動機やロボットの導

入による自動化と省人化が，今まで以上に期待されている (経済産業省, 2019a)。

ここで，自動化とは，人手によらず，機械やコンピューターで行うようにするこ

とである(松村, 2006) (図 1-1)。 

製造ラインの自動化を進めることは，省人によるコスト低減だけでなく，生産

量と品質の安定化，作業者の苦渋作業の軽減や安全確保，製造業の IoT 化などに

おいても重要性が増加している (経済産業省近畿経済産業局, 2016; 原口・上村, 

2019)。さらに，2020 年の新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大のよう

な局面においては，在宅勤務の普及や人と人の接触防止の観点からも，製造ライ

ンにおける自動化が求められている (日経 BP 社, 2020)。これは，新型コロナウ

ィルス感染症は，咳，くしゃみ，会話などの時に排出される飛沫や感染者との直

接的な接触を介して感染することから，閉鎖した空間で多くの人と会話するな

どの環境は，感染を拡大させるリスクがあるとされているからである (厚生労働

省, 2021)。 

工業製品の多くは部品を用いて組み立てられる。そして，組立作業は，作業者，

ロボットおよび製造装置を配置し，必要な作業を順次通過していく組立ライン

によって行われる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。このような，複数の部品

を組み付けて製品を製造する組立ラインを見ると，人手作業が依然として多く，

自動化が進んでいないのが現状である (原田・万, 2019)。この原因の 1つとして，

図 1-1 ロボットによる自動化の例 

  (a) 人手中心のライン        (b) ロボットによる自動化    
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自動化には大きな設備導入コストが必要であることから，投資回収の可否が問

題になることが挙げられる (泉, 2002; 村山, 2018)。自動化を推進する主な理由

は，作業者の削減による生産コストの低減であるため，自動化による人件費の低

減が設備導入コストを上回ることが期待できない場合には，経営的な観点から

自動化計画が進まないからである。自動化には多くのメリットが期待できるが，

実際の製造現場で実現するには，費用対効果の観点で成立することが求められ

る。さらに近年，AI（Artificial Intelligence；人工知能）技術の進歩などで知能化

ロボットの開発が進み，様々な作業の自動化が実現しているが，すべての作業を

ロボットが代替するには至っていない (原田・万, 2019; Liu, 2019; 宮内ら, 2019)。

これらの状況から，すべての作業を自動化するのではなく，作業の内容によって，

人あるいはロボットの配置を検討する必要がある。 

このような，人とロボットの両方を配置した組立ラインをハイブリッド組立

ライン (宮内・山田, 2018b; 宮内・山田, 2020b; Botti, Mora and Regattieri, 

2017) と呼び，その設計法への要求が高まっている。 

 

1.2  ロボットと製造装置への社会的要請 

経済産業省 (2020) の「2020 年版ものづくり白書（PDF 版）」によると，国内

の製造業の就業者数は，2002 年の 1,202 万人から，2019 年には 1,063 万人と，

20 年間で 11.6％減少しており，全産業に占める製造業の就業者数の割合も減少

傾向である。 

次に，経済産業省 (2020) の情報をもとに，ものづくり人材の不足に対する施

策を，ヒト（採用に関する施策），コト（労働環境に関する施策）とモノ（機械

化・ICT に関する施策）に分類した結果を図 1-2 に示す。図 1-2 において，多く

の企業が，ヒト（採用に関する施策）とコト（労働環境に関する施策）を選択す

る一方で，「機械化，自動化，設備の拡充を図る(44.7%)」や「ICT などデジタル

技術を活用する(23.8%)」などの，モノ（機械化，ICT に関する施策）を挙げてい

る。ものづくり人材の不足に対して，直接的な解決策となるヒト（採用に関する

施策）とコト（労働環境に関する施策）を多くの企業が挙げることは，当然の結

果である。しかし，国内の製造業の就業者数が減少していることを考慮すると，

ヒト（採用に関する施策）やコト（労働環境に関する施策）のような人材に関す

ることだけでは，本質的な解決は難しいと考えられる。したがって，不足した人

材を代替するモノ，すなわち機械化・ICT に関する施策による解決が重要になる。 
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ヒト：採用に関する施策

大企業の20%以上が６項目を選択

①新卒採用の強化 70.6 %
②中途採用の強化 52.1 %
③定年後再雇用者など高齢者の活用 43.6 %
④派遣、個人請負など外部人材の活用 36.5 %
⑤外国人の採用の拡大 26.6 %
⑥女性の採用の拡大 25.5%

全22項目中

コト：労働環境に関する施策

大企業の20%以上が６項目を選択

①働きやすい職場環境の整備 53.5 %
②人材育成・能力開発の強化 50.4 %
③賃金や労働条件の引き上げ 28.7 %
④社内人材の配置転換 28.7 %
⑤非正社員の正社員への登用 25.5 %
⑥福利厚生の充実 22.3 %

全22項目中

モノ：機械化・ICTに関する施策

大企業の20%以上が２項目を選択

①機械化・自動化、設備の拡充を図る 44.7%
② ICTなどデジタル技術を活用する 23.8%

全22項目中

図 1-2 ものづくり人材の不足に対する施策 

（経済産業省 (2020) をもとに再作成） 
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一方で，新エネルギー・産業技術総合開発機構 (2010) の予測では，2035 年に

は，製造分野のロボット市場は 2015 年の 2.7 倍に相当する 2.7 兆円に拡大する

と予想されている。この結果から，製造業の就業者数の減少にともない，産業用

ロボットによる自動化や製造装置の拡充に対する社会的な要求が大きいことが

わかった。 

さらに，製造業における人手不足の課題や苦渋労働からの解放，一段と多様化

する製品要求への対応などの課題は，持続可能でよりよい世界を目指す国際目

標をまとめた SDGs（Sustainable Development Goals； 国連の持続可能な開発目

標）においても挙げられている (外務省, 2020)。また，2020 年には，世界的に新

型コロナウイルス感染症が完全拡大し，この感染を防止するために，人と人の接

触防止が求められた。そのため製造業においては，産業用ロボットによる自動化

や製造装置の拡充に対する要求が高まった (日経 BP, 2020)。 

以上のように，製造業の就労人口の減少，苦渋作業からの解放，および多様化

する製品要求などの社会的要請に対して，ロボットと製造装置による省人化お

よび製造プロセスの多様化の対応が求められている。本章では，社会的要請に対

する対策，課題と施策の考察を行う。 

社会的な課題に対応するためのロボットや製造装置を用いた施策を整理する

ための全体の流れを図 1-3 に示す (宮内・山田, 2020c)。社会的な課題である高

齢化社会，就労意識の変化と多様な価値観への対応を起点として，製造業の就労

人口の減少，重量物の取り扱いや単調作業などの苦渋作業からの解放や製造プ

ロセスの多様化への対応が求められている。これらに応えるための 1 つの対策

として，ロボットや製造装置による省人化および製造プロセスの多様化への対

応があり，その実現には，製造ラインのシステムインテグレーション機能の強化

と高度化が必要となる。製造ラインのシステムインテグレーション機能の強化

は，すでに国や関係団体でシステムインテグレーター企業の事業環境の向上と

人材育成が進められている。しかし，ヒトに関する施策のみに依存しないように，

作業者と製造装置を用いた製造ラインの設計の手法化と体系化によって，製造

ライン設計の属人性を低減することも必要である。そこで，本研究では，製造ラ

イン設計の手順化と設計法を提案する。 
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1.3 節では，ロボットと製造装置への社会的要請に対する課題を考察するため

に，インダストリー4.0 の到達に向けた製造業の状況と施策を分析した例を調べ

る。次に 1.4 節では，1.3 節の結果を参考に，社会的要請に応えるためのロボッ

トや製造装置の課題を分類して，具体的に考察を行う。 

製造ラインのシステムインテグレーションにおいて，費用対効果や作業を自動

化する技術的な難しさ，対象製品の製造数量，品種の多様性や作業における作業

者の負荷などを考えた場合，すべての作業を自動化するのではなく，作業の内容

によって，作業者，ロボットあるいは製造装置の設置を検討する必要がある (泉,  

2002; 宮内・深津・原野, 2018a)。また，製造装置は，産業用ロボット，汎用設備，

さらに特定の工程に用いられる専用設備などがあり，それらを適切に選択する

ことも求められる。 

そのため，1.5 節では，人手あるいはロボットの作業タイプ選択に関する課題

について整理し，1.6 節では，組立ライン設計の先行研究とその課題について考

察する。 

 

1.3  インダストリー4.0 の到達に向けた製造業の状況と

施策 

ここでは，1.2 節で説明したロボットと製造装置への社会的要請とその課題を

考察するために，インダストリー4.0 の到達に向けた製造業の状況と施策の例を

分析する。 

インダストリー4.0 とは，ドイツ連邦政府が 2011 年に公表した国家戦略であ

る (総務省, 2018)。インダストリー4.0 が必要とされる理由は，個の量産（マス

カスタマイゼーション：一個流し生産）を，これまでの大量生産と同等のコスト

と能率で実現することが求められているためである。そして，単なる高能率化や

低コスト化だけではなく，これを通して新たなビジネスモデルや市場を一変さ

せるような製品・サービスの創出を産み出すことも期待されている。この 2 つ

の目標に向けて，産業分野を対象とした IoT を駆使した，つながる機械，つな

がる工場，考える工場，つながる製品などのキーワードが掲げられている。これ

らのキーワードに向けた具体的な取り組みが，すべてのものづくりプロセスの

見える化，最適化と自律化を達成するスマートファクトリーである (清水, 2017)。

スマートファクトリーでは，センサーやアクチュエーター，機械，ロボット，コ

ンベヤーなどの製造リソースが接続され，自動的に情報が交換される。これによ

り，機械の予知保全に必要な知能を持つとともに，製品設計，生産計画，生産エ

ンジニアリング，製造およびサービスなどのプロセスが緊密に接続し，相互に連
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携することで，全体として制御される (Qin, Liu and Grosvenor, 2016)。 

Qin, Liu and Grosvenor (2016) は，このようなインダストリー4.0 の達成に必要

なものと，現在の製造システムのギャップを整理した。例えば，自動組立システ

ムにおいては，現状では，製品設計と生産量がある程度固定されているものに限

定されており，標準化や柔軟性，リアルタイム性，カスタマイゼーション，予知

保全などの観点で，インダストリー4.0 の達成には至っていないことを指摘して

いる。ここで，標準化は上位システムとの接続を容易にするための規格や標準へ

の適合度を示す。さらに，柔軟性は製品や生産数の変化に対する対応性，リアル

タイム性はそれを短時間に変更可能であること，カスタマイゼーションは，顧客

個人の要望に適合することを示す。また，予知保全は，機械や設備のトラブルの

予兆を未然に検出して保全を行うことである。 

次に，Qin, Liu and Grosvenor (2016) は，インダストリー4.0 を達成するための

階層フレームワークを，知能化レベルと自動化の範囲を組み合わせて示した (図 

1-4)。 

  

図 1-4 インダストリー4.0 到達のための階層フレームワーク 

（Qin, Liu and Grosvenor, (2016) をもとに再作成） 
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ここでは，知能化レベルを制御，統合と知能の 3 段階，自動化の範囲を機械単

体，工程と工場の 3 段階に分けることで，全体を 9 つのカテゴリーに区分され

た。そして，知能化レベルと自動化の範囲を段階的に上げていくことで，インダ

ストリー4.0 を達成することができるとした (Qin, Liu and Grosvenor, 2016)。知能

化レベルにおいて，制御段階は従来の NC (Numerical Control) 工作機械などの数

値制御や PLC (Programable Logic Controller)によるシーケンス制御の段階であり，

統合段階ではこれらを IoT 技術で接続する。さらに，知能段階では，統合レベル

で得られたデータや情報を用いて，データマイニングやビッグデータ解析など

の技術により，計画策定や意思決定を行う。自動化の範囲における機械単体は，

ハードウェア単位の製造装置やロボットを意味し，複数の機械により工程が構

成され，さらに，工程が集まり製品を製造する工場が構成される。 

例えば，知能化レベルが制御段階で，自動化の範囲が機械単体である場合は，

9 カテゴリーの最も低いカテゴリーI の段階となる。カテゴリーI からカテゴリ

ーV に進むには，自動化の範囲を拡大するために，機械単体から工程全体の自動

化を進めるとともに，知能化レベルを上げるために知能や情報の統合が必要と

なると考えられる。 

以上の結果から，インダストリー4.0 が目指すスマートファクトリーの実現に

は,ロボットや製造装置を知能化することと，それらを組み合わせて製造ライン

や工場全体の自動化を進める 2 つのアプローチが必要なことがわかった。これ

らの結果を参考に，1.4 節では，社会的要請に応えるためのロボットや製造装置

の施策を，ロボットや製造装置の単体の課題と作業者，ロボットおよび製造装置

の統合の課題に分類して検討を進める。 

 

1.4  社会的要請に応えるためのロボットや製造装置の

施策 

1.2 節で説明したロボットと製造装置への社会的要請への対応方法を考察する

ために，1.3 節では，インダストリー4.0 の到達に向けた製造業の状況と施策を

分析した。その結果，ロボットや製造装置の知能化と，それらを組み合わせて製

造ラインや工場全体の自動化を進める 2 つのアプローチが必要なことがわかっ

た。そこで，本研究において，製造業におけるロボットおよび製造装置の課題を，

2 つに分類して考察を進める。 

課題の 1 つ目は，ロボットや製造装置の知能化や高度化に向けた技術的な課

題である。課題の 2 つ目は，作業者，ロボットおよび製造装置を用いた製造ライ

ンのシステムインテグレーションに関する課題である（図 1-3）。本節ではこれ

らの 2 つの課題について，現在の状況を分析し，施策を整理する。  
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1.4.1  ロボットや製造装置の知能化と高度化に向けた技術的な課題 

ロボットや製造装置の知能化と高度化に向けた技術的な課題としては，ロボッ

トや製造装置が，従来よりも複雑で多様な作業への対応を必要とされているこ

とが挙げられる。例えば，現在の産業用ロボットは，教示再生方式で動作を生成

している。教示再生方式とは，人間がティーチボックスなどを用いて，ロボット

が行うべき作業を逐次順を追って教示し，これを再生することによって所期の

作業を実現する方式である (日本機械学会, 2018)。しかし，この教示再生方式は，

連続して同じ動作を繰り返す場合には有効であるが，多品種少量生産や製造プ

ロセスの複雑化に伴い，動作が頻繁に変更される場合は，適用が難しくなる (原

田・万, 2019)。そのため，従来のような定型的な繰り返し作業に加え，周囲環境

や作業内容に応じて柔軟に判断し，自律的に動作するロボットや製造装置が必

要になってきている。 

以上のような自律的に動作するロボットや製造装置への要求に対して，最近で

は，センサー情報による状況認識，動作計画の生成，動作実行のサイクルに AI

（Artificial Intelligence；人工知能）技術を搭載した知能化ロボットの開発が行わ

れている (原田・万, 2019; Liu, 2019; 宮内ら, 2019)。AI には，人間の知能を対象

とする学問分野で，知能を機械で実現する工学的立場と，人間の知能のメカニズ

ムを科学的に解明する立場がある (日本機械学会, 2018)。本研究では，前者の工

学的立場で AI という用語を使用することとする。さらに，ロボットや製造装置

を CPS（Cyber Physical Systems）の端末として複数の機器やシステムと接続する

ことで，工場やサプライチェーンのレベルでの生産性を向上する研究もおこな

われている (Chen et. al., 2017; 榊原, 2017)。ここで，CPS は，センサーとネット

ワークを通じて実空間の様々な情報をサイバー空間に収集・蓄積し，解析・判断

により実世界へフィードバックするシステムのことである (奥村, 2017)。 

 

1.4.2  製造ラインのシステムインテグレーション機能の強化に関する課

題 

1.4.1 節で説明したように，製造ラインの要求に応えるためにロボットや製造

装置を知能化する技術開発が行われている。さらに，それらを CPS の端末とし

て活用する技術開発も行われている。一方で，製造ラインを構築するためには，

作業者，ロボットおよび製造装置などの構成要素を選定し，現場に導入する作業

が必要となる (原田・万, 2019)。製造ラインに対する要求項目の整理から，製造

装置の導入，保守体制の確立までの一連の活動は，製造ラインのシステムインテ

グレーションと呼ばれ，その重要性が認められている (FA・ロボットシステムイ

ンテグレータ協会, 2019)。 
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経済産業省・学情・パーソル総合研究所 (2017) によると，このような製造ラ

インのシステムインテグレーションを行うエンジニアは，「やや不足」が 52%，

「非常に不足」が 39%という結果である。この調査は，製造ラインの工程設計を

業務として行うシステムインテグレーター企業 144 社に対する調査結果である

が，社会的にシステムインテグレーションを行う人材が不足していることがわ

かる。システムイングレーションを行う人材が不足している理由としては，人材

の採用と育成の体制が整っていないことが挙げられる。 

さらに，経済産業省・三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング (2019b) による

と，製造ラインの設計力が低下した理由として，「ベテラン技術者の減少」を

79.4%，「属人的な設計プロセス」を 25.0%の企業が挙げている。これらの結果か

ら，製造ラインのシステムインテグレーションを行う技術者が社会的に不足し

ており，ベテランの経験が必要な属人的な業務であることが考えられる。 

これらの課題に対して，製造ラインのシステムインテグレーター企業の事業環

境の向上および技術力の向上などを目的に，2018 年に，FA･ロボットシステムイ

ンテグレータ協会が設立されるなどの対策が進められている (FA・ロボットシ

ステムインテグレータ協会, 2018)。 

 

1.4.3  社会的要請に対応するためのロボットや製造装置を用いた施策

の整理 

以上の分析結果により得られた，社会的な要請に対応するためのロボットや製

造装置を用いた施策を整理した（図 1-3）。社会的な課題である高齢化社会，就

労意識の変化と多様な価値観への対応を起点として，製造業の就労人口の減少

が進んでいる (経済産業省, 2020)。さらに，高齢化社会と就労意識の変化は，苦

渋作業からの解放を求められる (外務省, 2020)。また，多様な価値観による製品

への多様な要望は製造プロセスの多様化をもたらしていると考えられる (清水, 

2017)。そして，製造業の就労人口の減少の対策として省人化が求められ，苦渋

作業からの解放には機械化，製造プロセスの多様化の対策としてはロボットや

製造装置の多様化対応が必要とされる (経済産業省, 2020; 新エネルギー・産業

技術総合開発機構, 2010; 日経 BP 社, 2020)。本研究では，Qin, Liu and Grosvenor 

(2016)によるインダストリー4.0 の実施に向けた 2 つのアプローチを参考に，ロ

ボットや製造装置による省人化および製造プロセスの多様化対応を行うための

課題を大きく 2 つに分けて考えた。 

1 つ目は，ロボットや製造装置の単体課題であり，2 つ目は，作業者，ロボッ

トおよび製造装置の統合課題である。ロボットや製造装置の単体課題としては，

ロボットや製造装置の知能化と高度化が挙げられ多くの研究が行われている 

(原田・万, 2019; Liu, 2019; 宮内ら, 2019; Chen et. al., 2017; 榊原, 2017)。一方で，
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作業者，ロボットおよび製造装置の統合課題については，製造ラインのシステム

インテグレーション機能の強化が課題となる (原田・万, 2019; FA・ロボットシ

ステムインテグレータ協会, 2019; 経済産業省・学情・パーソル総合研究所, 2017; 

経済産業省・三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング, 2019b)。製造ラインのイ

ンテグレーション機能の強化に対する施策として，事業環境の向上と人材育成

およびインテグレーション業務の手順化と体系化が求められる。前者は，2018 年

に，FA･ロボットシステムインテグレータ協会が設立されるなどの対策が進めら

れている (FA・ロボットシステムインテグレータ協会, 2018)。後者のインテグレ

ーション業務の手順化と体系化に貢献する，製造ライン設計の手順化と設計法

の提案が本研究のテーマである。 

 

1.5  人手あるいはロボットの作業タイプ選択に関する課

題 

1.4 節で整理したように，社会的要請に対応するためのロボットや製造装置を

用いた施策を実現するためには，製造ライン設計の手順化と体系化が求められ

る。製造ラインを構築する際に，費用対効果や作業を自動化する技術的な難しさ，

対象製品の製造数量，品種の多様性や作業における作業者の負荷などを考えた

場合，すべての作業を自動化するのではなく，作業の内容によって，作業者，ロ

ボットあるいは製造装置の設置を検討する必要がある (泉, 2002)。また，製造装

置は，産業用ロボット，汎用設備，さらに特定の工程に用いられる専用設備など

があり，それらを適切に選択することも求められる。そのため，1.5 節では，製

造ライン設計において作業者，ロボットおよび製造装置の選択に関する 3 つの

事例を調べ，人手あるいはロボットの作業タイプ選択に関する課題を整理する。 

 

1.5.1  人手あるいはロボットの作業タイプ選択に関する事例 

製造ラインの設計にあたっては，作業や加工点を実現するための作業者，ロボ

ットおよび製造装置などの構成要素を選択する必要がある。本節では，作業者，

ロボットおよび製造装置の選択に関する 3 つの事例から課題を抽出する。 

 

(1) 事例 1：日本機械学会 生産システム部門の技術ロードマップ 

日本機械学会 生産システム部門の技術ロードマップ WG (2016) では，生産シ

ステムの構成を表現する要素として，「自動⇔人」と「汎用機⇔専用機」をキー

パラメータとして挙げた。ここで汎用機は多数の機能を持ち様々な処理ができ

る装置であり，専用機は単一の機能を持つ装置を示す。 
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このロードマップでは，「自動⇔人」は，自動化の程度を意味するパラメータ

としている。現在では，生産に関わる多くの作業が技術的には自動化が可能にな

っている。しかし，実際には製品ライフサイクルと設備コストの観点から，自動

化システムと手作業がコスト評価において最適となるようにバランスがとられ

ていると指摘している。もう 1 つの「汎用機⇔専用機」は，機械の多機能化と品

質の関係を意味するパラメータとしている。汎用機は多くの作業に対応するが，

品質や動作の信頼性については専用機が勝る。一方で，最高の品質を作り上げる

よりも，低コストで迅速に，要求される品質に応じて作り上げることが望まれる

ケースもあり，専用機あるいは汎用機を適切に選択する技術が重要になると指

摘している。 

 

(2) 事例 2：経済産業省 産業用ロボット導入ガイドライン 

経済産業省 産業用ロボット導入ガイドライン (経済産業省中部経済産業局・

名古屋工業大学 産学官連携センター, 2017) は，産業用ロボットの活用ノウハウ

を必要とする中小企業向けのガイドラインである。この中で，製造装置やロボッ

トの導入に際して作業量と作業の複雑さをパラメータとして，「人手」，「ロボッ

ト」と「専用機」に分け，それらの位置づけを整理した。 

ここで，「人手」は，複雑な作業が可能であり，作業変更に柔軟に対応できる

が，ランニングコストがかかり，過酷作業を行うことは厳しいとしている。次に，

「ロボット」は，「専用機」に比べるとパワーやスピード，精度に劣る場合もあ

るが，多くの「専用機」より低価格で導入可能であり，作業変更への対応も一定

程度可能としている。さらに，「専用機」は，用途に特化させることで，パワー，

スピード，精度など高い性能を追求できるメリットがある。しかし，一般に高額

であり，必要な設置スペースが大きく，作業変更への対応が難しいとしている。

したがって，産業用ロボットは，「人手」と「専用機」の中間的な位置付けとさ

れている。 

 

(3) 事例 3：製造業における分類事例（東芝グループの場合） 

製造業においては，事業構造や対象製品およびサービスにより，作業者，ロボ

ットおよび製造装置などの構成要素を選択する方法は異なる。ここでは，対象製

品やサービスのバリエーションが多い総合電機メーカの東芝グループを例に挙

げる (宮内・深津・原野, 2018a)。 

東芝グループでは，様々な製品を生産していることから，製造現場が求める作

業やプロセスも多種にわたる。これらを整理するために，自動化機器や設備導入

を進めるための考え方をまとめている (宮内・深津・原野, 2018a)。人手作業難易

度と加工点および作業内容の汎用度を定義し，それら 2 つのパラメータで，図 
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1-5 のように加工点や作業を 4 種類に分類し，4 象限マップで表現した。各象限

は下記のとおりである。  

 

第 1 象限 人手作業が難しく，加工点の個別性が高い領域で，加工点技術と専

用の製造装置を開発，保有することで，競合他社との差異化を実現する。 

 

第 2 象限 人手作業が難しく，加工点の汎用性が高い領域であり，対象加工点

を処理する汎用設備や専用設備が市販されている。市販設備を購入し，いかに使

いこなすかが重要となる。 

 

第 3 象限 人手作業が易しく，加工点の汎用性が高い領域で，人手作業に置き

換えて自動化設備の導入を進める領域であるが，設備投資額の低減が要求され

る。産業用ロボットや汎用ユニットの組み合わせなどで低コストに自動化する

ことが求められる。 

 

第 4 象限 人手作業が易しく，加工点の個別性が高い領域である。個別性が高

いために開発費が大きくなり，自動化が進みにくい領域である。製品設計の変更

で第 3 象限へのシフトを狙うか，人手作業のアシスト治具などにより，製造の

合理化を進める。 

 

この例では，人手作業難易度と加工点および作業内容の汎用度の 2 つのパラ

メータにより，現実的な製造ラインを考慮した分類方法になっていることがわ

かった。しかし，その手順化や設計法については説明されていなかった。 
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1.5.2  人手あるいはロボットの作業タイプ選択における課題 

前述の 1.5.1 節(1)～(3)で，工程の特性に応じた作業者，ロボットおよび製造装

置の選択方法の事例を調べた。その結果は以下のようである。 

調べた 3 例のすべてにおいて，製造ラインの設計にあたり，各作業を作業者で

対応するか，あるいは製造装置やロボットにより自動化するかの選択が必要で

あることが示されていた。さらに，すべての例において，コストに関する評価が

必要であることも記されていた。一方で，作業者と製造装置を選択するためのパ

ラメータは，それぞれの例で異なっていた。また，すべての例において，作業者，

ロボットおよび製造装置の選択方法の方向性は示されていたが,手順化には至っ

ていないことがわかった。例えば，東芝グループの事例では，人手作業難易度と

加工点および作業内容の汎用度の 2 つの軸により，現実的な製造ラインを考慮

した自動化・機械化の方向性があったが，具体的な設計手順は示されていなかっ

た。 

以上の結果から，製造ラインを構築する際の人手あるいはロボットの作業タイ

プ選択方法の手順化や設計法が求められていることがわかった。 

 

1.6  組立ライン設計の先行研究とその課題 

1.5 節では，工程の特性に応じた作業者，ロボットおよび製造装置の選択方法

の事例を調べた。その結果，実際の製造ライン設計における作業者，ロボットお

よび製造装置の選択に関する評価尺度が統一されていないことがわかった。1.6

節では，組立ラインを中心に，ライン設計に関する先行研究を調べ，課題を抽出

する。 

 

1.6.1  組立ライン設計の先行研究 

(1) 組立ラインの自動化推進に関する先行研究 

表 1-1に，ロボットや製造設備を用いた組立ライン設計に関する先行研究を示

す。 

表 1-1においては，先行研究ごとに，組立ラインの各作業におけるロボットあ

るいは製造装置と人の選択に関する内容の有無を，作業方法の選択肢という欄

に記述した。さらに，各先行研究の主な内容と定式化の有無，研究目的として，

定式化のある研究はその目的関数，定式化なしの研究はライン設計の際に目的

とした内容を記入した。 

泉 (2002) は，自動化構想を推進する際の基本的な考え方を整理した。しかし，
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具体的なライン設計の手順や設計法については説明していなかった。村山 

(2018) は，主体作業，搬送，検査，保守などの自動化状況から，設備や製造ライ

ンの自動化レベルを定義した。この指標は，設備や製造ラインの単位での自動化

状況の把握に活用できるが，手作業の製造ラインを自動化する際の作業分析に

活用することは目的としていなかった。 

また，小林ら (2017) は，組立作業をモジュール分割し，工程設計を進める方

法を提案した。この中で組立作業には，ロボットで実施可能な作業と実施不可能

な作業があることから，ロボットに対しては実施可能な作業のみを割り当てる

ロボット制約を考慮している。昆・荊木 (2010) は，組立作業の自動化に必要な

自動組立技術と自動化に適した製品設計の考え方について事例を用いて説明し

た上で，自動組立ラインの設計手順について概略的に述べている。しかし，これ

らの研究においては，手作業の組立ラインを自動化に向けて分析し，ライン設計

を行う具体的な手順や設計法については触れられていなかった。 
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(2) ラインバランシングを用いた組立ライン設計に関する先行研究 

これまでに，組立ラインの設計をラインバランシング問題として解決する手

法が多く提案されている。ラインバランシングとは，製造ラインの各作業ステー

ションに割り付ける作業量を均等化する手法である (2.3.1節参照)。ここでは，

ロボットや製造設備を用いた組立ライン設計にラインバランシングを適用した

先行研究を調べる (表 1-1)。 

Pinto, Dannenbring and Khumawala (1983)は，設備導入コストと人件費の両方を

含む総費用を，ラインバランシングを用いて，最小化する手法を提案した。宮崎・

太田(1990) は，Pinto, Dannenbring and Khumawala (1983) の手法を導入設備の選

択判断に展開し，浜田ら (1997) は，設備の稼動率の季節変動を考慮して設備投

資の有効性を検討する手法を示している。Rubinovitz, Bukchin and Lenz (1993) は，

サイクルタイムを最小化するように，利用可能な複数のロボットの種類から選

択し，作業ステーションに割り当てる問題を，ロボット組立ラインバランシング

（Robotic Assembly Line Balancing; RALB）問題として，はじめて定式化した。

Levitin, Rubinonitz and Shnits (2004) は，RALB問題に，GA(Genetic Alrorithm; GA)

を適用した解法を提案し，Gao et. al. (2009) は，GAを改善し，計算時間を短縮す

ることで，大規模問題にも適用できる方法を示した。さらに，Yoosefelahi et. al. 

(2012) は，ロボットの購入および導入コストを考慮したRALB問題を取り扱って

いる。Nilakantan et. al. (2017) は，サイクルタイムとラインコストを目的関数と

したRALB問題に，DE (Differential Evolution; DE) を適用し，Çil, Mete and 

Ağpak (2017) は，複数品種を対象としたRALB問題を取り扱った。そして，Lopes 

et. al. (2017) は，ロボットを用いたスポット溶接の製造ラインのラインバランシ

ング問題を扱い，実際の自動車工場での事例に適用した。 

以上のように，ロボットや製造設備を用いた組立ラインの設計にあたって，コ

スト，サイクルタイムや総ステーション数の最小化を目的としたラインバラン

シング問題として扱う多くの研究が行われている。しかし，組立ラインの設計時

に，人手あるいはロボットや製造設備を選択して導入することを目的とした先

行研究は，Pinto, Dannenbring and Khumawala (1983) など少なかった。また，ロボ

ットや製造設備の導入にあたり，コストの最小化や利益の最大化を目的にして

いる先行研究においては，ロボットや製造設備のコスト情報が既知であること

が前提となっていた。このような，ロボットや製造設備のコスト情報が既知ある

ことを前提としている課題については，1.6.2節で考察する。 
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1.6.2  組立ライン設計における自動化推進とラインバランシングの課題 

この節では，1.6.1節(1)と(2)で調べた組立ライン設計における先行研究の課題につ

いて述べる。 

1.6.1節(1)では，組立ラインの自動化推進に関する先行研究を調べた。その結果，

自動化にあたっての考え方や，現状ラインの自動レベルを示す指標などが示されてい

たが，個々の作業内容を自動化に向けて整理する手法については，説明されていな

かった。 

次に，1.6.1節(2)では，ロボットや製造設備を用いた組立ラインの設計をラインバラン

シング問題として扱う研究を調べた。今回調べた先行研究のうち，コスト最小化や利益

の最大化を目的としている研究では，ロボットや製造設備のコスト情報をライン設計の

初期段階で取得することが必要となっていた。しかし，実際の設計現場では，ロボット

や製造設備のコスト情報をライン設計の初期段階で取得することが困難であるケース

もある。Hazira, Delorrneh and Dolgui (2015) は，コストと利益を考慮したRALB問

題に関するレビュー論文をまとめた。その中で，多くのコストを扱ったRALB問

題の研究では，コストに関するデータがライン設計の初期段階で得られること

を前提としているが，実際には，これらのデータを得られるとは限らないと指摘

している (Hazira, Delorrneh and Dolgui, 2015)。 

この原因として，多様な作業が複合される組立工程では，作業内容によっては

市販の汎用設備で自動化することができずに，自動化設備を個別開発すること

が必要となることが考えられる (宮内・深津・原野, 2018a)。一例として，自動化

設備を個別開発する際の手順を説明する。はじめに，人手による作業内容を調査

し，それにもとづいて要求事項を整理する。次に，機構学，制御工学，画像認識

技術などの要素技術に分解してそれぞれの技術開発を行う。そして，これらの技

術を組み合わせて，自動化設備としてシステム化し，最後に，多数サンプルでの

検証作業を行ったのちに，製造現場に導入される (村山, 2018)。しかし，液晶デ

ィスプレイの検査工程の自動化に1年以上費やしたケースなど，技術開発を伴う

場合には，概算費用の算出すら難しいケースも存在した（図 1-6）(宮内・鈴木・

妹尾, 2010)。  

以上により，ライン設計の初期段階で，ロボットや製造設備のコスト情報を得

ることができないケースもあることが示された。したがって，ライン設計の初期

段階にロボットや製造設備のコスト情報を得ることができない場合に，人とロ

ボットや製造設備を適切に選択して，組立ラインを設計する方法が必要である

ことがわかった。 
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1.7  本研究の目的 

図 1-3 で示したように，製造業の就労人口の減少，苦渋作業からの解放，およ

び多様化する製品要求などの社会的要請に対して，ロボットと製造装置による

省人化および製造プロセスの多様化の対応が求められている (1.2 節)。これに対

応するためには，ロボットや製造装置の知能化と，それらを組み合わせて製造ラ

インや工場全体の自動化を進める 2 つのアプローチが必要である (1.3 節と 1.4

節)。後者の製造ラインや工場全体の自動化を進めるアプローチについて調べた

結果，作業者，ロボットおよび製造装置の作業選択についての方向性は示されて

いたが，手順化はされていないことがわかった (1.5 節)。さらに，組立ラインを

中心に，人とロボットを配置するライン設計法に関する先行研究を調べた結果，

設備導入コストが既知のデータとして与えられていることを前提としているこ

とがわかった。しかし，組立ラインでは，設備費や運用・保守費の具体的なコス

トデータを得ることができるのは，設備の詳細設計フェーズの事後になってし

まうケースが多く，そのような場合の設計法は提案されていないことが課題で

あることが示された (1.6 節)。 

以上の結果を受けて，本研究では，設備費や運用・保守費の具体的なコストデ

ータを得られていない状態で，作業の自動化難易度が作業ごとに異なることに

着目して，人とロボットを同時に配置するハイブリッド組立ラインの設計法を

提案することを目的とする。  

図 1-6 事例：液晶ディスプレイ組立工程の自動検査装置 

(宮内・鈴木・妹尾 (2010) より作成) 

 

作業内容
の理解

要素技術
開発・評価

装置開発

現場評価・
改善

課題：
ロボットや製造装置の
開発期間や開発コス
トの見積もりが容易で
ないケースあり

検査員の検査方法の調査と分析
↓

検査用の画像認識アルゴリズム
の開発
↓

実験による検査レベルの調整と
検査結果の評価

↓
搬送機能や情報管理システムを含めた

検査装置を開発
↓

製造現場での評価と追加機能
の追加開発

↓
現場導入
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1.8  本研究の構成 

本論文は，図 1-7 に示すように 6 章で構成されている。1 章では，就業人口の

減少，苦渋作業からの解放と製造プロセスの多様化などの社会的な要請に対す

る 1 つの施策として，組立ラインの設計法に関する課題について説明した。 

2 章では，組立ラインの構成と，人手作業やロボットによる自動化の状況およ

び従来のライン設計手法について整理する。3 章では，人とロボットを配置する

ハイブリッド組立ラインを作業の自動化難易度にもとづいて設計する手順につ

いて説明する。4 章では，ハイブリッド組立ラインの設計法について述べる。作

業の自動化難易度を考慮したハイブリッド組立ラインの設計問題を 0-1 整数計

画法として定式化し，事例に対して数値実験を行い，その結果について考察する。

5 章では，4 章で定式化した 2 段階設計法を，より作業数の多い，実際の電子機

器製造ラインに適用した結果を説明する。 

6 章では提案した設計法の成果をまとめるとともに，今後の課題と展望につい

て述べる。 
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2.  組立ラインの自動化とラインバランシング 
2章では，組立ラインの自動化とラインバランシングについて，用語の説明を

含めて説明する。2.1節で組立ラインと作業の先行順位について述べ，2.2節では，

人手を中心とした組立ラインとロボットによる組立ラインの自動化について説

明する。最後に，2.3節で，ラインバランシングによる組立ラインの設計につい

て，0-1整数計画法とヒューリスティックス解法の2つの方法を示す。 

 

2.1  組立ラインと作業の先行順位 

2.1 節では，本研究の対象である組立作業の定義と，組立作業を実現するため

の組立ラインについて説明する。さらに，組立作業の重要な制約である作業の先

行順位について述べる。 

2.1.1  組立作業と組立ライン 

工業製品は，複数の部品や別に組立てられたサブアセンブリで構成されてい

る。そのため，これらの部品やサブアセンブリと潤滑剤や接着剤などの材料を用

いて，製品として組み立てる作業が必要である。Nof, Wilhelm and Warnecke (1997)

は，組立（Assembly）を，「多様な部品やサブアセンブリを組み合わせて，幾何

学的に設計された完成品を形成するために，個別工程，バッチ工程，または連続

工程のいずれかで行われるすべての工程の集合体」と定義している。 

組立作業を実施するためには，作業者，機械および製造設備を配置し，必要な

作業を順次通過していく組立ラインが用いられる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 

1997)。1913年にHenry FordとCharles Sorensonが，フライホイールの組立作業に，

はじめて組立ラインを導入したとされる。それまでは，各作業者がそれぞれの作

業台で，1製品あたり20分かかっていた作業を，組立ラインを導入し改善するこ

とで，最終的に5分に短縮することができた (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。 

組立ラインの作業と部品の流れを，図 2-1に示す (人見, 1991)。組立ラインの

先頭に，他の部品が組み付けられる部品を連続して供給し，各作業ステーション

に搬送して部品の組付けを順次行い，すべての作業を完了すると，完成品として

生産ラインから出力される (大場・藤川, 2009)。 

組立ラインの各作業ステーションにおける作業は，部品の組み付け作業が主

であるが，それ以外にネジ締めや接着剤塗布などの組み付けプロセスに必要な

作業，部品の搬送作業，および検査作業などの付随作業も行われる (昆・荊木, 

2010; 谷口, 1971; 佐藤, 1990)。製品に求められる機能や部品コストの要求などか
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ら，部品数や組み付け方法が決定されるため，電子機器や家電などでは，多くの

作業が必要となる場合もある。白物家電の例では，図 2-2に示すように全作業数

が208あり，その他を含めて14種類の作業が行われたケースが報告されている 

(中山・翁・大成, 2017)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部品組み付け, 74 作業

ねじ締め, 49 作業配線, 24 作業

ワーク回転, 11 作業

シール貼り, 10 作業
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コード纏め, 3 作業 スポンジ材貼り, 3 作業

コーキング材塗布, 2 作業

その他, 3 作業

図 2-2 白物家電の組立作業の例  

（中山・翁・大成 (2017) をもとに再作成） 
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図 2-1 組立ラインの作業と部品の流れ  

（人見 (1991) をもとに再作成） 
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2.1.2  作業の先行順位 

組立ラインを構成する際には，1 つの製品を完成させるのに必要なすべての

作業を分割して，各作業ステーションに割り付ける。このとき，各作業の間に

は先行順位関係という作業手順の制約が生じる。例えば，図 2-3 のように，ね

じを穴に入れてからねじを締めることはできるが，ねじを締めてからねじを穴

に入れることはできない (大場・藤川, 2009)。このような，作業の実施順序に

課せられた技術的制約を表現したものが先行順位図であり，その例を図 2-4 に

示す。図中の小さな円は作業を表し，円の内側の数字は作業番号，外側の数字

は作業を実施するために要する時間を示している。また，円を結ぶ矢印は，作

業の先行関係を示している (黒田, 1984)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-3 ねじ締め作業における先行順位関係の例  

（大場・藤川 (2009) をもとに再作成） 
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図 2-4 先行順位図の例 （黒田 (1984) をもとに再作成） 
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2.2  組立作業の自動化 

本研究で取り扱うハイブリッド組立ラインは，人とロボットを配置するもの

である。1913年にHenry FordとCharles Sorensonが初めて導入した組立ラインは，

人手により構成されており，はじめての自動機である自動挿入装置が導入され

たのは，1958年であるとされる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。このように，

組立ラインは，人手による構成から始まり，その後，作業の自動化が行われてき

た。 

2.2節では，この順に従い，はじめに人手作業について説明し，次にロボット

による自動化の状況について説明する。 

 

2.2.1  人手による組立作業 

本研究で取り扱うハイブリッド組立ラインは，人とロボットを配置するもので

ある。2.2.1 節では，前者の人による作業について説明する。 

組立ラインを，人手を中心に構成する場合には，はじめに，各作業の人手によ

る作業時間を動作研究などにより設定する (大場・藤川，2009)。そして，それら

を総計して総作業時間を算出し，生産目標台数と稼働時間からサイクルタイム

を設定する (高田・杉山, 2012)。次に，総作業時間とサイクルタイムから必要な

最小の総ステーション数を算出し，作業を割り付ける。サイクルタイムとは，生

産ラインに資材を投入する時間間隔のことであり，通常は完成した製品が出力

される時間間隔に等しい。必要な需要量を満たす生産量を確保するにはために

は，このサイクルタイムの管理が重要である (大場・藤川，2009)。ここで，製品

によっては，2.1.2節で説明したように部品の組み付け順序の制約があることか

ら，2.3節で説明するラインバランシングなどの手法を用いて，サイクルタイム

や組み付け順序の制約を満たしながら遊休時間の少ない組立ラインを設計する  

(黒田, 1984)。 

人手作業においても，作業者は，様々な治具や簡易的な装置を用いて，各作業

を実施する。例えば，部品搬送に自動コンベアを用いることで，人手による搬送

作業を省くことができる (不二越搬送システム研究グループ, 1990)。さらに，ね

じ締め作業においては，ねじ自動供給機や電動ドライバー，接着剤の塗布には，

定量を正確に吐出するディスペンサーなどを用いて，人手作業を支援すること

で，作業時間の短縮と品質の確保を図ることができる (ハイオス, 2019; 岩下エ

ンジニアリング, 2021)。また，これらの装置，治具や部品などの導入に際しては，

作業が効率的に行えるように，IE (Industrial Engineering; IE) の観点でレイアウト

設計が行われる (高田・杉山, 2012)。IEは，1911年のF. W. Taylorの科学的管理法



2  組立ラインの自動化とラインバランシング 

27 

から始まったといわれ，製造現場を中心とした企業経営の合理化，改善，生産性

向上を目指す管理技法である (日本機械学会, 2005a)。 

さらに，人手中心の組立ラインを構成し，実作業が開始したのちも，作業者が

実施しにくい作業や製品品質にかかわる作業は，製品設計にフィードバックを

行い，設計面からの見直しをするとともに，治具化，自動化などにより，作業品

質の向上を検討する必要がある (高田・杉山, 2012)。  

 

2.2.2  ロボットによる組立作業の自動化 

本研究で取り扱うハイブリッド組立ラインは，人とロボットを配置するもので

ある。2.2.2 節では，後者のロボットの定義と本研究での位置づけを説明する。   

G. G. Devol により，産業用ロボットに関する特許が 1954 年に出願され，1959

年に世界で初めて実用的な産業用ロボットが完成したとされる (長谷川, 1980)。

日本においては，1967 年に豊田織機が米国 AMF 社から納入したのが産業用ロ

ボットの輸入第１号である (長谷川, 1980)。その後，国内外のメーカが次々と参

入し，2020 年には全世界で 272 万台の産業用ロボットが稼働している 

(International Federation of Robotics, 2021)。さらに，新エネルギー・産業技術総合

開発機構 (2010) の予測では，2035 年には，製造分野のロボット市場は 2015 年

の 2.7 倍に相当する 2.7 兆円に拡大すると予想されており，今後も展開が進むと

考えられる。 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 (2014) が発行した NEDO ロボット白

書 2014 によると，ロボットという用語の範囲は広く，完全に一般性をもった定

義というものは存在しない。ロボット政策研究会 (2006) は，ロボットを「市場

で必要とされる機能を発揮するために要素技術を統合したもの」という視点で，

「センサー，知能・制御系，駆動系の 3 つの要素技術を有する，知能化した機械

システム」と定義している。 

本論文内では，ロボット政策研究会 (2006) の考え方を用いることとし，ロボ

ットを組立ラインの自動化を目的としたシステムとしてとらえる。具体的には，

カメラなどの各種センサーと，産業用ロボットや直動アクチュエーターなどの

駆動系および，モノを持つためのハンドや加工点を備えたエンドエフェクター

を統合して，人間の作業を代替できるシステムを示すこととする。 

 

2.2.3  人手あるいはロボットの作業タイプ選択 

経済産業省 産業用ロボット導入ガイドライン (経済産業省中部経済産業局・

名古屋工業大学 産学官連携センター, 2017) では，製造装置やロボットの導入に
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際して作業量と作業の複雑さによって「人手」，「ロボット」と「専用機」の選択

を行うことを提案している。また，東芝グループの事例では，人手で可能な作業

は，加工点の汎用性により，人手で行うかロボットなどによる自動化を行うかの

判断が必要とされている (宮内・深津・原野, 2018a)。 

さらに，同じ作業を人手で行った場合とロボットで行った場合の作業時間は

異なることがある。これは，人は複雑な作業を習熟によって短時間に行うことが

可能である一方で，ロボットは単純な作業を繰り返し高速に一定の作業時間で

行うことが容易であり，特性が異なるためである (原田, 2018)。 

これらの状況から，人とロボットの両方を配置する組立ラインの設計において

は，各作業における自動化を進める難易度と人とロボットの作業時間を考慮し

て，人手あるいはロボットの作業タイプ選択を行う必要がある。 

図 2-5は，このような必要性から，作業の自動化難易度と人とロボットの作業

時間を追記した先行順位図の例である (宮内・山田・杉, 2021a) (詳細は4.2節)。

例えば，作業番号2の作業は，作業の自動化難易度がA，人手の作業時間は3 [sec]

でロボットによる作業時間は2 [sec]である。ここで，作業の自動化難易度とは，

ロボットを用いて人手作業を自動化する際の，技術的な難しさとシステムの開

発工数の大きさから設定される指標であり，3.2節で詳しく説明する。 

 

図 2-5 作業の自動化難易度と人とロボットの作業時間を追記した先行順位図の例 

（宮内・山田・杉 (2021a) をもとに作成） 

選択されなかった作業
時間に×を記入

＊＊

＊＊

＊

＊(＊) 作業の自動化難易度 ：カッコ内は数値化した値

作業番号

人手で行った場合の作業時間 [sec]

ロボットで行った場合の作業時間 [sec]

2

2

3

2

4

2

5

6

3

5

2

1

31 2

4 5

6

A(0) A(0)

C(2)

A(0) B(1)

B(1)

サイクルタイムCT = 5 (sec)
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2.3  ラインバランシングによる組立ラインの設計 

2.3.1  ラインバランシング 

ラインバランシングとは，生産ラインの各作業ステーションに割り付ける作

業量を均等化する方法である (大場・藤川, 2009)。 黒田 (1984) は，ラインバラ

ンシングを，「組立ラインの総遊び時間が最小になるように，サイクルタイムの

制約，作業要素間の先行関係，その他の付加的な制約を満たしながら，すべての

作業要素を作業ステーションに配分する問題」と定義した。 

図 2-6に，ラインバランシングの分類と本研究で対象としている人とロボット

を配置するライン設計の位置づけを示す。Chutima (2020) のレビュー論文による

と，ラインバランシングの分類法の1つは，SALB (Simple Assembly Line Balancing) 

とGALB (General Assembly Line Balancing) である。SALBは，ラインのレイアウ

トが直線であり，単一製品が組み立てられること，すべての作業はどの作業ステ

ーションでも実行可能であること，すべての作業ステーションがどの作業も実

行可能であること，すべての入力パラメータが得られることを満たすラインバ

ランシング問題を指す。一方で，分岐を含むライン構成，複数製品の対応や作業

ステーションの対応可能な作業に制約がある場合など，SALBで設定していない

仮定を用いたものを，GALBとするとされる。 

さらに，SALBは，目的関数にもとづいて，タイプIとタイプIIという2つのグル

ープに分類される。タイプIは，サイクルタイムを固定して総ステーション数を

最小化するものであり，タイプIIは，総ステーション数を固定してサイクルタイ

ムを最小化するものである (Hazira, Delorrneh and Dolgui, 2015)。ここで，サイク

ルタイムを固定して総ステーション数を最小化するSALBをSALB-Ⅰと呼び，総

ステーション数を固定してサイクルタイムを最小化するものをSALB-Ⅱと呼ぶ。

Rubinovitz, Bukchin and Lenz (1993) は，SALBを拡張して，作業ステーションに

ロボットを配置するラインバランシング問題を，RALB (Robotic Assembly Line 

Balancing) と呼び，SALBと同様に目的関数により，RALB-ⅠとRALB-Ⅱに分類

した。さらにRALBを発展させて，品種切り替えや複数の品種を同一ラインで生

産する多品種生産を対象とした方法も提案されている (Çil, Mete and Ağpak,  

2017)。なお，図 2-6には，本研究で対象としている人とロボットの両方を配置す

るラインバランシングを追記した。 

本研究では，4章の ハイブリッド組立ラインの2段階設計と5章の2段階設計

法の電子機器製造ラインへの適用と評価において，総ステーション数最小化を

目的としたRALB-Ⅰにおける人とロボットの両方を配置するラインバランシン

グを取り上げている。 
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2.3.2  0-1整数計画法によるラインバランシングの解法 

ラインバランシングは主に，数理計画により解を求める方法とヒューリステ

ィックス解法による方法がある (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。数理計画に

より解を求める方法では，最適解であることが保証されるが，大規模な問題では，

計算時間が長くなることが課題となる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。一方

で，ヒューリスティックス解法では，最適解とは限らないが比較的良好な解を，

短い時間で得ることができる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。2.3.2節では数

理計画として0-1整数計画法，2.3.3節ではヒューリスティックス解法による

Jacksonの列挙法，KilbridgeとWesterの方法と位置的重み付け法について説明する。 

 

(1) 0-1整数計画法 

最適化問題は，与えられた制約条件の下で，目的関数の値を最小あるいは最大

にする解を1つ求める問題である。一方で，線形計画問題は，目的関数が線形で

制約条件が線形等式や線形不等式で記述される最適化問題である (梅谷, 2014)。

多くの現実の問題では，決定変数は実際には整数値でなければ意味をなさない

ことがあるとされる。例えば，人，機械，車両は、5人や5台などと整数値で割り

当てる必要があることが多い。このような，すべての変数が離散的な整数値のみ

図 2-6 ラインバランシングの分類と本研究の対象 

（Chutima (2020), Hazira, Delorrneh and Dolgui (2015), Rubinovitz, Bukchin and Lenz 

(1993), Miyauchi and Yamada (2020), 宮内・山田・杉 (2021a) をもとに作成） 

ALB
ラインバランシング

GALB
一般ラインバランシング

SALB
シンプルラインバランシング

SALB‐Ⅰ
ステーション数最小化

SALB‐Ⅱ
サイクルタイム最小化

RALB‐Ⅱ
ロボットを配置

人を中心に配置 人とロボットを配置

（本研究の対象）

RALB‐ Ⅰ
ロボットを配置

人を中心に配置 人とロボットを配置
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を取る線形計画問題は，整数計画問題と呼ばれる。 

さらに，整数と指定された決定変数を0あるいは1に限定する場合には，0-1整

数計画問題と呼ばれる (Hillier and Lieberman, 2004; 宮代・松井, 2006)。実際の組

み合わせ問題の多くは，YesかNoの0あるいは1の2値変数の問題に変換すること

ができる。そのため，一般的な整数計画問題を0-1整数計画問題に変換して扱う

ことで，問題が簡易になることがある。そして，この0-1整数計画問題を解くの

が，0-1整数計画法 (0-1 Integer Programming; 0-1IP) である。図 2-7に，0-1IPの例

を示す(Hillier and Lieberman, 2004)。この例は，新工場と新倉庫を建設するための

必要資本や建設都市に関する制約がある中で，現在正味価値の合計値を最大化

するように工場と倉庫を建設する都市を選択する問題である。工場および倉庫

をそれぞれの都市に設立するかどうかをYES（1）あるいはNo（0）の質問にする

ことで，0-1IPとして定式化をおこなっている。 

多くの線形計画ソルバーは，一般的な整数計画問題と，0-1整数計画問題の両

方を解くためのアルゴリズムが搭載されている。しかし，2値変数は一般的な整

数変数よりも扱いやすいため、0-1整数計画問題を解くためのアルゴリズムは，

一般的な整数計画問題を解くためのアルゴリズムよりも，一般的に大きな問題

を解くことができるとされる。0-1IPには，このような利点があるために，投資

分析，拠点選択，生産・流通ネットワーク設計など，多くの問題解決に適用され

ている (表 2-1) (Hillier and Lieberman, 2004) 。 

2.3.1節で示したSALB-Ⅰも，総ステーション数の最小化を目的とし，2.1.2節の

先行順位を制約条件とした0-1IPとして定式化することができる (Nof, Wilhelm 

and Warnecke, 1997)。 
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図 2-7 0-1 整数計画問題の例  

（Hillier and Lieberman (2004) をもとに再作成） 

決定
番号

Yes/No質問 決定変数 NPV 現在正
味価値

必要資本

1
ロサンゼルスに工場
を建てますか？

＄9M ＄6M

2
サンフランシスコに
工場を建てますか？ 2 ＄5M ＄3M

3
ロサンゼルスに
倉庫を建てますか？

＄6M ＄5M

4
サンフランシスコに
倉庫を建てますか？

＄4M ＄2M

目的関数

制約条件

is binary,  for j=1,2,3,4.

定式化

新工場をロサンゼルスかサンフランシスコのどちらか，あるいは両方
に建設するときに，下記の目的と制約で建設計画を決定したい。

目的：正味現在価値NPVの合計値を最大化すること。

制約：
①利用可能な総資本は1,000万ドルとする。
②最大で1つの倉庫を新設する。
③倉庫は新工場が建設される都市にのみに建設できる。

データ

例題

※Mは百万を示す。

制約①

制約②

制約③

YesかNoの制約

目的
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表 2-1 0-1IP の適用例 

 （Hillier and Lieberman (2004) より作成） 

 

（Hillier and Lieberman (1984) をもとに再作成） 

分類 組織名称 適用先

投資分析 Turkish Petroleum Refineries 

Corp. (1990)

製油所の能力向上と省エネのための数千万ドル

の設備投資分析

South African National 

Defense Force (1997)

予算制約を満足しながら、国防軍のトータルな

効果を最大化するための特定の機能選択

U.S. Air Force Space 

Command (2003)

宇宙司令部において長期投資の最適化

Grantham, Mayo, Van 

Otterloo and Company (1999)

80億ドル以上の定量的な資産管理

拠点選択 AT&T (1990) 数10社の顧客の用地選定支援

生産・流
通ネット
ワーク設
計

Ault Foods Limited (1994) 生産センターや配送センターの設計

Digital Equipment Corp.  

(1995)

グローバルなサプライチェーン全体の再構築

出荷

搬送

Sears, Roebuck and Company 

(1999)

車両ルーティング＆スケジューリングシステム

（年間4,200万ドル以上の節約）

相互活動 China (1995) エネルギー需要を満たすための2,400億ドルの新

規投資判断

資産売却 Homart Development 

Company (1987)

資産売却の意思決定

(4,000万ドルの利益)

航空業務 Delta Air Lines (1994) 総利益を最大化するためのフリート割り当て問

題

American Airlines 

(1989,1991)

乗務員のスケジューリング問題

（年間2,000万ドル以上のコスト削減）
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(2) 多目的最適化問題とε制約法  

実際の問題では複数の要求があるため，最適化問題として定式化すると，目的

関数が複数個存在する多目的最適化問題として表現されるケースがある。多目

的最適化問題の解法として，線形加重和法やε制約法があるが，本研究では，パ

レート最適解を得ることができるε制約法を用いる (吉村, 2007)。ここで，パレ

ート最適解とは，複数の目的関数のうち，ある1つの目的関数の改善のためには，

他の目的関数の値が悪化せざるを得ないような解のことである。ε制約法は複数

の目的関数のうちの1つの目的関数を除いて他を制約関数として取り扱い，それ

らの制約関数の上限あるいは下限をεとする方法である (吉村, 2007)。そして，ε

の大きさを逐次変更しながら，目的関数の最小化あるいは最大化を行い，パレー

ト最適解を求めていく。目的関数がf 1とf 2の2目的の場合に，ε制約法によりf 1を

制約条件に含めた場合の定式化は「f 2→最小化，f 1 ≤ ε ，他の制約条件」のよ

うに示される (吉村, 2007)。 

 

(3) 線形計画ソルバー  

0-1IPとして定式化したラインバランシング問題は，NP困難な問題として分類

される (Chutima, 2020)。NP困難な問題とは，コンピューターの計算が多項式時

間内に収まらない問題である (人見, 1991)。そのため，問題の規模が大きくなる

と急激に計算量が増大するとされる (梅谷, 2014)。このようなNP困難な問題を

解くために，効率的なアルゴリズムが開発され，線形計画ソルバーなどで提供さ

れている (宮代・松井, 2006)。 

線形計画ソルバーには，ILOG® CPLEX® (IBM, 2017a) やGurobi Optimizer (オ

クトーバースカイ, 2021) などの商用のものと，GLPK (Makhorin, 2010)，SCIP (ZIB, 

2021) などの非商用のものに分けられる (宮代, 2012)。一般的には，商用ソルバ

ーのほうが高速だが，商用ソルバーの中にもかなりの計算時間の差があるとさ

れる (梅谷, 2014)。 

本研究において，4.4節の小規模事例では，非商用のGLPKを用い，5章の電子

機器製造ラインの事例では，CPLEXを用いた。電子機器製造ラインの事例は，小

規模問題に比べて問題の規模が作業数の比率で約4倍と大きく，利用した数値実

験環境において，GLPKでは解が得られないケースがあったためである。 

 

2.3.3  ヒューリスティックス解法によるラインバランシング 

2.3.2節では，0-1 IPによりラインバランシングの解を求める方法について述べ

た。本節では，ヒューリスティックス解法による方法を説明する。 

ヒューリスティックス解法は，できるだけ最適解に近い，いわば‘近似最適解’
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を系統的に得るアプローチの1つであり，人間の思考過程を模擬した手続きによ

り，問題解決過程の試行錯誤を減少することができるとされる (人見, 1991)。こ

うしたヒューリスティックス解法では，最適解の保証はないが，比較的短い時間

で有用な解を求めることができる (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。ヒューリ

スティックス解法の代表的な例として，Jacksonの列挙法，KilbridgeとWesterの方

法，位置的重み付け法の3つを挙げる (大場・藤川, 2009)。 

 

(1) Jacksonの列挙法 

Jacksonの列挙法では，はじめに第1作業ステーションに割り当て可能な作業の

すべての組み合わせを列挙し，次に，第2作業ステーションに割り当て可能な作

業のすべての組み合わせを列挙する。これを作業ステーションごとに繰り返す

方法である。後続の作業ステーションでは，作業の組み合わせ数が急激に増大す

るため，重複する連鎖を削除するなどの対応が必要となる (大場・藤川, 2009)。 

 

(2) KilbridgeとWesterの方法 

KilbridgeとWesterの方法では，はじめに先行順位において平行する作業ごとに，

列の区分を行う。前方の列に属する作業から，各作業ステーションに割り付けを

行って，作業時間の合計をサイクルタイムに近づけることを試みる。また，同じ

列内に属する作業の割り付け順序は自由に入れ替えることができ，先行順位関

係のもとで作業によっては，後続の列へ移動することができる (大場・藤川, 

2009)。 

 

(3) 位置的重み付け法 

位置的重み付け法では，各作業の作業時間と，これに後続するすべての作業の

時間から重み付けの数値を求め，その大きさによって作業ステーションに割り

付ける。ここで求められる重みは，先行順位における作業の位置を表す性質を持

っているため位置的重みと呼ばれている。位置的重みの大きい作業から，先行順

位を満たしかつサイクルタイムを超えないように，作業ステーションに割り付

けを行っていく方法である (大場・藤川, 2009)。 

 

本章では，組立ラインの自動化とラインバランシングについて説明した。次の

3章では人とロボットを配置したハイブリッド組立ラインの設計手順を説明し，

4章と5章では，ラインバランシングを用いたハイブリッド組立ラインの設計法

について述べる。 
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3.  人とロボットのハイブリッド組立ライン設

計の手順化 
 

本章では，ロボットなどの設備導入コストの情報が事前に得られていない

段階で，作業の自動化難易度を考慮して人とロボットを配置するハイブリッ

ド組立ラインの設計案を作成する手順を，事例を通じて提案する (宮内・

山田, 2018b; 宮内・山田, 2020b)。はじめに，作業の自動化難易度という指標

を定義して活用する設計手順を提案し，次に，電子機器製造のライン設計に

適用した事例を説明する。最後に，作業の自動化難易度を考慮した人とロボ

ットのハイブリッド組立ライン設計の手順化をまとめる。 

 

3.1  作業の自動化難易度を考慮した人とロボットの

ハイブリッド組立ラインの設計手順 
 

本節では，人手作業を中心に構成された組立ラインをもとに，人とロボ

ットの両方を配置したハイブリッド組立ラインとして設計する手順を説明

する。 

 

3.1.1  ライン設計手順の概要 

本章で提案する人とロボットのハイブリッドラインの設計手順を，図 3-1

に示す。このライン設計の目的は，ロボットなどの設備導入コストの情報が

得られていない段階で，作業の自動化難易度の低い作業の自動化を優先した

ライン設計案を作成し，次の作業である投資計算に必要な情報を提供するこ

ととする。本研究において，作業の自動化難易度を考慮する理由の1つは，

費用対効果の高い製造ラインを構成するためである。これは，作業の自動化

難易度の高い作業をロボットに割り当てると，人手で作業するよりも製造コ

ストが高くなることがあるためである。 

提案手順は，4ステップで構成される。ステップ1では，作業の自動化難易

度の設定や人手作業のビデオ撮影を行い，既存ラインの人手作業内容を調査

し，分析のための準備をする。ステップ2では，実際の作業分析を行う。そ

の結果を用いてステップ3では，作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変

更案を作成し，関係者により実現性や妥当性をレビューする。ここでの，関

係者とは，生産技術者と設備技術者だけでなく，製造現場の作業者や調達担
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当者など広く組立ラインの導入と運用に関係するメンバーである。ステップ

4では，作業順序の変更案にもとづきハイブリッド組立ラインを設計し，本

研究で提案した設計手順の有効性を評価する。 

各ステップで行う作業の詳細は，3.2節と3.3節で実際の電子機器製造ライ

ンの事例を用いて説明する。 

 

図 3-1 人とロボットのハイブリッド組立ライン設計の手順 

(1) 作業の自動化難易度の設定

(2) 人手作業のビデオ撮影

(3) 自動化分析シートへの記入

(4) 作業内容と
自動化難易度の分析

(5) 作業の自動化難易度
を揃えた作業順序案の作成

(6) 関係者によるレビュー

(7) ライン設計案の作成

ステップ1:
作業内容の調査

ステップ3:
作業の自動化難易度を
揃えた作業順序の変更

ステップ4:
人とロボットのハイブリッド
組立ラインの提案

ステップ2:
作業内容の分析

レビュー結果

OK

NG

(8) 有効性の評価
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3.1.2  ステップ 1: 作業内容の調査 

自動化に向けた検討作業は，現状の人手中心の製造ラインの各作業を調査

し，分析することから始まる。これは，手作業を自動化する際の技術的な難

易度や投資回収性を把握するために，作業内容の情報収集が必要なためであ

る。 

ここでは，部品を見る，取るなどのレベルでの詳細な情報が必要である。

こうした詳細情報を現場で集める作業は，複数人から構成されるライン設計

メンバーが分担して行うことが多いと考えられる。しかし，もし経験値の異

なるメンバーが集まった場合，調査結果にばらつきの生じる可能性がある。

そのため，何らかの共通の指標にもとづいて調査と分析を進める必要がある。

このような必要性に対応するために，本研究では作業の自動化難易度を指標

化し，それにもとづいて人手作業を調査・分析する方法を提案する。 

このステップ1では，作業の自動化難易度の設定と，既存ラインのビデオ

撮影をすることで，作業内容の分析を進めるための調査を行う。 

 

(1) 作業の自動化難易度の設定 

ここでは，自動化に向けて人手作業を調査し，分析するための指標として，

作業の自動化難易度のレベル設定を行い，作業の自動化難易度表にまとめる

（事例は表 3-2を参照）。 

従来，人手作業の難易度や分析は，IE（Industrial Engineering; 2.2.1節参照）

における動作時間研究などによって行われてきた (人見, 1991)。しかし，IE

における人手作業の分析結果と，作業を自動化する難しさは，必ずしも一致

しない。 

その理由は，人間とロボットには，作業を行うための機能にいくつかの違

いがあるからである。人間の手や指は十分な関節の軸数を持ち，作業を行う

際には，手の感覚情報や視覚情報を適切に利用することができる。それに対

して，ロボットは，人間に比べて関節の軸数は少なく，得られる感覚情報や

視覚情報も限定されている (原田・万, 2019)。さらに，それらの情報をどの

ように利用するかの方法を適切に設定する必要がある (原田・万, 2019)。 

そのため本研究では，ロボットを用いて自動化を進める際の難易度を，適

用する要素技術を実用化するために必要とされる技術的な難しさと，それら

を用いたシステム開発工数の2つに分類して検討する。表 3-1は，作業の自動
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化難易度の設定に関する検討の例である。 

例えば，作業の自動化難易度を上げる要因として，機構学的には動作部分

の自由度の増加によるロボットの関節数やアクチュエーターの増加 (牧野・

謝・鄭, 1988; 日本機械学会, 2005a)，制御工学的には，状態変数の増加や外

部環境の非線形性の対応が必要になると制御システムが複雑になることな

どが挙げられる (日本機械学会, 2005b; 後藤・杉山, 1983; 村上, 2015)。位置

決めや外観検査に用いる画像処理を考えると，認識対象物の形状の複雑さの

増加や，検査の際の合否基準が物理量で定式化できていない場合には作業の

自動化難易度が高くなる (精密工学会 画像応用専門委員会, 2000; 日本機械

学会, 2005a)。 

さらに，実際の現場を考えると，これらの要素技術を用いて自動化システ

ムを開発するためには，機械設計，電気回路設計，ソフトウェア開発が必要

となる (日本機械学会, 2005a; 経済産業省・日本ロボット工業会, 2018)。機

械や電気回路の設計においてはカスタム設計の比率の増加，ソフトウェア開

発においては開発モジュールやアルゴリズムの新規性の増加により，作業の

自動化難易度が高くなる (経済産業省・日本ロボット工業会, 2018; 西村, 

2019; 高田, 2001)。 

したがって，作業の自動化難易度のレベル設定は，システム的な知見のあ

る設備技術者と，各要素技術の専門家（ロボット技術者，制御技術者や画像

処理技術者など）の意見を統合して行う。また，産業用ロボットの開発者は，

ロボットの活用方法や対応可能な範囲を熟知している。そのため，産業用ロ

ボットの開発者の視点も，作業の自動化難易度を検討する上で有用である。 

なお，本研究で定義した作業の自動化難易度のような定性的な内容を数値

化して用いる例として，トラブルの事前解析の手法であるFMEA（Failure 

Modes and Effects Analysis）がある（日本信頼性学会, 2014)。FMEAで用いら

れるRPN（Risk Priority Number）は，リスク評価ランク表で決定される影響

度，発生頻度，検出難易度の積で設定される (日本信頼性学会, 2014)。これ

らの設定には，定性的な項目を数値化する作業が必要で，現場ではFMEAの

チームメンバー間の合意を得ることが困難な場合もあるとされる。そのよう

な場合には，チームメンバーでの投票や決定権者の設定，該当分野の専門家

の意見，話し合いの継続などの手法が採られている (マクダ－モット・ミカ

ラク・ボウリガード, 2010)。以上のようなFMEAにおける体系化や実際の取
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り組み事例は，自動化難易度のレベル設定を検討する上で参考にできると考

えられる。 

また，表 3-1の技術的難しさについては各要素技術の高度化，システム開

発工数については汎用ユニットの新規開発やシステム開発手法の高度化で

変化していくことが予想される。そのため，これらを組み合わせて設定され

る作業の自動化難易度のレベルは，今後の技術開発により変化していくこと

が考えられる。したがって，作業の自動化難易度の設定は，状況に応じて更

新が必要である。 
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(2) 人手作業のビデオ撮影 

人手作業を作業の自動化難易度別に分類するために，製造現場における作

業の内容と時間を調査する必要がある。しかし，製造現場の作業者の動きは

速く，現場でリアルタイムにすべての作業内容を記録することは困難である。

そのため，作業している状態をビデオ撮影し，これをもとに分析する方法を

採る。 

なお，ビデオ撮影の際には，組付けなどのメイン作業だけでなく，部品の

取り出しなどの付帯作業を含めて，製造ラインの作業をすべて記録するよう

に注意する。これは，自動化を検討している一連の作業の中に，1 つでも作

業の自動化難易度の高い作業が含まれていると，自動化の実現が難しくなる

可能性があることから，作業を網羅的に調査・分析する必要があるためであ

る。 

 

3.1.3  ステップ 2: 作業内容の分析 

(3) 自動化分析シートへの記入 

撮影したビデオを用いて，作業内容の記録を複数人で効率的に進めるため

に，定型的なフォーマット (図 3-2) を用いる。  

記入する項目は，工程名，作業名，作業内容，作業種別，作業難易度と作

業時間などである。作業種別にもとづいて，「ステップ1: (1) 作業の自動化難

易度の設定」で定義した作業の自動化難易度を記入する。実際に分析作業を

進めると，最初に設定した作業の自動化難易度表に記載のない作業や，設定

した難易度レベルに疑問を感じる場合がある。その場合には，備考欄を活用

し，一通りの作業内容の記入が完了した後に，分担したメンバーと再度検討

を行い，必要に応じてレベルの見直しを行う。 

 

(4) 作業内容と作業の自動化難易度の分析 

 次の「ステップ 3: (5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成」に

進むためには，「ステップ 2: (3) 自動化分析シートへの記入」で記入した自

動化分析シートから，対象の製造ラインにおける作業の自動化難易度の全体

傾向や，作業の自動化難易度のばらつきの状態を把握する必要がある。 

作業の自動化難易度という今回提案する指標をベースに，製造ライン全体，

工程や作業者ごとの作業内容をグラフ化して，傾向を把握する。具体的には，
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出現回数が多く自動化難易度が低い作業や，自動化難易度の低い作業の比率

が高い工程を抽出することで，自動化する工程を検討する。例えば，作業の

自動化難易度を 3 段階に分けて，易しい順に A，B，C とした場合に，自動

化難易度が A の作業が多い工程の自動化を優先して検討することが考えら

れる。3.2 節の適用事例では，製造ライン全体の作業内容と作業の自動化難

易度の傾向を図 3-7 で，工程別の作業の自動化難易度比率を図 3-8 でグラ

フ化し，優先して自動化する工程の検討を進めている。 

 

3.1.4  ステップ 3: 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更 

自動化ラインの設計においては，投資が回収できない可能性やロボットが

安定稼動しないリスクを回避する観点から，作業の自動化難易度の低い作業

を中心に自動化を進めることが好ましい。しかし，実際には，作業の自動化

難易度の低い作業と高い作業が隣接しているケースが多いと考えられる。こ

の理由の 1 つは，人手を前提に設計された組立ラインでは，ロボットにより

自動化するための難しさを考慮せずに，組立手順を決定しているからである。 

両者が隣接した状態で作業の自動化難易度の低い作業のみを自動化した

場合，各作業者のすべての作業を自動化できずに人手作業が残ってしまうこ

工場

製品

工程

ビデオ

番号
作業 内容

作業

種別

難易

度

作業

時間
備考

ビデオ撮影日：

分析日：

分析者：

自動化分析シート

図 3-2 自動化分析シートのフォーマット  
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とによって，期待する省人効果が得られず，自動化による投資回収ができな

くなる可能性が高い。そのため，このステップでは作業の自動化難易度を揃

えた作業順序に変更し，その結果を用いて関係者によるレビューを実施する。 

 

(5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成 

はじめに，自動化ラインの設計における作業順序の変更の必要性を説明す

る。 

図 3-3は，自動化に向けた作業順序の入れ替えの例である。簡単なモデル

ケースとして，図 3-3 (a)のように2人の作業者がライン上に並び，①～⑨の

作業を番号順に行っている場合を考える。さらに，作業の自動化難易度を設

定すると，図 3-3 (b)のように，作業番号④，⑤，⑨は作業の自動化難易度が

Cであり，そのほかの①～③と⑥～⑧の作業の自動化難易度がAとなったと

仮定する。このとき，作業の自動化難易度Cの作業は，技術的・投資的に自

動化が困難と判断したため，作業の自動化難易度Aの①～③と⑥～⑧の作業

を自動化することが考えられる。しかしこの場合の作業者数は，④・⑤の作

業を行う作業者1と⑨の作業を行う作業者2の2人が必要となるため，省人化

につながらない結果となってしまう。この理由は，図 3-3 (c)に示すように，

2人の作業者の間にロボットの作業⑥～⑧があるため，同じ作業者がそれら

を同時に担当することができないからである。 

次に，作業順序を入れ替えて，作業の自動化難易度 A の作業を揃えた結果

を図 3-3 (d)に示す。実際には，製品構造の観点から作業順序の入れ替えには

制約があるが，ここでは理想的なケースとして，制約を考慮しないで順序を

入れ替えた。図 3-3 (d)の結果を用いて設計した自動化ラインレイアウトが，

図 3-3 (e)である。作業の自動化難易度の高い作業を 1 人の作業者が担当す

ることで，作業者人数が 1 名となった。そのため，自動化前より 1 人の減少

となるので，省人効果が期待できる。このように，人とロボットのハイブリ

ッド組立ラインの設計では，作業順序を変更してロボット作業と人手作業の

それぞれに揃えることが効果的であるとわかった。 
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(a)自動化検討前のラインレイアウト 

 

①②③④⑤ ⑥⑦⑧⑨作業番号

作業者1 作業者2

  

(c)順序入替えなしの自動化レイアウト 

 

(e)作業順序を考慮した場合の自動化ラインレイアウト 

 

(b)自動化検討前の作業内容と順序 

(d) 自動化難易度を揃えた作業順序 

工程
作業
番号

内容
自動化
難易度

作業
者１

① ベースAを前工程から受け取る A

② 部品Bをトレイから取る A

③ 部品BをベースAに組み付ける A

④ 部品Bに付属のケーブルをベースAの溝部に入れる C

⑤ ケーブルをベースAのコネクタに挿入 C

作業
者２

⑥ トレイから部品Cを取る A

⑦ 部品CをベースAに組み付ける A

⑧ 部品B、Cをねじ締め A

⑨ 外観、キズを検査する C

工程
作業
番号

内容
自動化
難易度

作業
者１

① ベースAを前工程から受け取る A

② 部品Bをトレイから取る A

③ 部品BをベースAに組み付ける A

⑥ トレイから部品Cを取る A

⑦ 部品CをベースAに組み付ける A

⑧ 部品B、Cをねじ締め A

作業
者２

④ 部品Bに付属のケーブルをベースAの溝部に入れる C

⑤ ケーブルをベースAのコネクタに挿入 C

⑨ 外観、キズを検査する C

図 3-3 自動化に向けた作業順序の入れ替えの例 

ロボット２

⑨④⑤⑥

ロボット１

⑦⑧①②③作業番号

作業者1 作業者2

ロボット１ ロボット２

④⑤⑨①②③ ⑥⑦⑧作業番号

作業者1
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このような人員削減の効果以外にも，人→人あるいはロボット→ロボット

と同じ作業タイプの作業ステーションが並ぶことは，メリットがあると考え

られる。例えば，人→ロボットあるいはロボット→人と作業タイプが替わる

場合には，人とロボットが干渉しないような柵やセンサーなどによる安全装

置の設置が必要になるが（福田，2021），人→人あるいはロボット→ロボッ

トの場合には，そのような安全装置は不要である。さらに，人→人と並ぶこ

とで，作業時間の変動やポカミスなどの発生時に人がお互いに協力して対

策・改善する，いわゆる助け合いができる (日本能率協会・門田, 1978)。ま

た，ロボット→ロボットと並ぶ場合には，電力や圧縮空気などのユーティリ

ティーを供給する際の配線や配管の長さを短くできる（藤川，2005）などの

メリットも考えられる。 

このステップでは，作業順序の変更に加えて，製品設計の変更による作業

の自動化難易度の低減やメインラインとは別の作業ステーションで作業す

るサブ工程化を実施する。このように，作業の自動化難易度を指標化するこ

とで，視認性と客観性が高まる。 

 

(6) 関係者によるレビュー 

「ステップ 3: (5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成」までの

分析と提案は，主に生産技術者と設備技術者が中心となって進めることが多

い。しかし，製造ラインを実際に運用するのは製造現場の作業者であり，ロ

ボットなどの設備や製品の部品購入は調達担当者が関わる。また，このよう

な活動を進めるには，自動化に向けた製品設計の変更が必要になる場合も多

い。そのため，作業順序の変更案を作成した段階で，このような関係者が参

画して，作成した変更案についてレビューを行う。この際に，「ステップ 1: 

(1) 作業の自動化難易度の設定」で提案した作業の自動化難易度を用いるこ

とで，自動化方針を具体的かつ定量的にレビューを行うことができる。 

なお，レビューの結果，実現性に問題や改善が必要な点がある場合は，「ス

テップ 3: (5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成」に戻り，再度

作業順序を変更する。 
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3.1.5  ステップ 4: 人とロボットのハイブリッド組立ラインの提案 

ステップ 3 までで得られた結果にもとづいて，自動化可能性の高い工程に

ついて，ロボットを用いたライン設計案を作成して，本研究で提案した設計

手順の有効性を評価する。この段階では，製造設備の詳細設計までは行わず，

加工点やアクチュエーターなどの主要要素の構成と概略レイアウトの設計

までを行う。 

 

(7) ライン設計案の作成 

ライン設計案は設備開発スキルを持っている設備技術者が作成し，これを

生産技術者や製造担当者を中心として必要に応じて，製品設計者，調達担当

者と生産システム管理者などが参画して作成を進めることが多い。具体的に

は，「ステップ 3: (5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更」の結果

である作業順序の変更案をもとに，ロボット，加工点，搬送機器などに作業

を割り付けて概略のライン設計案を作成する（図 3-4）。 

次に，この図を用いて全体構成やリスク内容を確認し，必要に応じて修正

して完成度を上げる。このようなライン設計案の図を作成して作業を進める

理由は，多くの関係者が製造ラインの全体像を共有できるためと，ロボット

などの設備ごとの具体化作業を分担して進めることを容易にするためであ

る。 

図 3-4 自動化ラインの設計案の例  

クリー
ニング
・検査

保護
部品
取外し

部品B
組付け

部
品

A
マ
ガ
ジ
ン

クリーニング
反転

部品B
マガジン

ラベル
貼付け

ケース
取り付け

最終検査
通い箱へ収納ねじ

締め
自動
検査

ライン構成案A
生産能力 ：＊＊/day
人員 ：３名（マーシャルのぞく）
ステーション数 ：10
設置スペース ：４ｍ×2.5ｍ
搬送方式 ：パレット搬送
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(8) ラインの評価 

最後に，本研究で提案した設計手順の有効性について，作業人数やロボッ

ト台数などの視点から考察し，本研究で提案した設計手順と従来法の比較結

果をまとめる。 

 

以上のステップ 1～4 の手順を進めることで，ロボットなどの設備導入コ

ストの情報が事前に得られていない段階で，作業の自動化難易度の低い作業

の自動化を優先した現実的なライン設計案の作成が可能になる。作成したラ

イン設計案は，次の段階である投資費用の算出で活用される。投資費用の算

出結果によっては，必要に応じてライン設計案の見直しを行う。 

 

3.2  適用事例: 既存ラインの調査・分析 

3.1節で提案した設計手順を，電子機器製造ラインに適用した事例を，本節

と3.3節で説明する。本節では，図 3-1の4つのステップのうち，「ステップ1: 

作業内容の調査」と「ステップ2: 作業内容の分析」までの例を示す。 

 

3.2.1  適用対象の製造ライン 

本節から，提案した設計手順を電子機器製造ラインに適用した事例を挙げ

る。対象の製造ラインの概略を図 3-5 に示す。このラインでは，上流のライ

ンで表面実装済みの回路基板に，各種機能部品を組み付ける作業を行い，そ

の後，検査と梱包を行っている。現状では，これらの作業は人手を中心に行

っているが，省人化のために自動化の検討フェーズにある。 

この製造ラインは，組み付け部品の一部として事前にデータをセットする

準備作業，部品を組み付ける組立工程，機能および外観を検査する検査工程

と，出荷梱包を行う梱包工程で構成されている。なお，製品構造から組立工

程は，前半と後半に分かれている。現状は一連の作業を，十数人の作業者で

行っている。 

3.1 節で提案した設計手順にしたがって，人とロボットの両方を配置した

ライン設計を行う事例を本節と 3.3 節で説明する。 
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3.2.2  ステップ 1: 作業内容の調査例 

(1) 作業の自動化難易度の設定例 

表 3-2に，作業の自動化難易度表の例を示す。今回の事例では，はじめに，

自動化システムを構成する要素技術について，システム的な観点から概略的

な知識を保有している設備技術者が，各作業の自動化難易度の初期案を作成

した。次に，各要素技術の専門家（ロボット技術者，制御技術者や画像処理

技術者など）の意見を反映し，生産技術者と設備技術者が中心となって，最

終的に決定された。各作業の自動化難易度は，技術的なレベルが易しい順に

A，B，Cの3つのグループに分けた。さらに，3.2.3節(3)で説明する自動化分

析シート（図 3-6）への記入作業を簡易化するために，各作業種別に難易度

と作業番号を与え，A1などのような記号を付加した。 

作業の自動化難易度 A には，「A1 単純な搬送」，「A2 単純な組付け」，「A7

ねじ締め」や「A8 はんだづけ」などを含めた。作業の自動化難易度 A の加

工点は，比較的容易に具現化できる技術が確立しているものや，加工点ユニ

ットとして購入して導入できるものである。 

次の作業の自動化難易度 B では，搬送や組付け作業のうち，部品を把持

（つかむ，吸着などにより物体を拘束すること）するためには形状が複雑で，

チャック部分に個別開発が必要などの理由によって，作業の自動化難易度 A

よりも難しい作業をカテゴライズした。例えば，直線的な動きで対応できな

い複雑な作業である「B1 複雑形状部品の搬送」や「B2 複雑形状部品の組付

け」などは，この作業の自動化難易度 B とした。  

最後に作業の自動化難易度 C は，現状では基礎開発から進める必要があ

り，最も難易度の高い作業とした。具体的には，「C1 ばら積み部品の搬送」

図 3-5 適用対象の製造ラインの概略 

準備
作業

組立
前半

組立
後半

検査 梱包
実装
工程

出荷
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や「C2 コネクタ接続」などの作業を挙げた。これらの作業の自動化には，

センシング，アームの移動計画，高精度位置決めや把持など，複数の高度技

術を複合する必要がある。また，製品表面のムラや色味の検査のように，人

の感性が含まれる「C5 官能型検査」の作業も含めた。これらの作業の自動

化技術は各種提案されているが，現実の自動化ラインの構築では，すぐに適

用することは難しいと考え，このグループとした。 

なお，本事例では，作業の自動化難易度を技術的なレベルが易しい順に

A，B，C の 3 つのグループに分けた。しかし，さらに詳細に作業の自動化

難易度を設定することが可能であれば，全体を 4 つ以上のグループに分け

ることもできる。例えば，作業の自動化難易度 C よりもさらに難易度が高

いものが顕れた場合に，作業の自動化難易度 D を追加するなどの改善も必

要に応じて考えられる。  

表 3-2 作業の自動化難易度表の例 

作業の

自動化難易度記号 作業種別 説明

A1 単純な搬送 整列された単純形状部品の搬送

A2 単純な組付け 直線的な動きによる単純形状の組付け

A3 貼合せ・貼付け 平面へのシールやテープの貼付け

A4 A式梱包 フラップ折り、テープ貼り

A5 塗布 液体や粉体の塗布

A6 混合・攪拌 液体、粉体材料の混合や攪拌

A7 ねじ締め ねじ締めによる結合

A8 はんだづけ 基板、部材のはんだづけ

A9 計測型検査 部品有無、長さ測定など

A10その他 上記以外の即自動化が可能な加工点

B1 複雑形状部品の搬送 整列された複雑形状部品の搬送

B2 複雑形状部品の組付け 複雑形状部品の組付け

B3 ろうづけ・溶接 ろうづけや溶接

B4 凹凸面への貼付け 凹凸面へのシールやテープの貼付け

B5 狭小箇所ねじ締め 狭小箇所へのねじ締めによる結合

B6 多自由度の組付けや加工２次元以上の動きを伴う組付け・加工作業

B7 その他 上記以外の個別開発が必要な加工点

C1 ばら積み部品の搬送 ばら積み供給された部品のピックアップや搬送

C2 コネクタ接続 盤間、基板実装のコネクタ接続

C3 配線引回し ケーブルやハーネスの引回し

C4 柔軟物の多自由度組付け薄板、ワイヤ、配管などの柔軟物組付け

C5 官能型検査 ムラ、色味、音などの検査

C6 その他 上記以外の基礎開発が必要な加工点

A

B

C
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(2) 人手作業のビデオ撮影例 

 現在の人手による対象ラインについて，ビデオ撮影を実施した。ビデオ撮

影は，対象の製造ラインおよび製品を熟知している工場の生産技術者が担当

し，準備作業，組立工程，検査工程と梱包工程のすべてを撮影した。撮影方

法としては，作業者ごとに複数サイクルを撮影し，ライン全体で約1時間50

分の撮影時間となった。 

また，撮影対象とする作業については，組付けなどの主作業だけでなく，

部品の取り出しや，各種シートへの記入などの付随作業も含めて，製造ライ

ンの作業をすべて記録するように注意した。これは，自動化を検討する際に

は，主作業だけでなく付随作業も合わせて漏れなく行う必要があるからであ

る。 

 

3.2.3  ステップ 2: 作業内容の分析例 

(3) 自動化分析シートへの記入例 

作業者ごとに撮影したビデオをチームで分担し，作業内容の抽出と作業時

間の測定を行い，自動化分析シートのフォーマット（図 3-2）に記入した。

図 3-6 は記入例である。例えば，作業者がベース部品を前工程から受け取る

作業に 7 秒かかっていた場合，作業欄に「部品搬送」，内容欄に「ベース部

品を前工程から受け取る」，作業時間欄に「7」と記入した。なお，各チーム

は，生産技術者と設備技術者 3 人で編成し，2 チームを構成した。 

さらに，「ステップ 1: (1) 作業の自動化難易度の設定例」で決定した作業

の自動化難易度表（表 3-2）にもとづいて，作業種別，作業の自動化難易度

と作業時間を記入した。例えば，「ベース部品を前工程から受け取る」であ

れば単純な搬送作業なので，作業の自動化難易度表を参照して，単純な搬送

を表す記号「A1」を作業種別欄に記入するとともに，難易度欄に「A」，作

業時間欄に「7」と記入した。 

 

ここで，表 3-2 の作業の自動化難易度表で事前に設定していない作業がい

くつか出現したため，一通り記入後，他の作業とレベルを合わせて作業の自

動化難易度を設定した。例えば，袋詰めされて供給される部品を袋から出す

作業は，作業の自動化難易度表に当初はなかったが，多自由度の動きが要求

されることから，「B6 多自由度の組付けや加工」に相当すると調査者間で
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判断し，作業の自動化難易度 B に分類した。 

このシートの作成に要した時間は，今回の対象ラインでは，約半日間であ

る。具体的には 2 チーム並行で約半日間の作業を行った後に，1 つのシート

にまとめた。 

 

  

図 3-6 自動化分析シートの記入例  

工場 ＡＡ工場

製品 電子部品ＡＡ

工程 組立て検査

ビデオ番号 作業 内容
作業

種別

難易

度

作業

時間

部品搬送
ベースAを前工程から受け

取る
Ａ１ A 7

部品取り出し 部品Bをトレイから取る Ａ１ A 5

組み付け
部品BをベースAに組み付け

る
Ａ２ A 12

引回し
部品Bに付属のケーブルを

ベースAの溝部に入れる
Ｃ３ C 10

挿入
ケーブルをベースAのコネ

クタに挿入
Ｃ２ C 5

部品取り出し
トレイから部品Cを取る

Ａ１ A 7

組み付け
部品CをベースAに組み付け

る
Ａ２ A 8

ねじ締め
部品B、Cをねじ締め

Ａ７ A 12

検査 外観、キズを検査する Ｃ５ C 10

自動化分析シート

Ｔ００１
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(4) 作業内容と作業の自動化難易度の分析例 

「ステップ 3: (5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成」以降で

自動化の方針を策定するために，「ステップ 2: (3) 自動化分析シートへの記

入例」で得られた結果を分析した。本事例では，はじめに，製造ライン全体

の作業内容と作業の自動化難易度の傾向を把握し，次に工程別の作業の自動

化難易度比率を分析した。 

 

1) 作業内容の分析結果 

図 3-7 は，作業内容と作業の自動化難易度の分析結果である。(a) 作業回

数は，縦軸に表 3-2 の作業の自動化難易度表で示した作業種別，横軸に作業

種別ごとの作業回数の和を表したものである。 一方の(b) 作業時間は，縦軸

に作業種別，横軸に作業種別ごとの作業時間の和を示した。なお，横軸の回

数，時間のスケールはどちらも省略してある。 

図 3-7 (a)を作業回数順で見ると，「B6 多自由度の組付けや加工」が全体

の31%となり最も多いことがわかった。これは，この製造ラインが実装基板

に部品を取り付けることが主な作業であることに起因していた。ここで，

「A2 単純な組付け」の11%に比べて「B6 多自由度の組付けや加工」が31%

と多いのは，対象製品の部品取り付け動作が，直線的な動きで処理できる作

業ではなく，曲線的な自由度2以上の動きが必要な作業が多いためであるこ

とがわかった。  

また，3.2.3節(3)での例で取り上げたように，袋詰めされて供給される部品

を袋から取り出す作業と，梱包時に製品を袋に入れる作業が，この製造ライ

ンには全体の約4%あった。この作業は，組付けや加工ではないが，多自由度

の動きが要求されることから，「B6 多自由度の組付けや加工」に分類するこ

とを調査者間で申し合わせたことも，回数が多くなっている理由である。 

全体の 18%と 2 番目に多い「A1 単純な搬送」は，組付け部品の搬送と使

用する治具の搬送が主な内訳であった。部品の組付けには，必ず搬送作業が

伴うことから上位となった。全体の 14%で 3 番目となった「C2 コネクタ接

続」は，部品の多くが電気的接点を持つ電子機器製品特有の傾向といえる。

コネクタ接続作業は，人手であれば比較的容易な作業であるが，自動化は困

難である。そのため極力，自動化は避け人手作業とすることが望ましい。 
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(a)作業回数 

(b)作業時間 

 図 3-7 作業内容と作業の自動化難易度の分析
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さらに，「A2 単純な組付け」が 11%，「A3 貼合せ・貼付け」が 7%と，固

形部品やシート部品の単純な取り付け作業が続くことがわかった。  

図 3-7 (b) 作業時間の分析でも，以上の傾向はほぼ同じであり，作業回数

が多ければ作業時間が長い傾向が見られた。そのため，本ケースでは，特定

の作業種別に多くの時間を費やしていないことがわかった。 

以上より，作業の自動化難易度の高い「B6 多自由度の組付けや加工」，「C2 

コネクタ接続」については自動化の優先順位を低くし，比較的作業の自動化

難易度の低い「A1 単純な搬送」，「A2 単純な組付け」と「A3 貼合せ・貼付

け」を優先して自動化を進めることとした。 

 

2) 工程別の作業の自動化難易度比率の分析結果 

図 3-8 は，工程別の作業の自動化難易度比率の分析結果である。(a) 作業

回数では，準備，組立前半，組立後半，検査と梱包の工程別に，作業の自動

化難易度の比率を回数ベースで集計したものであり，縦軸が難易度の比率，

横軸が工程を示している。 

(b) 作業時間は，(a) 作業回数と同様に，工程別の作業の自動化難易度の比

率を作業時間で集計したものである。1)作業内容の分析結果における作業回

数と時間の考察と同様に，特定の作業種別に多くの時間を費やしていること

はないことから，(a) 作業回数と(b) 作業時間の比率は類似の傾向を示して

いると考えられた。そのため，回数ベースの(a) 作業回数で考察した。 

作業の自動化難易度Aの作業比率に着目すると，準備作業と組立前半では，

80%程度が作業の自動化難易度Aの作業である一方で，組立後半では50%強

であり，検査では約30%，梱包では約40%とより低い比率となっていた。準

備作業は，購入部品に専用設備で電気的な処理をする工程で，人手作業は部

品を袋から出すことと，専用設備への取り付け・取り外しであることから，

作業の自動化難易度が低い結果となることがわかった。また，組立工程の前

半と後半で比率が異なったのは，組立工程の前半が部品を取り付ける作業が

中心である一方で，組立後半は，取り付けた部品の「C2 コネクタ接続」や

「C3 配線引回し」などの作業の自動化難易度の高い作業が多かったためだ

と考えられた。 

さらに，検査工程には計測器を用いる作業が多く，検査のためのコネクタ
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接続作業が複数あることが作業の自動化難易度 B, C の比率を約 70%と高め

ていた。また，梱包工程に作業の自動化難易度 B の作業が約 60%含まれて

いた。これは，梱包工程では箱詰め作業のほかに，各種シールの貼付，同梱

部品のセット，梱包材のセットや最終外観検査なども併せて行っており，

「B6 多自由度の組付けや加工」や「C4 官能型検査」などが含まれているた

めだと考えられた。 
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図 3-8 工程別の作業の自動化難易度比率の分析結果 

(a)作業回数 

 

(b)作業時間 
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3.3  適用事例: 作業順序の変更とライン設計案の提

案 

3.3 節では，3.2 節に続き，電子機器製造ラインに適用した事例を説明する。

3.2 節で実施した既存ラインの分析結果を用いて，図 3-1 の 4 つのステップ

のうち，「ステップ 3: 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更」と「ス

テップ 4: 人とロボットのハイブリッド組立ラインの提案」までの例を示す。

最後に，提案した設計手順の有効性を考察する。 

 

3.3.1  ステップ 3: 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更例 

(5) 作業の自動化難易度を揃えた作業順序案の作成例 

3.1.4 節で説明したように，作業の自動化難易度の低い作業と高い作業が

隣接した状態で作業の自動化難易度の低い作業のみを自動化した場合，期待

する省人効果が得られない可能性がある。そこで，作業の自動化難易度の低

い作業と高い作業をそれぞれ揃えるために，作業順序の変更が効果的である。

そのため，作業の自動化難易度が高い作業と低い作業をそれぞれ揃えるとと

もに，サブ工程化や，設計変更による作業の自動化難易度の低減を含めて検

討を行った。 

「ステップ 2: (4) 作業内容と作業の自動化難易度の分析例」の分析結果か

ら，準備作業や組立前半の工程は，作業の自動化難易度 A の作業が約 80%

と多いことがわかった。したがって，これらの作業を優先して自動化の検討

を進めることが効果的だと考えられる。一方で，準備作業や組立前半の工程

においても，作業の自動化難易度 A だけでなく自動化難易度 B, C の作業も

混在した。そのため，3.1.4 節(5)で説明したように，作業の自動化難易度の

低い作業と高い作業をそれぞれ揃えること，作業の自動化難易度の高い作業

をなくすことやサブ工程化する必要のあることがわかった。ここでは，作業

の自動化難易度 A，B，C が混在している組立前半を検討した内容について

取り上げる。 

図 3-9 に，組立前半工程において作業の自動化難易度を揃えた作業順序の

変更例を示す。図 3-9 の左表は，自動化分析シートをベースに作成した作業

順序の変更前のもので，作業内容，作業種別，作業の自動化難易度と作業時

間を記入した。右表は，左表をもとに，自動化に向けた作業順序の変更案を

示している。ここでの変更としては，作業の自動化難易度 B, C の作業を最
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終ステーションに揃えるとともに，作業内容や製品設計の見直しによる作業

削減や，投入部品を袋から出す作業などをサブ工程化することも合わせて行

った。なお，右表には，検討方針の欄を設け，自動化あるいは人手作業の方

針を記載した。 

作業順序の変更後の図 3-9 右表では，作業の自動化難易度 C の作業 6 個

と作業の自動化難易度 B の作業 2 個が揃えられており，そのほかの作業の

自動化難易度 A の作業はある 1 つの作業を除いて，それらの前の作業と揃

えらえた。これにより，作業の自動化難易度の低い作業と高い作業に，それ

ぞれ揃えることができた。なお，作業の自動化難易度 B と C を揃えた後続

作業に，作業の自動化難易度 A の作業が 1 つあるが，これは，製品構造の制

約から最後の作業順序で実施せざるを得なかったためである。 

これらの検討を通じて，作業の自動化難易度を指標として進めることで，

効果的かつ視覚的な作業順序の変更が可能であることを示した。 

本事例では，作業順序の変更作業を，生産技術者と設備技術者の話し合い

により進めたが，この変更作業を手法として整理するには至らなかった。作

業順序の変更作業の手順化や，作成した作業順序案の良否を客観的に判定す

る方法の明確化は，今後の検討課題と考えられる。 

 

(6) 関係者によるレビュー例 

組立前半工程について，作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更例

（図 3-9）を用いて，生産技術者と設備技術者が中心にレビューを行い，最

終案を作成した。さらに，製品の構造に関する検討は製品設計者，部品の納

入形態の検討については調達担当者が参画した。その結果，レビュー段階で

も，作業の自動化難易度を指標として，関係者と効果的な議論が可能である

ことを確認できた。 
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3.3.2  ステップ 4: 人とロボットのハイブリッド組立ラインの提案例 

(7) ライン設計案の作成例 

図 3-10 に，「ステップ 3: (6) 関係者によるレビュー例」を経て作成した，

組立前半工程の自動化ライン設計案の例を示す。ここでは，部品マガジンか

ら供給されるベース部品に前加工設備で処理を行い，コンベア上で順次組付

け作業を行う構成となった。この理由は，「ステップ 3: (5) 作業の自動化難

易度を揃えた作業順序案の作成例」の結果を反映して，作業の自動化難易度

の低い作業（貼り付け，塗布，部品セット，部品取付け，ねじ締め，検査接

点，バーコード読取）を前半に集め，作業の自動化難易度の高い作業（コネ

クタ接続，配線引回し，保護シートはがし）は人手作業として最終ステーシ

ョンに集めたためである。その結果，作業の自動化難易度の低い作業は 4 台

のロボットで自動化し，作業の自動化難易度の高い作業を 1 名の人手で対応

するような人とロボットのハイブリッド組立ラインの設計案が提案できた。 

なお，本研究の事例では，ライン設計案の作成手続きは，ライン設計経験

のある設備技術者が実施した。その際に，作業者およびロボットに各作業を

割り当てた後に，生産計画によって決められたサイクルタイム制約を満足し

図 3-10 自動化ラインの設計案の例 

部品
マガジン

前加工設備

貼付け
・塗布

・部品セット
ねじ
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貼付け・
バーコー
ド読取・
部品取
付け

ねじ
締め

部品
取付け
・塗布

ねじ
締め

コネクタ挿入×２・
配線引回し×３・
保護シートはがし

作業の自動化難易度Ａの作業を自動化

作業の自動化難易度Ｂ・Ｃの
作業を集約（人手作業）
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貼付け・
バーコー
ド読取・
部品取
付け

ねじ
締め

部品
取付け
・塗布

ねじ
締め

コネクタ挿入×２・
配線引回し×３・
保護シートはがし

難易度Ａの作業を自動化

難易度Ｂ・Ｃの
作業を集約

（人手作業）

流れ方向

：ロボット工程 ：人手工程

記号の説明
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ていることを確認する計画であった。一方，ラインバランシングについての

分析は行わなかった。その理由は，作業の先行関係やロボットによる作業時

間など，ラインバランシングに必要な情報が整理されていなかったためであ

る。そのため，作業の先行順位やサイクルタイムの制約については，ライン

設計を進める過程での確認や作業改善などの対応を行うこととした。ライン

バランシングを用いた作業順序や作業ステーションの配置については， 4章

および 5 章で述べる。 

最後に，作成した自動化ラインの設計案をもとに，ロボットの要求仕様と

製作仕様を策定し，投資費用と運用費用を試算した。さらに，回収年数とラ

イフサイクルコストの関係を明確にし，投資判断に必要な情報としてまとめ

た。 

   

(8) ラインの評価例 

本研究で提案した設計手順の有効性について,作業者人数やロボット台数

などの視点から考察し，提案した設計手順と従来法の比較結果をまとめる。

なお，今回の対象ラインの実際の検討作業の中では，提案した設計手順を適

用しない検討は実施していないため，提案した設計手順を行わなかった場合

に，人手選択と自動化選択の 2 つのケースを想定して結果を比較した。 

自動化検討方法の 1 つとして，製造ラインを作業者単位で調査・検討し，

比較的自動化が容易と考えられる作業を担当している作業者に着目して自

動化を推進する方法がある。今回の事例では，作業順序の変更前の図 3-9 の

左表で示したように，全 5 人の作業者のうち，作業者 1～3 は作業の自動化

難易度が B, C の作業が 2 項目以下であり，作業者 4，5 は 3 項目以上であっ

た。そこで，従来法であれば，作業者 1～3 に着目して自動化検討を進めた

と仮定する。 

作業者 1～3 の作業の自動化に際しては，作業の自動化難易度 B, C の作業

（図 3-9 左の人手作業の番号 1-7，2-5，2-6，3-1，3-6）を人手に割り付ける

ケース(従来法 1:人手選択)と，作業の自動化難易度の高い B, C の作業も含め

て自動化するケース(従来法 2:自動化選択)を想定した。なお，作業削減やサ

ブ工程化は，どの場合でも同様に実施すると仮定した。 

表 3-3 に，提案手順と従来法の結果比較を示す。それぞれの場合の作業者

人数，現状ラインを 1 とした場合の労働生産性の比率と，対象工程の 55 作
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業の割付け作業数が示されている。 

従来法 1 の人手選択では，必要人数が 2～3 人，労働生産性は現状ライン

の 1.7～2.5 倍と幅のある結果となった。これは，作業者 1～3 の作業の自動

化難易度 B，C の作業を人手作業に割り付けてあり，サイクルタイムの制約

から作業者 4，5 の 2 人で対応できない可能性があるためである。一方で，

自動化対象作業はすべて難易度 A にできるので，作業の自動化難易度の高

い作業の自動化による開発投資やロボットなどの設備導入時に安定稼動し

ない可能性は抑えられる。なお，この構成でのライン設計は現実には実施し

ていないが，2～3 人分の作業の自動化難易度 A の作業を自動化するために

は 2～3 台のロボットが必要と試算した。これは，「ステップ 4: (7) ライン設

計案の作成例」において，作業の自動化難易度 A の 4 人相当の作業を 4 台

のロボットで自動化する提案となっていることから，推定したものである。 

従来法 2 の自動化選択では，作業者 4, 5 へ作業の自動化難易度の高い作業

を割り付けないで，作業者 1～3 の作業をすべて自動化することを考えた。

この場合では，作業人数は 3 人削減し，2 人となった。労働生産性は現状ラ

インの 2.5 倍となるが，作業の自動化難易度 B, C の作業（5 作業，11%）の

自動化が必要となってしまうことがわかった。そのため，ロボットなどの設

備導入に向けては技術開発が必要となるため，導入コストが増加する可能性

表 3-3 本研究で提案した設計手順と従来法の結果比較  

 
本研究で提案

した設計手順

従来法1

(人手選択)

従来法2

(自動化選択)

1 2~3 2 5

5.0 1.7~2.5 2.5 1.0

4 2~3 4 0

9(20%) 18(39%) 13(28%) 55(100%)

難易度A 37(80%) 28(61%) 28(61%) 0(0%)

難易度B 0(0%) 0(0%) 2(4%) 0(0%)

難易度C 0(0%) 0(0%) 3(7%) 0(0%)

5 5 5 0

4 4 4 0

自

動

化

工程削減

サブ工程化

※括弧内は，人手と自動化の割付作業比率を示す。

ライン設計結果
現状ライン

(人手中心)

作業者人数(人)

労働生産性(現状ラインを1)

ロボット台数(台)

割付け

作業数

人手
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や稼動開始時の安定稼動へのリスク増大が懸念される。リスクを増大させる

具体的な例としては，ケーブルの引回し作業やコネクタ接続のような作業の

自動化が挙げられる。このように作業の自動化難易度 B, C が 11%含まれて

いる 3 人分の作業を 3 台のロボットで自動化することは困難と考え，4 台の

ロボットが必要と試算した。 

本研究で提案した設計手順では，作業の自動化難易度の高い作業は人手で

行うため，自動化による設備導入コストの増加や安定稼動へのリスク増加は

ない。さらに，作業の自動化難易度が A と低い作業は，先行順位制約のため

に作業順序を変更できなかった１つの作業を除いて，自動化対象としている

ので，作業者人数を 4 人削減して 1 人となり，労働生産性は従来ラインの 5

倍となった。これらの結果から，提案した設計手順では，作業人員の削減と

設備導入コストの抑制の両方の点で優れていることを確認できた。 

実際のライン設計の場合を考えると，設計当初は従来法 1 あるいは従来法

2 にもとづく提案をした後に，デザインレビュー，ロボットなどの設備の仕

様策定や発注確認などの段階で再検討が行われてから，最終的に本研究で提

案した設計手順による結果に帰着する可能性がある。このような場合におい

て，提案した設計手順を導入することで，人手とロボットの割付け作業を，

視覚的かつ定量的に関係者と共有して進めることができることも効果の 1

つである。したがって，後戻りの少ない人とロボットのハイブリッド組立ラ

インを設計する方法としても，提案した設計手順の有効性が示された。 

 

3.4  適用事例: 提案した設計手順の結果のまとめ 

本章では，作業の自動化難易度を考慮した人とロボットのハイブリッド組

立ラインの設計手順を提案した。はじめに，人手作業を作業の自動化難易度

にもとづいて分析し，作業の自動化難易度ごとに作業を揃えた作業順序の変

更案を作成した。最後に，作成した作業順序の変更案をもとに自動化ライン

設計案を作成した。提案した設計手順を電子機器製造ラインに適用した結果

を以下にまとめる。 

 

<製造ライン全体の作業内容の分析> 

⚫ 作業の自動化難易度を指標に作業内容を分類することで，製造ライン
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全体の作業内容と作業の自動化難易度の傾向について，把握できるこ

とを確認した。 
 

⚫ 製造ライン全体の作業内容を実際に分析した結果，作業の自動化難易

度の異なる作業が混在していることがわかった。 
 

⚫ 作業の自動化難易度の異なる作業が混在しているという分析結果は，

製品構造に起因するものであることを考察することができた。 

 

<工程別の作業の自動化難易度比率の分析> 

⚫ 工程別の作業の自動化難易度比率を集計することで，各工程の作業の

自動化難易度の傾向を把握し，自動化を進める優先順位の検討に活用

できることを示した。 
 

⚫ 工程別の作業の自動化難易度の比率を分析した結果，作業の自動化難

易度 A の作業比率に着目すると，準備作業と組立前半では，80%程度

が作業の自動化難易度 A の作業である一方で，組立後半では 50%強で

あり，検査では約 30%，梱包では約 40%とより低い比率となることが

わかった。 
 

⚫ 工程別の作業の自動化難易度比率の分析結果から，準備作業と組立前

半の工程を優先して自動化の検討を進められることがわかった。 

 

<自動化に向けた作業順序の変更> 

⚫ 作業の自動化難易度を記載した自動化分析シートを用いることで，作

業順序と作業の自動化難易度の情報を関係者と共有して進め，自動化

に向けた作業順序の変更案を作成できることを確認した。 
 

⚫ 本事例では，組立前半の工程においては，自動化分析シートの結果から

作業の自動化難易度 A，B，C の作業が隣接していることがわかった。 
 

⚫ 作業の自動化難易度の低い作業と高い作業が隣接した状態で作業の自

動化難易度の低い作業のみを自動化した場合，各作業者に十分な作業

を割り付けることができず，遊休時間が長くなることから，期待する省

人効果が得られない可能性がある。そこで，作業の自動化難易度の低い

作業と作業の自動化難易度の高い作業にそれぞれを揃えることで，省
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人効果が期待できることがわかった。 
 

⚫ 作業の自動化難易度を用いることで，効果的かつ視覚的に作業順序の

変更が可能であることを示すことができた。しかし，作業順序の変更作

業の手順化や，作成した作業順序の変更案の良否を客観的に判定する

方法を手法として整理するには至らなかった。 

 

<ライン設計案作成の手順化> 

⚫ 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の案をベースに，人とロボット

の共存するライン設計案を作成することができた。 
 

⚫ 本事例では，作業の自動化難易度の低い作業を前半に揃えて 4 台のロ

ボットで自動化し，作業の自動化難易度の高い作業はラインの最後に 1

名の人手で対応するとした，人とロボットのハイブリッド組立ライン

を提案した。 
 

⚫ 作業の自動化難易度を揃えた作業順序の変更を行った後にライン設計

案を作成するプロセスについては，設備技術者が経験的に進めていた。

提案した設計手順をさらに展開するには，各作業を人手あるいはロボ

ットに選択し，作業ステーションに配置するプロセスの手順化が必要

であることがわかった。 

 

<ラインの評価> 

⚫ 提案した設計手順の有効性を評価するために，提案した設計手順を行

わなかった場合を想定して，結果を比較した。その結果，提案した設計

手順では，人員の削減と設備導入コストの抑制の両方の点で優れてい

ることを確認した。 
 

⚫ 提案した設計手順は，人手とロボットの割付け作業を，視覚的かつ定量

的に関係者と共有して進めることができ，後戻りの少ない設計手順で

あることを確認した。 
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3.5  人とロボットのハイブリッド組立ライン設計の手

順化に関するまとめ 

3章では，人手作業中心の組立ラインの自動化検討にあたり，作業の自動

化難易度という指標を定義した。そして，作業の自動化難易度を活用するこ

とで，ロボット導入コストの詳細情報が得られていない段階で，作業の自動

化難易度の低い作業の自動化を優先したライン設計案を作成する手順を具

体的に提案した。さらに，提案した設計手順を電子機器製造のライン設計に

適用し，作業の自動化難易度を用いることで，効果的かつ視覚的に作業順序

の変更や関係者と情報を共有しながらライン設計を進めることができるこ

とを確認した。また，提案した設計手順を用いなかった場合との比較により，

提案した設計手順では，人員の削減と設備導入コストの抑制の両方の点で優

れていることを確認した。 

今後の課題としては，次の 2 点が挙げられる。1 つ目は，今回示した各ス

テップ内の作業手順の明確化と手法化に関するものが挙げられる。現状では，

作業の自動化難易度の設定，作業順序の変更案およびライン設計案の作成な

どの作業は，経験のある技術者が草案を作成し，関係者のレビューによって

練り上げる形で進めている。しかし，これらの作業をさらに合理的かつ効果

的に行う手法の提案と実用化が必要だと考えられる。作業の自動化難易度の

設定については，機構学，制御工学，画像処理や電子設計などの技術的な難

易度と，実際にロボットシステムを具現化するための開発工数を複合して設

定する手法を明確にする必要がある。具体的には，トラブルの事前解析のた

めに利用される代表的な 手法の 1 つである FMEA（Failure Modes and Effects 

Analysis）における RPN（Risk Priority Number）の設定手法と現場での活用

方法を参考にすることが考えられる (日本信頼性学会, 2014; マクダ－モッ

ト・ミカラク・ボウリガード, 2010)。 

さらに，ライン設計案の作成作業の手順化については，ラインバランシン

グ手法の適用が挙げられる (2.3.1 節参照)。また，本事例では，自動化分析

シートの作成にあたり，撮影したビデオで，技術者が各作業の内容と時間を

表計算ソフトウェアに記入した。この分析に要する人手作業の工数と時間削

減の観点からは，支援ソフトウェアツールの活用が考えられる (マイクロリ

ンク, 2018)。 

もう 1 つは，製造ラインの自動化の本来の目的である経営的な観点での検
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討である。本章で提案した設計手順を実施した後に，設備投資の回収性を確

認してから，経営的判断のもとで設備導入に向けた活動が始まる。実際の活

動では，投資判断とこれまで説明してきた設計手順を複数回繰り返した後に，

実現に向かうことが多い。今回は，技術的な自動化推進手順を示したが，経

営的な観点を含めた全体的な推進プロセスの明確化と体系化が期待される。 

 

次章では，3 章の設計手順では，設計者が経験的に行っていた作業順序の

変更と，人手あるいはロボットの作業タイプ選択のプロセスを，数理計画に

よるラインバランシング手法を適用することで定式化を行う。
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4.  ハイブリッド組立ラインの 2 段階設計 
4 章では， 3 章で設計者が経験的に行っていたライン設計案の作成作業

を，ラインバランシング手法を適用することで定式化し，小規模事例への適

用によりその効果を確認する (宮内・山田・杉, 2020a; Miyauchi and Yamada, 

2020; 宮内・山田・杉, 2021a)。 

はじめに，4.1 節で，作業の自動化難易度とライン全体の自動化率を考慮

したハイブリッド組立ラインの設計法の必要性を示す。次に，4.2 節で，0-1

整数計画法 (0-1 Integer Programming; 0-1IP; 2.3.2 節参照)を用いたハイブリッ

ド組立ラインの設計法の提案を行う。4.3 節で，適用対象となる電子機器製

造ラインについて説明し，4.4 節ではその一部を対象に実施した数値実験に

ついて述べる。4.5 節では，他の設計例との比較を行い，4.6 節では，提案し

たハイブリッド組立ラインの設計法に関するまとめを示す。 

 

4.1  ハイブリッド組立ラインの設計法の必要性 

2.1節と2.2節で説明したように，組立作業は，作業者，ロボットおよび製

造装置を配置し，必要な作業を順次通過していく組立ラインによって行われ

る。実際に組立ラインを実現するには，費用対効果の観点で成立することが

求められるため，すべての作業を自動化するのではなく，作業の内容によっ

て，人あるいはロボットを組み合わせて配置する必要がある。このような，

人とロボットの両方を配置したハイブリッド組立ラインとその設計法への

要求が高まっている (1.4節参照)。 

組立ラインの設計をラインバランシング問題として解決する手法が，現在

までに多く提案されている（1.6節参照）。Hazira, Delorrneh and Dolgui (2015) 

は，組立ラインおよびトランスファーラインのラインバランシング問題を，

コストや収益性などの複数の視点で解決するレビュー論文をまとめている。

Pinto, Dannenbring and Khumawala (1983) は，設備導入コストと人件費の両方

を含む総費用を最小化する手法を提案した。さらに，Yoosefelahi et. al (2012) 

は，複数のロボットで組立ラインを構成する際に，ロボットの購入および導

入コストを考慮したロボット組立ラインバランシング（Robotic Assembly 

Line Balancing; RALB）問題を取り扱っている。 
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これらの研究では，人件費や設備導入コストを考慮したライン設計法を提

案しているが，設備導入コストが既知のデータとして与えられていることが

前提となっていた。しかし，組立工程では，設備費や運用・保守費の具体的

なコストデータを得ることができるのは，設備の詳細設計フェーズの事後に

なってしまう場合がある (Hazira, Delorrneh and Dolgui, 2015) (1.6.2節参照)。

特に，多様な作業が複合される組立工程では，作業内容によっては市販の汎

用設備で自動化することができずに，自動化設備を個別開発することが必要

となると思われる (宮内・深津・原野, 2018a)。 

これに対して，3章では，作業の自動化難易度を考慮したハイブリッド組

立ラインの設計手順を提案した (宮内・山田, 2018b; 宮内・山田, 2020b)。し

かし，設計手順の定式化は行われていなかったため，設計者によって設計結

果が異なることや，関係者で客観的に設計結果を評価できないという課題が

あった。 

一方で，実際の製造現場では，省人によるコスト低減だけでなく，生産量

と品質の安定化，作業者の苦渋作業の軽減や安全確保，製造業のIoT化など

の観点から，より多くの作業を自動化することも期待されている (外務省, 

2020; 清水, 2017)。そのため，実際に組立ラインを設計する際には，自動化

が難しい作業の自動化を避けることと，より多くの作業を自動化することの

両方が求められている (泉, 2002; 村山, 2018; 宮内・山田, 2018b; 宮内・山田, 

2020b)。 

4章では，これらの要求に着目し，作業の自動化難易度と自動化の達成度

を示すライン全体の自動化率を考慮したハイブリッド組立ラインの設計法

を提案する。 

 

4.2  0-1 整数計画法を用いたハイブリッド組立ライン

の設計法 

4.2.1  ハイブリッド組立ラインの設計法の概要 

本章では， 3章で設計者が経験的に行っていた作業順序の変更や人あるい

はロボットへの作業配置の手順を，ラインバランシング手法を適用すること

で定式化する。図 4-1に，本研究で扱う作業の自動化難易度と自動化率を考

慮した人とロボットのハイブリッド組立ラインの設計法を示す。はじめに，

準備段階でライン設計条件を設定し，次にハイブリッド組立ラインを2段階



4  ハイブリッド組立ラインの 2 段階設計 

70 

で設計する。さらに，評価段階で，ライン設計結果の評価とレビューを行う。

なお，組立ラインに対する2段階設計法は，Yamada and Matsui (2001)が提案

しており，Igarashi, Yamada and Inoue (2013)で分解ラインへの適用も行われて

いる。 

本研究の2段階設計の第1段階では，0-1IPを用いて，総自動化難易度とライ

ン全体の自動化率を考慮した人手あるいはロボットの作業タイプ選択を行

う。ここで，総自動化難易度は，各作業の自動化難易度の和であり，ライン

全体の自動化率は自動化の達成度を示している。 

作業の自動化難易度とは，ロボットを用いて人手作業を自動化する際の，

技術的な難しさとシステムの開発工数の大きさから設定される指標である 

(3.1.2節参照)。 ここで，技術的な難しさが高い場合には，ロボット導入にお

ける安定稼働へのリスクが高くなる。また，システム開発工数が大きい場合

には，ロボットの導入費用が大きくなる関係がある。そのため，総自動化難

易度を抑えることは，ロボットの導入リスクと費用を抑える方向に寄与する。 

自動化率の定義は，会社や工程ごとに異なり，統一されていないようであ

る。Fujimoto (1992) は，装置ベース，作業者ベース，材料ベース，作業ステ

ップベースの 4つのカテゴリーに自動化率の定義を分類した (表 4-1)。本研

究では，作業の自動化難易度を，組立ラインを構成する各作業に対して設定

している (3.1.2節参照)。したがって，ライン全体の自動化率についても，こ

の作業の自動化難易度の設定単位と揃えるために，表 4-1の「4) 作業ステッ

プベース」の「自動化された作業ステップ」にもとづく定義を用いることと

する。具体的には，組立ラインの全作業数に対する自動化された作業数の比

第 1 段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択 

第 2 段階：作業タイプの選択結果を反映したラインバランシング 

図 4-1 作業の自動化難易度と自動化率を考慮した人とロボット

のハイブリッド組立ラインの設計法 

準備段階：ライン設計条件の設定 

評価段階：ライン設計結果の評価とレビュー 
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率をライン全体の自動化率とする。なお，表 4-1のその他の自動化率を用い

ることも，本研究で提案する設計法を応用することで可能であると考えられ

る。本研究で用いる自動化率は，人の作業をどの程度まで，ロボットに置き

換えたかを示す指標であるため，自動化率が高ければ作業者の人数が削減さ

れ，労務費の削減につながる。 

 

表 4-1 自動化率のタイプと説明（Fujimoto (1992)をもとに再作成） 

自動化率のタイプ 説明 

(1) 装置ベース 自動化された装置数あるいは装置の時間の割合 

(2) 作業者ベース 自動化によって削減された人あるいは人手作業の時

間の割合 

(3) 材料ベース 自動化機器で加工された材料の割合（自動で溶接さ

れた箇所や自動で組立てられた部品の割合など） 

(4) 作業ステップベース 自動化された作業ステップまたは作業ステーション

の割合 

 

このように，総自動化難易度とライン全体の自動化率を考慮することによ

り，ロボットの導入による費用とリスクの低減と，労務費削減の2つの観点

から意思決定を行うことができる。 

第2段階では，第1段階の作業タイプの選択結果を反映したラインバランシ

ングを行う (2.3.1節参照)。ラインバランシングには主に，与えられたサイク

ルタイムのもとで総ステーション数を最小化する問題と，与えられた総ステ

ーション数のもとでサイクルタイムを最小化する問題の2つがある (Hazira, 

Delorrneh and Dolgui, 2015)。総ステーション数が増大すると，ロボットの導

入コストや人とロボットの運用コストが増加するため，本提案法では前者の

総ステーション数の最小化を行う。 

4.2.2節では，人手とロボットの作業タイプ選択とラインバランシングの設

計問題を，0-1IPとして定式化するための仮定と記号を説明する。そして，

4.2.3~4.2.6節では，図 4-1に示すハイブリッドラインの設計法の各ステップ

について，順番に説明する。最後に，4.2.7節で第1段階の目的関数を総自動

化難易度と総作業時間に変更した場合の定式化について説明する。 
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4.2.2  仮定と記号 

(1) 仮定 

本研究では，人手あるいはロボットの作業タイプ選択とラインバランシン

グを0-1IPとして定式化する。定式化のために必要な仮定を以下に示す。 

 

⚫ すべての作業は人手作業あるいはロボット作業のいずれかに選択される。 

⚫ すべての作業ステーションは，ロボットステーションあるいは人手ステ

ーションのどちらかに設定される。 

⚫ すべての人手作業は人手ステーションに割り当てられ，すべてのロボッ

ト作業はロボットステーションに割り当てられる。 

⚫ どの作業も複数の作業ステーションに割り当てられることはない。 

⚫ 作業jとiの間に先行関係がある場合，作業iは，作業jを実行する作業ステ

ーションよりも前の作業ステーションに割り当ててはならない。 

⚫ すべての作業ステーションにおいて，その作業時間の合計は，所定のサ

イクルタイムを超えない。 

 

(2) 記号 

本研究では，0-1IPを用いてハイブリッド組立ラインの設計を行う。0-1IP

として定式化する際に必要な作業集合，パラメータ，決定変数と評価指標の

記号を，以下に示す。 

 

Ⅰ 作業集合 

𝐽    : 作業の集合 

𝐽robot  : 作業タイプがロボットの作業の集合 

𝐽human  : 作業タイプが人手の作業の集合 

𝑃𝑗     : 作業𝑗の直前先行作業の集合  

 

Ⅱ パラメータ 

𝑖    : 作業𝑗の直前先行作業番号  

𝑗    : 作業番号 (𝑗=1,2,3,…, |J|) 
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<<第1段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択>> 

𝑎𝑑𝑗   : 作業𝑗の自動化難易度  

𝑇Dmax  : 総自動化難易度の最大値 

𝜀TD   : 総自動化難易度の制約条件 

𝑇𝑇robot  : ロボット作業の総作業時間 

𝑇𝑇human : 人手作業の総作業時間 

𝐾0   :  人手とロボットのステーション配置を考慮しない必要ステーシ 

ョン数 

𝐾0r   : 必要なロボットステーション数 

𝐾0h   : 必要な人手ステーション数 

𝐾0L   : 必要ステーション数の和 ( = 𝐾0r + 𝐾0h)  

 

<<第2段階：作業タイプの選択結果を反映したラインバランシング>> 

𝑘    : 作業ステーション番号 (𝑘 = 1,2,3, … , 𝐾)  

𝐶𝑇   : サイクルタイム 

𝑡robot 𝑗  : ロボットで行った場合の作業𝑗の作業時間 

𝑡human 𝑗 : 人手で行った場合の作業𝑗の作業時間 

𝑠𝑡𝑘   : 作業ステーション𝑘にロボットを配置する場合は1，そうでない場 

合は0の変数 

𝑡max   : 作業ステーションの作業時間の最大値 

𝑡𝑘    : 作業ステーション𝑘の作業時間  

 

Ⅲ 決定変数 

<<第1段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択>> 

𝑥𝑗    : 作業𝑗の作業タイプをロボット作業として選択した場合は1，そう 

でない場合は0をとる0-1変数 

 

<<第2段階：作業タイプの選択結果を反映したラインバランシング>> 

𝑦𝑘𝑗   : 作業𝑗を作業ステーション𝑘に配置した場合は1，そうでない場合 

は0をとる0-1変数 
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Ⅳ 評価指標 

<<第1段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択>> 

𝑇𝐴    : ライン全体の自動化率 (= ∑
𝑥𝑗

|𝐽|

|𝐽|
𝑗=1 )   

𝑇𝐷    : 総自動化難易度 (= ∑(𝑎𝑑𝑗 × 𝑥𝑗  )

|𝐽|

𝑗=1

)  

𝑇𝑇    : 総作業時間(= ∑{ 𝑡robot 𝑗 𝑥𝑗  

|𝐽|

𝑗=1

+ 𝑡human 𝑗 (1 − 𝑥𝑗)})  

 

 

<<第2段階：作業タイプの選択結果を反映したラインバランシング>> 

𝐾     ：総ステーション数 

𝐵𝐿   ：バランスロス 

𝑆𝐼    ：平滑度指数 

𝐴𝐷   ：ライン全体の自動化率𝑇𝐴と総自動化難易度𝑇𝐷の増加率の比 

 

4.2.3  準備段階：ライン設計条件の設定 

準備段階では，本研究におけるハイブリッド組立ラインの2段階設計に必

要なライン設計条件を設定する。設定する条件は，作業の先行順位，サイク

ルタイム，各作業の自動化難易度，人手およびロボットの各作業の作業時間

である。 

 

(1) 作業の先行順位とサイクルタイムの設定 

2.1.2節で説明したように，製品の組み立てを行う際には，各作業の実施順

位に製品構造にもとづく制約がある。この制約を整理して，各作業の先行関

係を先行順位図にまとめる。さらに，需要量と生産計画量の要求から，製造

ラインのサイクルタイム𝐶𝑇を設定する。ここでのサイクルタイムとは，製品

が算出される時間間隔のことである(大場・藤川, 2009)。 
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(2) 作業の自動化難易度の設定 

本研究では，ロボットを用いて自動化を進める際の難易度を，適用する要

素技術を実用化するために必要とされる技術的な難しさと，それらを用いた

システム開発工数の2つに分類して設定している (3.1.2節参照)。本章で提案

する設計法においても，作業𝑗の自動化難易度𝑎𝑑𝑗は，要素技術とシステム開

発の観点から，設備技術者，生産技術者，各要素技術の専門家（ロボット技

術者，制御技術者や画像処理技術者など）によって与えるものとする。例え

ば，各作業内容をロボットで自動化するための𝑎𝑑𝑗の設定は，表 3-2より用い

ることができる。 

なお，作業の自動化難易度のような，定性的な内容を数値化して用いる例

として，トラブルの事前解析のために利用される代表的な手法の 1 つである

FMEA（Failure Modes and Effects Analysis）の体系化手法と現場活用のしくみ

を参考にすることができると考えられる (日本信頼性学会, 2014; マクダ－

モット・ミカラク・ボウリガード, 2010)。 

 

(3) 人手およびロボットの作業時間の設定 

本研究では，既に稼働している人手中心の組立ラインをもとに，人とロボ

ットのハイブリッド組立ラインを設計する問題を対象としている。そのため，

人手で行った場合の作業𝑗の作業時間𝑡human 𝑗は，習熟した作業者の作業時間

を実測して設定することが可能である。一方で，ロボットで行った場合の作

業𝑗の作業時間𝑡robot 𝑗は，この段階では正確な情報が得られない。そこで，

 𝑡human 𝑗をベースに，作業の単純さや他の製造ラインでの類似作業を自動化

した際の実績を考慮して，設定する。 

このように本研究では，同じ作業を人手で行った場合とロボットで行った

場合の作業時間を異なるものと仮定している。これは，人とロボットでは，

特性が異なるためである。具体的には，人は複雑な作業を習熟によって短時

間に行うことが可能であるが，ロボットを用いた自動化では，単純な作業を

繰り返し高速に一定の作業時間で行うことが容易であることが挙げられる 

(原田, 2018)。 

 

4.2.4  第 1段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択 

第1段階では，人手あるいはロボットの作業タイプの選択を行う。さらに，
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作業タイプの選択結果を先行順位図に記入する。 

 

(1) 総自動化難易度とライン全体の自動化率を目的とした 0-1IP による作業タイ

プの選択 

第1段階では，はじめに，0-1IPによる人手あるいはロボットの作業タイプ

選択を行う。実際に組立ラインを設計する際には，より多くの作業を自動化

することと，自動化が難しい作業の自動化を避けるような両方が求められる。

組立ラインの設計にあたり，これらの要求を明確にするために，目的関数と

して，総自動化難易度𝑇𝐷の最小化（式(1)）とライン全体の自動化率 𝑇𝐴の最

大化（式(2)）の 2目的をおく。 

  

𝑇𝐷 =  ∑ 𝑎𝑑𝑗𝑥𝑗 →

|𝐽|

𝑗=1

𝑀𝑖𝑛 (1) 

𝑇𝐴 =  ∑
𝑥𝑗

|𝐽|

|𝐽|

𝑗=1

→ 𝑀𝑎𝑥   (2) 

 

式(1), (2)で示した2目的問題を解くため，0-1IPを用いて，作業𝑗の作業タイ

プ𝑥𝑗を選択する。本研究では，𝜀制約法により，式(1)の目的関数を式(3)のよ

うに制約式とおき，総自動化難易度の制約条件𝜀TDを { 0,1,2, ･･･, 𝑇𝐷max} と変

更させることによりパレート最適解を算出する (吉村, 2007) (2.3.2節参照)。 

 

𝑇𝐷 ≤ 𝜀TD (3) 

𝑇𝐷max = ∑ 𝑎𝑑𝑗

|𝐽|

𝑗=1

 (4) 

𝑥𝑗＝{0,1}  𝑗 ∈ 𝐽 (5) 

 

ここで，𝜀TD = 0 のときに，作業の自動化難易度の高い作業の自動化を避
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けるシナリオを意味し，𝜀TD ＝ 𝑇𝐷max は，作業の自動化難易度の高い作業の

自動化も促進するシナリオを意味する。なお，𝑇𝐷の最大値𝑇𝐷maxは，式(4)で

与える。式(5)は，すべての作業がロボットあるいは人手の作業に選択される

ことを示す。 

第1段階で選択される作業タイプの結果により，作業タイプがロボットで

ある作業の集合を𝐽robotとし，作業タイプが人手である作業の集合を𝐽humanと

設定する。𝐽，𝐽robotと𝐽humanの関係を式(6)のように表す。 

 

 

(2) 総作業時間と必要ステーション数の算出 

ロボット作業の総作業時間𝑇𝑇robotと人手作業の総作業時間𝑇𝑇humanを，式 (7) 

と(8)で，それぞれ与える。さらに，総作業時間𝑇𝑇は， 𝑇𝑇robot と 𝑇𝑇human の

和として，式 (9)で与える。 

𝑇𝑇robot = ∑ 𝑡robot 𝑗

|𝐽|

𝑗=1

𝑥𝑗  (7) 

𝑇𝑇human = ∑ 𝑡human 𝑗 (1 − 𝑥𝑗) 

|𝐽|

𝑗=1

 (8) 

 

𝑇𝑇 =  𝑇𝑇robot + 𝑇𝑇human 
(9) 

 

次に，必要なロボットステーション数𝐾0rは，式(10)で計算される。なお，式

(10)で，⌈𝐴⌉は𝐴 に等しいか，小さくない最小の整数値を示す。同様に，必要な

人手ステーション数𝐾0hは，式 (11)で与えられる。以上により，必要ステーシ

ョン数の和𝐾0L は，𝐾0rと𝐾0hにより式(12)で与えられる。さらに，従来のライ

ンバランシング問題と比較するために，人手とロボットのステーション配置

  𝐽 = {𝐽robot  ∪  𝐽human} 

𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝐽robot  ∩  𝐽human =  𝛷  

(6) 
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を考慮しない必要ステーション数𝐾0を，サイクルタイム𝐶𝑇と𝑇𝑇を用いて式

(13)で与える (Nof, Wilhelm and Warnecke, 1997)。 

𝐾0r = ⌈
𝑇𝑇robot

𝐶𝑇
⌉ (10) 

 

𝐾0h = ⌈
𝑇𝑇human

𝐶𝑇
⌉ 

(11) 

 

𝐾0L =  𝐾0r +  𝐾0h (12) 

  

𝐾0 = ⌈
𝑇𝑇

𝐶𝑇
⌉ (13) 

 

(3) 作業タイプ選択結果の先行順位図への記入 

ここでは，第2段階で0-1IPによるラインバランシングを行うために，第1段

階における作業タイプの選択結果を先行順位図に記入する。記入例を図 4-2

に示す。図 4-2において，各作業でロボット作業を選択した場合には，作業

番号𝑗  (#𝑗 )の円を二重線にするとともに，選択されなかった作業タイプの作

図 4-2 第 1 段階における作業タイプの選択結果を記入した先行順位図の例 

サイクルタイムCT = 5 (sec)

2

2

3

2

4

2

5

6

3

5

2

1

31 2

4 5

6

A(0) A(0)

C(2)

A(0) B(1)

B(1)

＊＊

＊＊

＊

＊＊

人で行った場合の作業時間 (sec)

ロボットで行った場合の作業時間 (sec)

作業の自動化難易度：カッコ内は数値化した値

作業番号：◎はロボット選択，〇は人手選択を示す。

選択されなかった
組立時間は×を記入

選択されなかった作業
時間に×を記入

＊＊

＊＊

＊

＊(＊) 作業の自動化難易度 ：カッコ内は数値化した値

作業番号

人手で行った場合の作業時間 [sec]

ロボットで行った場合の作業時間 [sec]
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業時間を記載した四角の部分に×印を付している。例えば，#3の作業では，

ロボット作業が選択されたため，人手の作業時間を示す一重線の四角の中の

数字(4)に×を付すとともに，作業番号の円を二重線にしている。 

このように，作業タイプの選択結果を記入した先行順位図を作成すること

で，各作業の先行順位，作業時間，自動化難易度および作業タイプ選択結果

を同時に確認することができる。 

 

4.2.5  第 2段階：作業タイプ選択を反映したラインバランシング 

第2段階では，第1段階の人手あるいはロボットの作業タイプ選択結果を反

映した0-1IPによるラインバランシングを行い，各作業を作業ステーション

に配置する。さらに，ラインバランシングの結果をもとに，ピッチダイヤグ

ラム (大場・藤川, 2009) と作業ステーション配置図を作成する。 

 

(1) 作業タイプの選択結果を反映した 0-1IP によるラインバランシング 

第 1 段階で作成した作業タイプ選択結果を記入した先行順位図にもとづ

いて，0-1IP による総ステーション数最小化のラインバランシングを行う。 

はじめに，Nof, Wilhelm and Warnecke (1997)をもとに，与えられたサイク

ルタイム制約の下で，総ステーション数の最小化を目的とするために，式(14)

を設定する。  

𝐾 = ∑ 𝑘𝑦𝑘,|𝐽robot∪ 𝐽human|   → 𝑀𝑖𝑛

𝐾

𝑘=𝐾0L+1

 (14) 

  

s.t. 

∑ 𝑦𝑘𝑗 = 1

𝐾

𝑘=1

     𝑗 ∈ { 𝐽robot  ∪  𝐽human } (15) 

∑ 𝑘𝑦𝑘𝑖 − ∑ 𝑘𝑦𝑘𝑗 ≤ 0

𝐾

𝑘=1

     

𝐾

𝑘=1

 

𝑖 ∈ 𝑃𝑗 ,  𝑗 ∈ { 𝐽robot  ∪  𝐽human } 

(16) 
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∑  𝑡robot 𝑗 𝑦𝑘𝑗
 

𝑗 ∈ 𝐽robot

≤ 𝐶𝑇  𝑘 = 1,・・・, 𝐾 (17) 

∑ 𝑡human 𝑗 𝑦𝑘𝑗
 

𝑗 ∈ 𝐽human

≤ 𝐶𝑇  𝑘 = 1,・・・, 𝐾 (18) 

 

∑ 𝑦𝑘𝑗

𝑗 ∈𝐽robot

≤ 𝑠𝑡𝑘 × | 𝐽robot|  𝑘 = 1,・・・, 𝐾 

 

(19) 

∑ 𝑦𝑘𝑗

𝑗 ∈ 𝐽human

≤ (1 − 𝑠𝑡𝑘) × | 𝐽human|  𝑘 = 1,・・・, 𝐾 (20) 

  

𝑦𝑘𝑗＝{0,1}   𝑘 = 1,・・・, 𝐾,  𝑗 ∈ { 𝐽robot  ∪  𝐽human }  
(21) 

 

𝑠𝑡𝑘＝{0,1}   𝑘 = 1,・・・, 𝐾 
(22) 

  

制約条件(15)～(18)は，Nof, Wilhelm and Warnecke (1997) をもとに設定す

る。式(15)は，すべての作業𝑗が，いずれかの作業ステーション𝑘に配置され

ることを示している。式(16)は，作業𝑗と作業𝑖の先行関係の制約を表し，式

(17)はロボットステーションの作業時間の和がサイクルタイム𝐶𝑇を超えな

い制約を表す。同様に，式(18)は人手ステーションの作業時間の和が𝐶𝑇を超

えない制約を表す。 

式(19)は，ロボットステーションには，ロボットタイプの作業のみを配置

する制約であり， Yoosefelahi et. al (2012) の提案した制約式をもとに与えて

いる。式(20)は，式(19)と同様に，人手ステーションには，人手タイプの作業

のみを配置する制約を表す。 

式(21)は，各作業ステーションに配置する作業が第1段階で選択したロボッ

トあるいは人手作業の集合の要素である制約である。式(22)は，すべての作

業ステーションがロボットあるいは人手の作業ステーションであることを
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示す制約である。ここで，各作業ステーションには，人あるいはロボットの

どちらかを配置すると仮定している。これは， 1つの作業ステーションに人

とロボットの両方を配置することを安全上の観点から避けるためである。 

 

(2) ピッチダイヤグラムと作業ステーション配置図の作成 

次に，ピッチダイヤグラムと作業ステーション配置図を作成する。ピッチ

ダイヤグラムとは，横軸に作業ステーション番号を，縦軸に各作業ステーシ

ョンにおける作業時間をとり，作業ステーションごとに，配置された作業の

作業時間を積み上げて棒グラフで図示するものである (大場・藤川, 2009)。

これにより，各作業ステーションの作業時間の把握と，作業ステーション間

の作業負荷の比較を行うことができる。さらに，第2段階において各作業を

作業ステーションに配置した結果を，4.2.4節(3)で作成した先行順位図に追記

し，作業ステーション配置図を作成する。図 4-3は作業ステーション配置図

の例である。この図により，ライン全体の作業ステーション数，人手とロボ

ットの各作業ステーション数および，各作業ステーションと作業の先行順位

の関係を理解することができる。  
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4.2.6  評価段階：ライン設計結果の評価とレビュー 

(1) バランスロスと平滑化指数を用いたライン設計結果の評価 

本研究では，ライン設計の結果を評価するために，バランスロス𝐵𝐿と平滑

度指数𝑆𝐼を用いる (大場・藤川, 2009)。𝐵𝐿は，総ステーション数 𝐾とサイク

ルタイム𝐶𝑇に対してどの程度の遊休時間を含むかを示し，式(23)で与えられ

る。SIは，作業時間の作業ステーション間のバラツキを示し，式(24)で与え

られる。例えば，𝐶𝑇に対する遊休時間が少ない場合には，𝐵𝐿の値が小さく

なり，作業時間の作業ステーション間のバラツキが小さい場合には，𝑆𝐼の値

が小さくなる。したがって，時間の有効利用の観点からは，どちらの指標も

値がより低い方が，よりバランスのとれたラインと評価される。 

 

𝐵𝐿 ＝ 
𝐾 × 𝐶𝑇 − 𝑇𝑇

𝐾 × 𝐶𝑇
 

(23) 

𝑆𝐼 =  √∑(𝑡max  −  𝑡𝑘)2

𝐾

𝑘=1

 

(24) 

 

図 4-3 作業ステーション配置図の例 
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(2) ライン設計案の選択 

提案した2段階設計法では，4.2.4節(1)で説明したように， 𝜀TDを変化させる

ことにより複数のシナリオが得られる。この設計法の第1段階では，総自動

難易度𝑇𝐷の最小化とライン全体の自動化率𝑇𝐴の最大化を目的としたことか

ら，𝑇𝐴と𝑇𝐷の増加率の比𝐴𝐷を式(25)により定義し，𝐴𝐷の値が高い順にシナ

リオの選択順位を決定する。 

 

 

一方で，第 2 段階の目的関数である総ステーション数𝐾の値が小さいシナ

リオも選択候補となる。従って，𝐴𝐷の値が大きいシナリオと𝐾の値が小さい

シナリオを中心に検討を進める。 

 

(3) ライン設計結果のレビュー 

4.2.5節(2)で作成したピッチダイヤグラムと作業ステーション配置図，総ス

テーション数𝐾，4.2.6節で説明した𝐵𝐿，SIと𝐴𝐷を用いて，ライン設計結果を

レビューする。ここで，自動化検討前の人手による組立ラインの構成（ベー

スライン）と， 𝜀TDの値を変更することにより得られる複数のシナリオによ

るライン設計結果を比較することで，レビューを行うことができる。 

 

4.2.7  総自動化難易度と総作業時間の 2目的による作業タイプ選択 

 4.2.4 節では，総自動化難易度𝑇𝐷とライン全体の自動化率𝑇𝐴の 2 つの目的

関数により，人手あるいはロボットの作業タイプの選択を行っている。本研

究で提案する 2 段階法では，第１段階における目的関数を変えて，比較する

ことができる。その一例として，総自動化難易度𝑇𝐷と総作業時間𝑇𝑇の 2 目

的関数を用いる (Miyauchi and Yamada, 2020)。𝑇𝑇を最小化する理由は，総作

業時間を短縮することで，第 2 段階におけるラインバラシングのサイクルタ

イム制約が緩和されることにつながり，作業の作業ステーションへの割り当

ての選択肢が広がると考えたからである。𝑇𝐷は，式(1)で示され，𝑇𝑇は 4.2.4

節の式(9)を用いて式(26)により，目的関数として与える。 

 

𝐴𝐷 =
𝑇𝐴

(
|𝐽| + 𝑇𝐷

|𝐽|
)

 =  𝑇𝐴 × (
|𝐽|

|𝐽| + 𝑇𝐷
) 

(25) 
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  𝑇𝑇 =  𝑇𝑇robot + 𝑇𝑇human 

 

           ＝∑ 𝑡robot 𝑗 𝑥𝑗  

|𝐽|

𝑗=1

+ ∑ 𝑡human 𝑗 (1 − 𝑥𝑗)

|𝐽|

𝑗=1

  

 

    ＝∑{ 𝑡robot 𝑗 𝑥𝑗  

|𝐽|

𝑗=1

+ 𝑡human 𝑗 (1 − 𝑥𝑗)}   → 𝑀𝑖𝑛    

 

 

 

 

 

 

(26) 

4.3  対象ラインの例：電子機器製造ライン 

4.2 節で提案した 2 段階設計法の有効性を評価するために， 3 章で取り扱

った電子機器製造ラインの一部に適用する。4.3 節では，対象ラインの概要

と提案した設計法に適用するための仮定や条件を説明する。 

 

4.3.1  対象ラインの概要 

3.2.1 節で説明したように，対象の製造ラインでは，組立作業を人手中心に

行っているが，このラインを運用している工場のスタッフは，ロボットを使

用することで人手作業の自動化を検討している。しかし，この製造ラインの

すべての作業を自動化することは，ロボットの導入コストとランニングコス

トの回収リスクや新規自動化部分の安定稼働に関するリスクがある。そのた

め，これらのリスクの増大を抑えた合理的な自動化を求めている。 

 

4.3.2  対象ラインの仮定 

ここで，4.2 節で提案した 2 段階設計法を適用するために，以下のような仮

定をおいた。 

 

<生産要求に関する仮定> 

⚫ 対象となるラインはすでに手動で稼動しており，工場のスタッフは，ロボ

ットを使って自動化することを計画している。 

⚫ 製品モデルの種類は 1 つとする。 

⚫ サイクルタイムは，需要量の要求にもとづいて与えられる。 
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<作業に関する仮定> 

⚫ 各作業の自動化難易度は，事前に与えられるものとする。  

⚫ ロボットと人手による各作業の作業時間は一定であり，既知とする。さら

に，ロボットと人手で，同じ作業の作業時間は同じとは限らない。 

⚫ 作業の優先順位の関係は，製品設計の要求から既知であり，先行順位図と

して提示されている。 

 

4.3.3  作業の先行関係，作業の自動化難易度と作業時間 

3.2節の図 3-5に示す組立前半工程の55作業から，削減した作業，サブ工程

化した作業および，従来のライン編成における作業者間の搬送作業の13作業

を除いた42作業を対象とする。図 4-4に，対象ラインにおける作業の先行関係

と作業の自動化難易度を示す。ここで，各作業の自動化難易度は，3.2節の表 

3-2にもとづいて設定した。図 4-4で，作業#6，#18，#29，#31，#32および#36

図 4-4 対象ラインにおける作業の先行関係と作業の自動化難易度 
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は，作業の自動化難易度が最も高いレベルを示すCとなっている。#17と#37の

作業は，2番目に高い難易度を意味するレベルBであり，その他のタスクは，ロ

ボットによる自動化が比較的容易なレベルAとなった。 

ここで，人手で行った場合の作業𝑗の作業時間𝑡human 𝑗は，3.1.2節で，実際の

作業をビデオ撮影して測定した結果を用いた。一方で，ロボットで行った場

合の作業𝑗の作業時間𝑡robot 𝑗は，正確な情報が得られないため，𝑡human 𝑗をベー

スに，作業の自動化難易度𝑎𝑑𝑗や他の製造ラインでの類似作業を自動化した

際の実績を考慮して設定した。なお，図 4-4では，対象企業の要望により，こ

れらの各作業の作業時間の表記を省略している。 

本節では，図 4-4のうち，点線で囲った10作業に限定して，数値実験を行う

ことで，4.2節で提案した2段階設計法の有効性を確認する。なお，図 4-4の全

体を対象とする実験は5章で行う。 

 

4.4  小規模事例への適用と評価 

本節では，図 4-4のうち，点線で囲った10作業に限定して，数値実験を行う

ことで，4.2節で提案した2段階設計法の有効性を確認する。なお，数値実験

には，Windows 10 Educationを搭載したIntel®Core™i5-5300 CPU @ 2.30GHz

のPCと，線形計画ソルバーであるGLPKソフトウェア (Makhorin, 2010) を使

用した。 

 

4.4.1  準備段階：ライン設計条件の設定結果 

(1) 作業の先行順位とサイクルタイムの設定 

図 4-5 に，作業数 10 の小規模事例における先行順位図を示す。ここで，

図 4-5 は図 4-4 の点線内の作業を転記したものである。なお，転記にあた

り，作業番号は，1~10 に振りなおし，サイクルタイムを 30 秒と仮定して，

実験を実施した。 

 

(2) 作業の自動化難易度の設定 

事例適用にあたり，表 3-2の作業の自動化難易度表を用いて，各作業の自

動化難易度を，技術的なレベルが易しい順にA, B, Cの3つのグループに分け

た。ここで，𝑎𝑑𝑗の値は，A, B, Cのそれぞれに対して，0, 1, 2を代入した。 
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(3) 人手およびロボットの作業時間の設定 

図 4-5に，作業𝑗の自動化難易度𝑎𝑑𝑗と人手およびロボットで行った場合の

作業𝑗の作業時間𝑡human 𝑗，𝑡robot 𝑗を記入した先行順位図を示す。ここで4.3.3節

で説明したように， 𝑡human 𝑗は，3.1.2節で，実際の作業をビデオ撮影して測定

した結果を用いた。一方で，𝑡robot 𝑗は，この段階では正確な情報が得られな

いため，𝑡human 𝑗をベースに，𝑎𝑑𝑗や他の製造ラインでの類似作業を自動化し

た際の実績を考慮して設定した。 

 

4.4.2  第 1段階：人手あるいはロボットの作業タイプの選択結果 

(1)  総自動化難易度とライン全体の自動化率を考慮した 0-1IPによる作業タイプ

の選択 

第1段階では，4.2.4節で説明した式(1)～(6)を用いて，人手あるいはロボッ

図 4-5 小規模事例における作業の自動化難易度と作業時間を記入した先行順位図 
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トの作業タイプの選択を0-1IPにより行った。 

総自動化難易度の制約条件𝜀TDの値による制約シナリオを比較するために，

「(a) ロボット最回避」，「(b) ロボット回避」，「(c) ロボット優先」と「(d) 

ロボット最優先」の4つのシナリオを設ける。ここで，「(a) ロボット最回避」

は， 𝜀TD = 0と制約が最も厳しく，「(d) ロボット最優先」は 𝜀TD = 3(= 𝑇𝐷max)

として，最も緩い制約のシナリオとした。 

表 4-2に，小規模事例における第1段階の人手あるいはロボットの作業タ

イプ選択の結果を示す。ここで，ライン設計結果の比較のために，組立ライ

ンの自動化検討前で，すべての作業を人手で行う場合を「ベースライン」，

ライン設計経験のある技術者の手計算による結果を「ライン設計経験者によ

る設計例」とする。さらに，総自動化難易度 𝑇𝐷の最小化と総作業時間𝑇𝑇の

最小化を目的関数とした結果を併記した (4.2.7節参照)。なお，本事例におい

て，「(b)ロボット回避」と「(c)ロボット優先」は，同じライン設計結果とな

った。 

表 4-2に示すように，ライン全体の自動化率 𝑇𝐴が「ベースライン」の0%

に対して，本研究の提案法の結果であるシナリオ(a)~(d)では，80~100%と高

い結果になった。その理由は，「ベースライン」が作業の自動化難易度を考

慮せずにすべての作業を人手で行うライン設計であるのに対して，本研究の

提案法では，ライン全体の自動化率𝑇𝐴を目的関数として，作業𝑗の自動化難

易度𝑎𝑑𝑗を考慮して人手あるいはロボットの作業タイプ選択をしているため

であると考えられる。例えば，作業𝑗=1~4および7~10の作業は，作業𝑗の自動

化難易度𝑎𝑑𝑗が，最も低い0であるため，本研究の提案法の結果であるシナリ

オ(a)~(d)ではすべてロボット作業に選択している。 

以上の結果により，本研究の提案法の目的の1つである，より多くの作業

を自動化することが実験により確認できた。また，シナリオ(a)~(d)を比較す

ると， 𝑇𝐴を高めることと，作業𝑗の自動化難易度 𝑎𝑑𝑗の高い作業（今回は#5

と6の作業）を自動化することがトレードオフの関係になっていることがわ

かった。 
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(2) 作業タイプ選択による先行順位図の作成 

4.4.3 節で第 2 段階の 0-1IP によるラインバランシングを行うために，表 

4-2 で得られた作業タイプ選択の結果を反映した先行順位図を作成した。 

図 4-6 に，小規模事例における「(a) ロボット最回避」の作業タイプ選択

結果を記入した先行順位図を示す。図 4-6 には，「(a) ロボット最回避」を

示したが，これ以外のシナリオ(b)～(d)の結果を記入した先行順位図も同様

に作成し，第 2 段階の作業タイプの選択結果を反映したラインバランシング

に進んだ。 

 

4.4.3  第 2 段階：作業タイプの選択結果を反映したラインバランシン

グ結果 

第2段階では，第1段階の人手あるいはロボットの作業タイプ選択の結果を

用いて，0-1IPによるラインバランシングを行った。次に，ピッチダイヤグラ

ムと作業ステーション配置図を作成した。 

 

(1) 作業タイプの選択結果を反映した 0-1IP によるラインバランシング 

表 4-3に，小規模事例における第2段階の作業ステーション配置とライン

評価の結果を示す。なお，𝐵𝐿の計算は，大場・藤川 (2009) にもとづいた式

(23)を用いて，𝐶𝑇＝30 [sec]の固定値として計算した。 

 

(2) ピッチダイヤグラムと作業ステーション配置図の作成 

小規模事例における(a)～(d)のシナリオのピッチダイヤグラムを図 4-7に，

「(b) ロボット回避」と「(c) ロボット優先」の作業ステーション配置図を図 

4-8に示す。 

表 4-2，表 4-3，図 4-7と図 4-8を用いて，4.4.4節でライン設計結果の評価

とレビューを行う。 
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図 4-6 小規模事例における「(a) ロボット最回避」

の作業タイプ選択結果を記入した先行順位図 
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図 4-7 小規模事例におけるライン設計結果のピッチダイヤグラム 

(d) ロボット最優先 (ε TD = 3) 

(b) ロボット回避 (ε TD = 1) 

(c) ロボット優先 (ε TD = 2) 
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4.4.4  評価段階：ライン設計結果の評価とレビューの結果 

(1) バランスロスと平滑化指数を用いたライン設計結果の評価 

4.4.3節で得られた結果に対して，バランスロス𝐵𝐿と平滑化指数SIおよびラ

イン全体の自動化率𝑇𝐴と総自動化難易度𝑇𝐷を用いて，各シナリオを「ベー

スライン」と比較することで評価した。 

表 4-2において，「(a) ロボット最回避」のシナリオでは，「ベースライ

ン」と比べて，自動化難易度が高い作業の自動化を回避しながら，𝑇𝐴を向上

することができた。一方で，表 4-3「(a)ロボット最回避」の結果では，𝐵𝐿 =

0.38, SI=20.25 となり，ベースラインの𝐵𝐿 = 0.24, SI=2.83に比べて大きな値

となった。このことから，CTに対する遊休時間と，作業時間の作業ステーシ

ョン間のバラツキの両方の観点で，ラインバランスが悪化したことがわかっ

図 4-8 小規模事例における「(b) ロボット回避」と「(c) ロボット優先」の

作業ステーション配置図 
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た。また，「(b) ロボット回避」や「(c) ロボット優先」においても，同じ傾

向であった。「(d) ロボット最優先」では， 𝑎𝑑𝑗の高い作業の自動化を含めて，

すべての作業を自動化することで，𝑇𝐴は最大値の100%となった。この結果

では，𝐵𝐿=0.10, SI=2.00 と両方の値が抑えられ，ラインバランスも高い結果

となったことがわかった。 

以上の結果から，𝜀TDを緩和すると，𝑎𝑑𝑗の高い作業を自動化することで𝑇𝐴

が高くなることがわかった。さらに，𝜀TDを緩和したシナリオでは，CTに対

する遊休時間が短く，作業ステーション間の作業時間のバラツキも小さい，

ラインバランスの良い結果となることもわかった。 

 

(2) ライン設計案の選択 

式(25)のライン全体の自動化率𝑇𝐴と総自動化難易度𝑇𝐷の増加率の比𝐴𝐷を

用いて，その値の高いものから，選択順位を設定した結果を表 4-3に示す。

ここで，「(b) ロボット回避」と「(c) ロボット優先」で𝐴𝐷=0.82と最も高い

値となり，選択順位が第1位となった。次に，「(a) ロボット最回避」は𝐴𝐷=0.80

で第2位となり，「(d) ロボット最優先」は𝐴𝐷=0.77で，第3位となった。 

一方で，総ステーション数𝐾を比較すると，「(d) ロボット最優先」で𝐾 =

2と最も少なく，その他のシナリオでは，𝐾 = 3という結果であった。したが

って，本事例では，𝐴𝐷が最大になるシナリオと𝐾が最小になるシナリオは一

致していないことがわかった。4.4.4節(3)では，これらのシナリオをベースに

ライン設計結果をレビューする。 

 

(3) ライン設計結果のレビュー 

ここでは，4.4.3 節で作成したピッチダイヤグラム（図 4-7）と作業ステー

ション配置図（図 4-8）を用いて，ライン設計結果をレビューした。 

4.4.4 節(2)で説明したように，𝐴𝐷による選択順位が第 1 位の「(b) ロボッ

ト回避」と「(c) ロボット優先」では，𝐵𝐿，𝑆𝐼の値が「ベースライン」より

も大きくなり，ラインバランスが悪い結果となった。図 4-7(b)(c)のピッチダ

イヤグラムを見ると，作業時間が，人手作業 ST2 の 10 [sec]に対して，ロボ

ット作業 ST3 の 28 [sec]と 2.8 倍の差となった。図 4-8 を見ると，人手ステ

ーションに配置されているのは，𝑎𝑑𝑗が高い#6 の作業のみであることがわか

る。このことから，第 1 段階で，#6 の作業のみが人手作業として選択された
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ことが，ラインバランスを悪化させた原因と考えられる。これらの傾向は，

「(a) ロボット最回避」でも同じであった。 

一方で，𝐾が最小となった「(d) ロボット最優先」は，第 1 段階で，すべて

の作業をロボットの作業として選択していた。そのため，図 4-7 (d)に示すよ

うに，2 つのロボットステーション間でバランスがとられ，作業時間の大き

な差は発生していない。これは，すべての作業を人手として選択した「ベー

スライン」でも同じだった。このため，「(d) ロボット最優先」および「ベ

ースライン」では，ラインバランスが良好になったと考えられる。 

本事例では，自動化難易度が B, C と高い作業の数が 2 作業のみとなった。

そのため，この 2 作業を人手ステーションに配置した場合の作業時間の合計

は 11 [sec]となり，サイクルタイム CT=30 [sec] に対して短く，19 [sec]と長

い遊休時間が発生していた。この長い遊休時間の発生が，シナリオ(a)～(c)の

ようにロボットと人手が混在する場合において，ラインバランスが悪化した

理由と考えられる。 

一方で，ラインの中に多くの自動化難易度の高い作業がある事例では，人

手の作業ステーションへの配置パターンが増加し，ラインバランスの良い設

計案が得られる可能性があると考えられる。例えば，5 章で説明する電子機

器製造ラインへの適用事例では，全体の 42 作業のうち，作業の自動化難易

度が高い B あるいは C の作業が 8 作業あり，それらすべてを人手で行った

場合の作業時間の合計は 82 [sec]であった。この値は，5 章の事例におけるサ

イクルタイム CT =60 [sec]よりも長いことから，人手ステーションの総作業

時間が CT を超えない範囲で CT に近い値となるシナリオを選ぶことで，遊

休時間が短くラインバランスの良い設計案を得ることができた。 

さらに，ライン全体の自動化率よりもラインバランスを優先する設計案に

ついての検討が必要な場合があると思われる。4.5 節で説明するライン設計

経験者による設計例では，表 4-3 に示すようにライン全体の自動化率𝑇𝐴は

50%だが，総ステーション数 K＝2（ロボットステーション数 1，人手ステー

ション数 1）で，BL=0，SI＝0 とラインバランスの良い設計案となっている。

今後は，このようなライン全体の自動化率よりも，総自動化難易度とライン

バランスを優先する設計法の開発も求められる。 

 

以上の分析により，人手とロボットの作業ステーションが混在し，作業ス
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テーション間の作業時間の差が大きい場合には，CT に対する遊休時間と，

作業時間の作業ステーション間のバラツキの両方の観点で，ラインバランス

の悪化するケースがあることがわかった。 

 

4.5  小規模事例における他の設計例との比較  

本節では，第1段階で総自動化難易度TDと総作業時間TTの2つの目的関数

を用いた場合（4.2.7節参照），およびライン設計経験者による設計例と提案

した設計法の結果を比較する。ライン設計経験者による設計例では，詳細な

要求は提示せずに，無理な自動化は避けながらも，できるだけ自動化を進め

る方針のみを提示した。この設計結果を「ライン設計経験者による設計例」

とした（表 4-2，表 4-3）。その結果を下記に示す。 

 

＜事例適用の結果による比較＞ 

⚫ ライン全体の自動化率 

表 4-2において，本研究の提案法によるライン全体の自動化率𝑇𝐴は，総

自動化難易度𝑇𝐷と総作業時間𝑇𝑇を目的関数とした設計法の各シナリオ

およびライン設計経験者による設計例に比べて高い結果になった。これ

は，本研究の提案法では，ライン全体の自動化率𝑇𝐴の最大化を目的関数

として設定したことが理由と考えられる。 
 

⚫ ラインバランス 

表 4-3の結果では，本研究で提案した設計法において𝐴𝐷による選択順位

が第1位のシナリオ(b)と(c)では，𝐵𝐿＝0.38，𝑆𝐼=20.59となった。一方で，

ライン設計経験者による設計例では，𝐵𝐿 = 0と𝑆𝐼=0となり，𝐶𝑇に対する

遊休時間と作業時間の作業ステーション間のバラツキの両方の観点で，

ラインバランスが良い結果になった。このように，ラインバランスが良

い結果となった理由は，ライン設計経験者は，人手とロボットの作業ス

テーション間の作業時間に大きな差が出ないように意識したためだと

考えられる。 

本研究で提案した設計法の今後の課題として，第2段階の結果をライ

ン設計者が分析して，その一部を変更して再度ラインバランシングを行

う方法や，2段階に分けずに総自動化難易度，ライン全体の自動化率と
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総ステーション数の3目的のライン設計問題を同時に解くことなどが考

えられる（宮内・山田, 2021b)。 

 

＜設計プロセスの観点による比較＞ 

⚫ ライン設計案の数 

本研究で提案した設計法とTDとTTを目的関数とした設計法では，総自

動化難易度の制約条件𝜀TDを変えた複数シナリオで比較検討が可能であ

る。しかし，ライン設計経験者による設計例では，検討する設計案の数

が限定されることから，多くのシナリオでの比較検討は困難と思われた。 
 

⚫ 作業数の多い場合や属人性の排除 

本研究で提案した設計法とTDとTTを目的関数とした設計法では，定式

化により線形計画ソルバーを用いて自動計算が可能であるため，今回の

事例よりも作業数の多い場合にも適用可能と思われる。一方で，ライン

設計経験者の経験にもとづく机上設計では，属人性を排除することはで

きないと考えられる。 

対象製品・工程のライン設計の経験が豊富な設計者であれば，本研究

で提案した設計法を用いないでも，総自動化難易度，ライン全体の自動

化率やラインバランスなどの複数目的を考慮して設計を進めることが

可能であると考えられる。しかし，ライン設計の経験が浅い設計者や，

ライン設計の経験は豊富だが，対象製品での経験が少ない設計者の場合

には，本研究で提案した設計法で得られる複数シナリオを用いて設計検

討を進めることは有用であると考えられる。さらに，複数の関係者によ

る設計レビューなどの場において，客観的に設計プロセスや結果を評価

するためには，ライン設計者のレベルに関わらず，本研究で提案した設

計法の活用が期待できる。 

 

本節では，第1段階で総自動化難易度TDと総作業時間TTの2つの目的関数

を用いた場合，およびライン設計経験者による設計例と比較を行った。その

結果，本研究の提案法は，ライン全体の自動化率TAの観点では優れているこ

とがわかった。さらに，本提案法では解を得られないラインバランスを優先

した設計案など，検討する価値のあるライン設計案が存在することもわかっ

た。また，定式化した設計法のメリットについても整理することができた。 



4  ハイブリッド組立ラインの 2 段階設計 

99 

4.6  ハイブリッド組立ラインの 2 段階設計に関する

まとめ 

本章では，作業の自動化難易度とライン全体の自動化率を考慮したハイブ

リッド組立ラインの設計法を提案した。はじめに，ハイブリッド組立ライン

の2段階設計法を0-1IPとして定式化した。次に，提案法の効果を検証するた

めに，事例を用意し，線形計画ソルバーであるGLPKソフトウェアを使用し

て数値実験を行った。さらに，目的関数を変更した場合や，ライン設計経験

者による設計例との比較も行った。 

これらの結果から，総自動化難易度とライン全体の自動化率がトレードオ

フ関係にあることと，ロボットと人手が混在するシナリオでは，ロボットあ

るいは人手のみのラインに比べてラインバランスが悪化するケースのある

ことがわかった。 

今後の課題としては，ロボットと人手の作業ステーションが混在する場合

に，ラインバランスを悪化させない定式化と設計法の検討が挙げられる。例

えば，2段階に分けずに総自動化難易度，ライン全体の自動化率と総ステー

ション数の3目的のライン設計問題を同時に解く（宮内・山田, 2021b)ことや，

バランスロスまたは平滑度指数を目的関数とすることが考えられる。 

今回のような10作業程度の問題では，人手によるライン設計も容易である

が，本研究で対象とした電子機器製造ラインは全体で50程度の作業がある。

このように，作業数が増加した場合には，本研究で提案した2段階設計法が

より有効になると考えられる。そのため，5章では，今回よりも作業数の多

い問題例へ適用し，実用化に向けた課題抽出を行う。  
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5.  2 段階設計法の電子機器製造ラインへの

適用と評価 
 

4章で提案した2段階設計法の製造現場における効果を評価するために，実際

の電子機器製造ラインの事例に適用する。5.1節で，対象ラインと数値実験環境

を説明する。5.2節と5.3節は，2段階設計法の適用結果であり，5.4節は，得られ

た設計案に対するデザインレビューの例である。さらに，5.5節では，第1段階の

目的関数を変えた場合との比較を述べる。5.6節は2段階設計法の電子機器製造ラ

インへの適用と評価についてのまとめである。 

 

5.1  対象ラインと数値実験環境 

本章では，4.3節の図 4-4に示した作業数42の電子機器製造ラインを対象として，

提案した2段階設計法の数値実験を行う。また，需要にもとづく生産計画から，サ

イクルタイムCTを60 [sec]とする。4.3.3節と同様に，作業の自動化難易度は表 3-2

の作業の自動化難易度表を用いて設定した。さらに，人手で行った場合の作業𝑗

の作業時間𝑡human 𝑗は，実際の作業をビデオ撮影して測定した結果を用い，𝑡robot 𝑗

は， 𝑡human 𝑗をベースに，𝑎𝑑𝑗や他の製造ラインでの類似作業を自動化した際の実

績を考慮して設定した。 

本章で取り扱う問題は 4.4 節で取り扱った 10 作業の問題に比べて，計算量が

多くなることが予想された。そのため，数値実験には，商用ソルバーである 

ILOG® CPLEX® ( IBM, 2017a) を用いる。第 1 段階と第 2 段階の各問題は，はじめ

に，モデリング言語である GNU MathProg (Makhorin, 2016) を用いてプログラミン

グし，次に，GLPK (Makhorin, 2010) を用いてCPLEX LP ファイル形式 (IBM, 2017b) 

に変換する。最後に，ILOG CPLEX を用いて，変換したプログラムの解を得る。ま

た，数値実験には，Windows 10 Home を搭載した Intel®Core™i3-9100 CPU @ 

3.60GHz の PC を用いた。 

 

5.2  第 1 段階における作業タイプ選択の結果 

表 5-1 に，第１段階において，総自動化難易度の制約条件𝜀TDを 0，1，2，...，

14 (= 𝑇𝐷max ) に変更させた場合の，人手あるいはロボットの作業タイプ選択の

結果を示す。ロボットの優先度が最も低い𝜀TD= 0 の場合には，作業の自動化難易

度の高い 8 作業が人手作業として選択された。一方で，ロボットの優先度が最

も高い𝜀𝑇𝐷 = 14 (= 𝑇𝐷max) の場合には，人手として選択される作業はなかった。
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さらに，表 5-1 には，ライン全体の自動化率𝑇𝐴，総自動化難易度𝑇𝐷，総作業時

間𝑇𝑇と必要ステーション数を記載した。 

 

(1) 総自動化難易度の制約条件と必要ステーション数の関係 

ここでは，総自動化難易度の制約条件𝜀TDと必要ステーション数の関係につい

て考察する。表 5-1 に示すように，𝜀TD= 0 の場合，人手作業の総作業時間𝑇𝑇human

が 82 [sec]に対して，サイクルタイム𝐶𝑇= 60 [sec]であるため，式(11)を用いて必

要な人手ステーション数𝐾0hは 2 と算出された。次に，𝜀TDを 0 から増加させる

と，𝑇𝑇humanは減少し，𝜀TD= 6 で𝑇𝑇humanは𝐶𝑇と同じ 60 [sec]となり，𝐾0hは 1 とな

った。一方で，必要なロボットステーション数𝐾0rは，𝜀TDが 0 から増加するとと

もに増加した。具体的には，𝜀TDが 0〜6 のときに𝐾0rは 3 であり，𝜀TDが 7～12 の

ときに𝐾0rは 4，𝜀TD=13～14 のときに𝐾0rは 5 となった。 

以上の𝜀𝑇𝐷の値を変えた場合の𝐾0rと𝐾0hの値を，式(12)を用いて求められる必要

ステーション数の和 𝐾0L (= 𝐾0r＋𝐾0h）とともに図 5-1 に示す。ここで，𝜀TDの値

を 0 から増加させると𝜀TD= 5 までは，𝐾0Lの値は 5 になり，𝜀TD= 6 の場合に𝐾0Lの

値は 4，𝜀TD= 7 以降は，𝐾0Lの値は 5 になるが，𝜀TD= 13 の場合にのみ𝐾0Lの値は 6

となった。このように，第 1 段階の結果により𝐾0rと𝐾0hの値が変化し，それらの

値の組み合わせで𝐾0Lの値も増減することがわかった。さらに，表 5-1 に示すよ

うに，人手とロボットの作業ステーション配置を考慮しない必要ステーション

数𝐾0は 4 あるいは 5 であり，すべてのシナリオで，𝐾0Lは𝐾0と同等かそれ以上と

なることがわかった。 

本実験の結果から，𝐾0Lの値は，第 1 段階における人手あるいはロボットの作

業タイプ選択の結果によって変化することがわかった。さらに，𝐾0Lは𝐾0と同等

かそれ以上となったことから，人手あるいはロボットの作業タイプ選択が，必要

ステーション数を増加させたこともわかった。 
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(2) 総自動化難易度とライン全体の自動化率の関係 

図 5-2 に，𝜀TDを変化させて得られる総自動化難易度𝑇𝐷とライン全体の自動化

率𝑇𝐴の関係を示す。𝜀TDが増加すると，𝑇𝐷と𝑇𝐴の両方が増加することから， 𝑇𝐷

を抑制することと𝑇𝐴を増加させることはトレードオフの関係にあることがわか

る。ただし，局所的には，𝜀TDを増加させても，𝑇𝐴が変化しない場合もあった。

例えば，𝜀TDが 2 から 3 に増加した場合，𝑇𝐴は 85.7%と変わらなかった。今回の

結果では，4→5，6→7，8→9，10→11 と𝜀TDを増やした場合にも同様の結果とな

った。このような結果になった理由は，𝜀𝑇𝐷の値を 1 増やしても，作業の自動化

難易度が𝑎𝑑𝑗 = 1 の人手作業が存在しないため，ロボット作業に新たに選択する

ことができないためだと考えられる。具体的には，作業の自動化難易度が B

（𝑎𝑑𝑗 = 1）である#17 と#37 が，すべてロボット作業に選択されている場合には，

𝜀TDを 1 増やしても，𝑇𝐴は増加しない結果となった。 

 

以上のように，𝐾0Lは，人手あるいはロボットの作業タイプ選択の結果に影響

を受けることと，𝑇𝐷と𝑇𝐴は全体としては，トレードオフの関係にあることがわ

かった。 
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5.3  第 2 段階におけるラインバランシングの結果 

第 2 段階では，第 1 段階の人手あるいはロボットの作業タイプ選択の結果を

用いて，総ステーション数の最小化を目的関数として，ラインバランシングを行

った。第 2 段階の作業ステーション配置の結果を表 5-2 に示す。 

さらに，𝑇𝐴と𝑇𝐷の増加率の比 𝐴𝐷による選択順位が第 1 位の𝜀TD= 2 のシナリ

オと総ステーション数𝐾の値が最小の𝜀TD = 6 のシナリオについてのピッチダイ

ヤグラムを図 5-3 に，作業ステーション配置図を図 5-4 に示す。本節では，こ

れらを用いて，第 2 段階におけるラインバランシングの結果を考察する。 

 

5.3.1  総ステーション数およびラインバランスの評価 

表 5-2 に示すように，すべてのシナリオにおいて，総ステーション数𝐾は，第

1 段階で算出した必要ステーション数の和𝐾0Lと同じとなった。したがって，こ

の事例では，先行順位の制約を満たすために，作業ステーションを追加する必要

はなかったことがわかった。 

表 5-2 において，𝐾の値が最小となった𝜀TD= 6 のシナリオで，バランスロス𝐵𝐿

と平滑度指数𝑆𝐼の値が，すべてのシナリオの中で最小の値（𝐵𝐿= 0.02，𝑆𝐼= 2.45）

図 5-2 総自動化難易度𝑇𝐷とライン全体の自動化率𝑇𝐴の関係 
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となった。一方で，𝐴𝐷の値が最大となった𝜀TD= 2 の場合は，𝐵𝐿= 0.23，𝑆𝐼= 31.70

と，𝜀TD= 6 のシナリオよりも大きい値となった。一般に，𝐵𝐿が小さいほど𝐶𝑇に

対する遊休時間が少なく，𝑆𝐼が小さいほど作業ステーション間の作業時間の変

動が少ないことを意味する。したがって，シナリオ𝜀TD= 6 では，遊休時間と作業

ステーション間の作業時間の変動がともに小さいことから𝐾の値が 4 と最小に

なったと考えられる。一方で，シナリオ𝜀TD= 2 では，𝐶𝑇に対する遊休時間が長

く，作業ステーション間の作業時間の変動が大きくなったことで，𝐾の値が 5 に

なり，シナリオ𝜀TD= 6 よりも大きな値となったと考えらえる。 

このことは，図 5-3 に示したシナリオ𝜀TD= 2 と𝜀TD= 6 のピッチダイヤグラム

によって，具体的に確認することができる。𝐴𝐷の値が最大となったシナリオ𝜀TD= 

2 では，図 5-3 (a)に示すように，作業ステーション 2 の作業時間は 28 [sec]，作

業ステーション 4 と 5 の作業時間はそれぞれ 45 [sec]と 46 [sec]であった。その

ため，遊休時間は作業ステーション 2 で 32 [sec]，作業ステーション 4 と 5 でそ

れぞれ 15 [sec]と 14 [sec]となった。一方で，𝐾の値が最小になったシナリオ 𝜀TD= 

6 では，図 5-3 (b)に示すように，人手作業は 1 つの人手ステーション 3 に配置

され，ロボット作業は 3 つのロボットステーション 1，2，4 に配置されている。

ここで，1〜4 の各作業ステーションにおける作業時間は，59 [sec]，58 [sec]，60 

[sec]，59 [sec]となった。 

そのため，各作業ステーションにおける遊休時間はそれぞれ，1 [sec]，2 [sec]，

0 [sec]，1 [sec]となり，サイクルタイム𝐶𝑇= 60 [sec]に比べて非常に短い結果とな

った。以上のように，シナリオ𝜀TD= 2 はシナリオ𝜀TD= 6 に比べて遊休時間が長

く，作業ステーション間の作業時間のバラツキが大きいために，シナリオ𝜀TD= 6

に比べて総ステーション数𝐾の値が大きくなったことがわかった。 
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5.3.2  ライン全体の自動化率と総自動化難易度の評価 

図 5-4 の作業ステーション配置図において，𝐴𝐷の値が最大となった(a)シナリ

オ𝜀TD= 2 では，作業の自動化難易度が C（𝑎𝑑𝑗 = 2）と高い 6 作業をすべて人手

ステーションに配置し，そのほかの作業はロボットステーションに配置してい

る。そのため，ロボットステーションに配置されている作業は，作業の自動化難

易度が B（𝑎𝑑𝑗 = 1）の 2 作業（#17 と#37）以外はすべて，作業の自動化難易度

が A（ 𝑎𝑑𝑗 = 0）となった。このように，人手ステーションへの配置は，作業の

自動化難易度の高い作業に限定することで，総自動化難易度𝑇𝐷の増加を抑制し

ながらライン全体の自動化率𝑇𝐴を高くすることができ，𝐴𝐷の値が最も大きな結

果となったと考えられる。一方で，𝐾の値が最小になった(b)シナリオ𝜀TD= 6 では，

作業の自動化難易度が B の 2 作業に加え，作業の自動化難易度が C の 2 作業（#6

と#18）もロボットステーションに配置していることから，𝐴𝐷の値が低くなった

と考えられる。 

 

5.3.3  作業の自動化難易度を考慮した設計手順による作業ステーション

配置の評価 

表 5-2 の最下部に，3 章で提案した作業の自動化難易度を考慮した設計手順に

よる，作業ステーション配置の結果を示す。このケースでは，サイクルタイム

𝐶𝑇= 60 [sec]に対して，人手作業の総作業時間が𝑇𝑇human＝83 [sec]となっているこ

とから，必要な人手ステーション数が𝐾0h＝2 となっている。しかし，ラインの

設計案では，人手ステーションは 1 つしか配置されていないために，生産量制

約のサイクルタイム𝐶𝑇以下で割り当てられたすべての作業をこの作業ステーシ

ョンでは，完了できないと考えられる。ライン設計の現場では，ライン構築を進

める過程で，この部分の人手作業を改善し作業時間を短縮する計画だったと思

われるが，理論上は実行不可能なライン設計案になっていたことがわかった。さ

らに，3 章の設計手順では，先行順位関係を図 2-5 の作業の自動化難易度と人と

ロボットの作業時間を追記した先行順位図のように整理しておらず，ライン設

計を進める中で，その成立を逐次確認しながら進めていた。 

これに対して，4 章で定式化したラインバランシングを用いた設計法では，ラ

インの制約条件を定式化したことから，先行順位関係やサイクルタイムなどの

制約を満たす設計案のみを立案できる。 

以上のことから，4 章で定式化したラインバランシングを用いた設計法は，ラ

イン設計条件を明確にし，それを満たす設計案のみを得られる効果のあること

がわかった。 

一方で， 3 章で提案した設計手順では，人とロボットのステーション切り換
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えの回数を少なくすることをライン設計者が考慮していたが，4 章で提案した設

計法では，この切り換えの回数を少なくすることを定式化していない。人手とロ

ボットの作業ステーション切り換えの回数を抑制することは，ラインバランス

を取りやすくするだけでなく，人どうしなら助け合いといった協力が可能とな

ることや，人とロボットの間の安全柵の設置数を減らすことができるなどのメ

リットがある。この対策として，第 2 段階の結果で人手とロボットの作業ステ

ーション切り換えが多数発生している場合には，ライン設計者が分析して，この

切り換え回数が少なくなるように作業ステーション配置を見直すことが考えら

れる。さらに，人手とロボットの作業ステーション切り換え回数を目的関数の 1

つとして追加する解法の開発も，今後の研究課題として期待される。 

 

5.3.4  第 2段階におけるラインバランシングの結果のまとめ 

今回用いた事例では，先行順位の制約を満たすために，総ステーション数𝐾を

増やす必要はなかったことがわかった。さらに，総ステーション数𝐾が少ないシ

ナリオと，𝐴𝐷の値による選択順位が高いシナリオが同じシナリオにならないケ

ースのあることがわかった。これは，𝑇𝐷の増加を抑制しながら𝑇𝐴を増加する第

1 段階の 2 目的関数と，𝐾を最小化する第 2 段階の目的関数の間にトレードオフ

関係が発生していることが理由だと考えられる。このように，両者がトレードオ

フ関係にある場合には，提案した設計法で得られたシナリオをもとにデザイン

レビューを行い，実現への課題と施策を具体的に検討することが求められる。得

られたシナリオに対するデザインレビューの例を，5.4 節で説明する。 

 

5.4  ライン設計案に対するデザインレビューの例 

提案した設計法により得られた結果を実際のライン設計に役立てるためには，

デザインレビューによる設計案の練り上げが効果的である。本研究では，実際に

ライン設計を経験した熟練技術者が，本事例の結果からライン設計を進めるた

めに考慮すべき項目を抽出した。本節では，その結果を示して，考察を行う。 

 

⚫ 総ステーション数𝐾が 4 と最小となった𝜀TD= 6 のシナリオでは，図 5-4(b)

に示すように作業の自動化難易度が C（𝑎𝑑𝑗 = 2）の 2 作業（#6 と#18）を

ロボット作業としている。これら 2 作業をロボット作業とすることが，人

手ステーション数を 1 とし，総ステーション数𝐾の少ないラインバランス

の良い設計案にしていることがわかる。したがって，これらの作業を自動

化する技術開発の検討を，早い段階で行うことが必要である。 
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さらに，これらの自動化技術の開発が困難な場合には，製品設計の変更

により自動化難易度の低い作業に代替することも考えられる。最終的に，

これらの作業の自動化や自動化難易度の低い作業への代替が困難と判断

した場合には，𝐴𝐷が最大となった 𝜀TD= 2 のシナリオのように，総自動化

難易度を抑えたシナリオの採用を検討できる。 
 

⚫ 総ステーション数𝐾が最小となった𝜀TD= 6 のシナリオでは，図 5-3 (b)に示す

ように各作業ステーションの遊休時間が短いことから，実運用中に作業時

間のバラツキや増加によって，サイクルタイムを超えてしまうことが懸念

される。この対策として，各作業の作業時間の短縮や作業ステーション間

のバッファの設置を検討する必要がある。𝐴𝐷が最大となったシナリオ𝜀TD = 

2 においても，図 5-3 (a)に示すように作業ステーション 1 と 3 については

遊休時間が短いため，同様の検討が必要である。 
 

⚫ 𝐴𝐷が最大となった𝜀TD= 2 のシナリオにおいて，作業ステーション 1～5 の順

番は，図 5-4(a)のように，ロボット，人手，ロボット，人手，ロボットと

なっている。しかし，安全柵の設置コストの削減や，ロボットシステムを

統合して管理する観点からは，ロボットステーションを並べたほうが好ま

しい。具体的には， #42 を人手作業として選択し直すことで，作業ステー

ション 2（人手）と作業ステーション 4（人手）を作業ステーション 4 と

5 に置き換えることができる。このような変更により，作業ステーション

1～5 の順番を，ロボット，ロボット，ロボット，人手，人手とすることが

可能である。総ステーション数𝐾が最小となった𝜀TD= 6 のシナリオにおいて

も，同様の検討が可能であると考える。 
 

⚫ ロボットによる自動化では，作業内容に応じたロボットハンドやエンドエ

フェクター（先端の加工点）を適用する必要がある。投資コストを抑える

ためには，同じ種類のロボットハンドやエンドエフェクターを適用する作

業は，同じ作業ステーションに割り当てることで，ロボットハンドやエン

ドエフェクターの総数を抑えることが有効である。作業の先行順位制約を

満たしながら，ロボットステーション間で作業の入れ替えを検討する必要

がある。 

 

以上の検討項目は，提案した設計法によるライン設計の結果に対して，さらに

経験豊富な技術者がそのライン設計を改善することで，より良いライン設計と

することが可能であることを示している。また，これらのレビュー内容は，本研

究で提案した設計法に追加することも期待される。 
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5.5  総自動化難易度と総作業時間を目的関数にした

場合 

5.2 節では，4.2.4 節で説明したように第 1 段階で総自動化難易度𝑇𝐷とライン

全体の自動化率𝑇𝐴を 2 目的関数として求解した。これに対して，本節では，4.2.7

節で説明した総自動化難易度𝑇𝐷と総作業時間𝑇𝑇を 2 目的とする場合を検討する。

𝑇𝐷と𝑇𝑇を目的関数とする理由は，第 1 段階で，𝑇𝑇を最小にすることで，第 2 段

階におけるラインバランシングの作業配置の選択肢を増やし，総ステーション

数𝐾を抑制することが期待されるためである。 

表 5-3 に𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合の結果を示す。この例では，𝜀TD= 

0 および𝜀TD= 1 の場合には同じ結果となり，𝑇𝑇は 220 [sec]となった。また，𝜀TD

の値が 2～14 の場合にも同じ結果になり，𝑇𝑇は 218 [sec]となった。この結果か

ら，𝜀TD の値を増加して，総自動化難易度の制約を緩和すると，わずかではある

が𝑇𝑇が減少することが確認できた。 

表 5-2 から， 𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数の場合では，𝑇𝑇=231～259 [sec]であること

から，𝑇𝑇を目的関数とすることで，𝑇𝑇を低減できたことが確認できる。しかし，

ライン全体の自動化率𝑇𝐴に替えて𝑇𝑇を目的関数としたことから，𝑇𝐴の値は

54.8%～57.1%となり，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数の場合よりも低い結果となった。さ

らに，𝑇𝑇と𝑇𝐷の 2 目的関数を用いた結果では，𝐾=7，𝐵𝐿=0.48，𝑆𝐼=87.01～90.76

となった。一方で， 𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数の場合には，𝐾=4～6，𝐵𝐿=0.02～0.29，

𝑆𝐼=2.45～62.24 であった。 

これらのことから，𝐾，𝐵𝐿，𝑆𝐼のそれぞれの値は，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用

いた場合の方が，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数を用いた場合よりも大きくなったとこと

がわかった。その理由は，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合には，遊休時間と

作業ステーション間の作業時間の変動が増加しラインバランスが悪化した結果，

𝐾の値が大きくなったためであると考えられる。 
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図 5-5 に，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合のシナリオ𝜀TD= 2～14 のピッチ

ダイヤグラムを示す。図 5-5 において，人手とロボットの異なるタイプの作業

ステーションが交互に配置されていることがわかる。このことが，サイクルタイ

ム𝐶𝑇に対して，作業ステーション 1 と 5 の遊休時間が長くなっている理由と考

えられる。 

図 5-6 に，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合の，作業ステーション配置と作

業の先行関係を示す。#1→#13→#14→#19→#25→#26→#27→#28→#29→#42 の作

業のパスでは，人手あるいはロボットの作業タイプ選択が 6 回切り替わってい

ることがわかった。例えば，#1 がロボットステーションに割り当てられ，#13 が

人手ステーションに割り当てられていた。この理由は，第 1 段階で#1 がロボッ

ト作業として選択され，#13 が人手作業として選択されているためである。この

ように，作業パス上でロボットから人手へ，あるいは人手からロボットへと作業

タイプが切り替わる場合には，作業ステーションも人手からロボット，あるいは

ロボットから人手と異なるタイプを配置する必要がある。そのため，総ステーシ

ョン数𝐾は，少なくとも，作業パス上での作業タイプの切り替え回数に 1 を加え

た値となる。例えば，本事例では図 5-6 に示すように， #1→#13→#14→#19→

#25→#26→#27→#28→#29→#42 の作業パス上では，作業タイプの切り替え回数

が 6 となるので，𝐾は 7 以上になると考えられる。 

本節では，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合と，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数を用

いた場合の結果を比較した。𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた場合には，すべての

シナリオで𝐾が 7 となり，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数を用いた場合の𝐾= 4～6 に比べ

て大きな値となった。𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を検討した理由は，𝑇𝑇を最小にする

ことで，ラインバランシングにおける作業配置の選択肢を増やし，総ステーショ

ン数𝐾を抑制することであった。しかし，本研究の実験結果では，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目

的関数を用いた結果よりも，𝐾の値が大きくなった。これは，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的

関数を用いた結果では，作業パスにおける作業タイプが人手からロボット，ロボ

ットから人手へと頻繁に変更になったためであると考えられる。 

このように，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目的関数を用いた結果では，𝑇𝐷と𝑇𝐴の 2 目的関数

の結果に対して，作業タイプの切り替えが多くなった。これは，𝑇𝐷と𝑇𝑇の 2 目

的関数を用いた場合では，ラインの総自動化率𝑇𝐴が 54.8%～57.1%と人手とロボ

ットが混在する構成となっていることから，2 つの作業タイプが隣り合って割り

当てられる可能性が高いためだと考えられる。 

第 2 段階において，総ステーション数𝐾の増大を抑えるためには，作業パスに

おける人手とロボットの作業タイプの変更回数を少なくする必要がある。作業

パスにおける人手とロボットの作業タイプの変更回数が少なくなるように，人

手あるいはロボットの作業タイプ選択を行うことは，今後の研究課題と考える。 
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 図 5-5 電子機器製造ラインの事例における TD と TT を 2 目的関数とした場合

のピッチダイヤグラム (ε TD= 2-14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 電子機器製造ラインの事例における TD と TT を 2 目的関数とした場合の

作業ステーション配置を記載した先行順位図 (ε TD = 2-14) 
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5.6  2 段階設計法の電子機器製造ラインへの適用と

評価のまとめ 

本節では，2 段階設計法の電子機器製造ラインへの適用と評価のまとめを行う。 

本研究で扱ったラインバランシングは組合せ問題であるため，問題の規模が

大きくなると，急激に解の数が増大する性質があるとされる (黒田, 1984)。例え

ば，m 個の作業を n 個の作業ステーションに配置する問題を解く場合，作業の

先行順位や人手あるいはロボットの作業タイプ選択を考慮しない配置の組合せ

は，近似的に m!/{(m/n)!}n 通りある (黒田, 1984)。このように，組立ラインの作

業数が増えて問題の規模が大きくなると，従来の設計者が経験的に行うライン

設計法では困難になることが予想され，本研究で提案した 0-1IP による定式化と

線形計画ソルバーを活用した設計法のメリットが高くなると考えられる。本章

では，4 章で提案し 10 作業の事例に適用した人とロボットのハイブリッド組立

ラインの設計法を，42 作業の実際の電子機器製造ラインを対象に適用し，その

有効性を確認した。 

具体的には，作業数 42 の電子機器製造ラインに対して，商用の線形計画ソル

バーを用いて数値実験を行った。第 1 段階では，総自動化難易度の制約を緩和

すると，選択されるロボット作業の数が増えることがわかった。第 2 段階では，

総自動化難易度の増加を抑えつつライン全体の自動化率を高めるシナリオと，

遊休時間が短く作業ステーション間の作業時間の変動が小さいシナリオを見出

すことができた。また，第 1 段階の作業タイプ選択の結果が，第 2 段階のライン

バランシングに影響し，遊休時間の長い非効率なライン設計結果になるケース

があることを示した。さらに，提案した設計法で得られた複数のライン設計案を

もとに熟練技術者が再検討することで，より現場に即したライン設計を進める

ことができることがわかった。また，これらの検討結果は，自動化難易度が現状

では高い作業を自動化するための技術開発や，自動化難易度の低い作業に代替

するための製品設計の変更箇所の抽出に活用できることがわかった。 

今後の研究では，第 2 段階で遊休時間が長くならないように，第 1 段階で人

手あるいはロボットの作業タイプ選択を行う方法を開発する必要がある。また，

経営的な観点からは，設備コストだけでなく，運用・保守コストも含めた設計法

の検討が必要となる。 

最後に，現状の手法で線形計画ソルバーが扱える問題サイズの上限について

考察する。5.3 節の第 2 段階のラインバランシングについては，4.4 節の小規模

問題で用いた非商用の線形計画ソルバーGLPK (Makhorin, 2010) を用いた環境で

は 100 時間以上の計算でも解が得られないシナリオがあった。しかし，ILOG 

CPLEX (2017a) ではすべてのシナリオで，1 [sec]以内で解を得ることができた。
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IBM（2021）によると，開発者のサブスクリプション環境では変数と制約式の数

の制限はないとのことである。また，宮代・松井 (2006) には，ILOG CPLEX を

用いて制約式 1 万，変数 8 万を超える例題を解いた例が示されている。本研究

で提案した設計法の 42 作業での実験では，第 2 段階の CPLEX LP ファイル形式

での制約式の数は 819，変数の数は 344 であり，宮代・松井 (2006) の例に比べ

るとかなり小さい規模だといえるので，より大きな事例にも適用できると考え

られる。 
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6.  結論 
本研究では，組立ラインにおける作業の自動化難易度が作業ごとに異なるこ

とに着目して，人とロボットを同時に配置するハイブリッド組立ラインの設計

法を提案した。さらに，実際の電子機器製造ラインに適用して，その有効性を確

認した。6 章では，本研究全体をまとめ，さらに本研究の今後の展開について述

べる。 

 

6.1  本研究の成果 

本研究において，3 章で人とロボットを同時に配置するハイブリッド組立ライ

ンの設計手順を明確にした。特に，作業の自動化難易度という指標を導入するこ

とで，ロボットや製造設備のコスト情報が得られない段階で，人とロボットを配

置する方法を提供することができた。しかし，3 章の研究では設計手順の定式化

は行われていなかったため，設計者によって設計結果が異なる問題や，関係者で

客観的に設計結果を評価することができないという課題があった。 

この課題を解決するために，4 章と 5 章では，総自動化難易度とライン全体の

自動化率の 2 つを目的関数としたハイブリッド組立ラインの 2 段階設計法を提

案した。さらに，実際の電子機器製造ラインに適用することで，01-IP を用いた

定式化が商用ソルバーで解を得られることを確認した。以下に，本研究による成

果を挙げる。 

 

＜人とロボットのハイブリッド組立ライン設計の手順化＞ 

⚫ これまで経験のある技術者が属人的に行ってきたライン設計作業を，作業

の自動化難易度という指標を定義し，活用することで，作業の自動化難易

度の低い作業の自動化を優先したライン設計案を作成する手順を具体的

に提案できた。 
 

⚫ 作業の自動化難易度によって，効果的かつ視覚的に，製造ライン全体や工

程別の作業の自動化難易度状況を把握し，分析することができることがわ

かった。さらに，このことは，関係者との効率的な情報共有にも有効であ

ることがわかった。 

 

＜ハイブリッドラインの2段階設計法＞ 

⚫ 総自動化難易度とライン全体の自動化率を考慮したハイブリッド組立ラ

インの2段階設計法を0-1IPとして定式化した。さらに，線形計画ソルバー

を用いて解を得られることを確認した。 
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⚫ 事例への適用により，総自動化難易度とライン全体の自動化率がトレード

オフ関係にあることを確認した。この結果は，自動化率を上げることは，

投資回収や安定稼働のリスクが高くなるという現場の感覚と一致してい

る。このトレードオフ関係を数値的に示すことができたことにより，提案

した設計法を実際の設計現場でも活用することが可能であると考える。 
 

⚫ 事例への適用により，総自動化難易度の増加を抑えつつライン全体の自動

化率を高めるシナリオと，遊休時間が短く作業ステーション間の作業時間

の変動が小さいシナリオを見出すことができた。 
 

⚫ 第1段階の人手あるいはロボットの作業タイプ選択の結果が，第2段階のラ

インバランシングに影響し，サイクルタイムに対する遊休時間の長い非効

率なライン設計結果になるケースがあることがわかった。これを解決する

ためには，第2段階で遊休時間が長くならないように，第1段階で人手ある

いはロボットの作業タイプ選択を行う方法を開発する必要がある。 
 

⚫ 提案した設計法で得られたライン設計案を熟練技術者が活用することで，

より現場に即したライン設計を進めることができる可能性を示した。さら

に，それらのライン設計案を再検討することで，新たな自動化技術の開発

提案や製品設計の変更箇所の抽出を，具体的に進めることが可能になるこ

とがわかった。 

 

6.2  今後の課題と活用展開 

本節では，本研究を進める中で抽出した今後の研究課題と，本研究の活用展開

について述べる。 

 

(1) 今後の研究課題 

本研究を通じて得られた今後の研究課題については，以下の通りである。 

 

⚫ 作業の自動化難易度の設定については，機構学，制御工学，画像処理など

の技術的な難易度と，実際にロボットシステムを具現化するための開発

工数を複合して設定する手法を明確にする必要がある。本研究では，自

動化難易度のレベルについて，経験のある技術者が草案を作成し，関係

者のレビューによって練り上げる形で設定した。しかし，より属人性を

排除した設計法とするためには，FMEA (日本信頼性学会, 2014; マクダ－

モット・ミカラク・ボウリガード, 2010)における，定性的な内容の数値化
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と現場の運用方法を参考にして，作業の自動化難易度の設定手順の体系

化と実際の現場での適用法の改善が必要と考える。 
 

⚫ 作業の自動化難易度と投資コストや稼働コストとの関係が明確でないた

め，本研究で提案した設計作業の後に，それらのコストを試算して，投資

回収が可能であることを確認する必要がある。この段階で，投資回収の

リスクが大きい場合には，ライン設計を再度行う後戻りが必要になるケ

ースも予想される。現状ではライン設計の初期段階では，組立ラインを

構成するロボットや製造設備のコスト情報を得ることが難しいことが理

由であるが，この段階で概略のコスト情報を試算して，作業の自動化難

易度と紐づけするなどの方法に関する研究が期待される。  
 

⚫ 第1段階の作業タイプ選択の結果が，第2段階のラインバランシングに影

響し，バランスの悪いライン設計案になることを避ける設計法の開発が

求められる。例えば，第2段階の結果を，ライン設計者が分析して，ロボ

ットに選択された作業を人手に再選択してラインバランシングを行うこ

とが考えられる。さらに，解法を2段階に分けずに，総自動化難易度，ラ

イン全体の自動化率と総ステーション数の3目的のライン設計問題とし

て同時に解くことも考えられる (宮内・山田，2021b)。 
 

⚫ 人手ステーションとロボットステーションの切り換えが，多数発生する

ことを避けるライン設計法の開発が求められる。その理由は，人手ステ

ーションとロボットステーションの切り換えが発生する場合には，その

間に安全確保のための柵やセンサーの設置が必要 (福田，2021)になるた

めである。さらに，人と人の間にロボットが設置される配置では，人がお

互いに協力して対策・改善する助け合いが期待できないことも懸念され

る(日本能率協会・門田, 1978)。例えば，第2段階の結果で人手ステーショ

ンとロボットステーションの切り換えが多数発生している場合には，ラ

イン設計者が分析して，人手ステーションとロボットステーションの切

り換え回数が少なくなるように作業ステーションの配置を見直すことや，

人手ステーションとロボットステーションの切り換え回数を目的関数の

1つとして追加するなどの方法が考えられる。 
 

⚫ 本研究では，対象製品を 1 種類に限定して設計の手順化と設計法の提案

を行ったが，実際の現場では，多品種化が求められる。本研究の成果をベ

ースに，Çil, Mete and Ağpak (2017) などの多品種に対応した先行研究を参

考にすることで，多品種製造のラインに対応することが可能だと考える。 
 

⚫ 本研究では，作業者とロボットの能力や作業時間の長さは，それぞれ一
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定であることを仮定している。しかし，実際には，作業者には熟練者と初

心者があり，様々な性能のロボットを選ぶことができる。一方で，熟練作

業者の人材確保の困難さや労務費の増加などの観点での検討も必要であ

る。作業者の習熟度やロボットの性能などのバリエーションを付加する

ことで，さらに現実的な課題を解くことができるようになると考える。 

 

(2) 本研究成果の活用展開 

本研究では，人とロボットを同時に配置するハイブリッド組立ラインの設計

手順と 0-1IP として 2 段階設計法を提案した。本研究の今後の展開については，

以下のとおりである。 

 

⚫ 作業の自動化難易度の情報を活用することで，より自動化に向いた製品設

計が行われることが期待できる。製品設計者は，必ずしも生産技術や，自

動化技術の知識を十分に有しているとは限らないため，自動化を考慮して

いない製品構造を含む設計が行われる場合がある (清野・西田・藤武, 2007)。

作業の自動化難易度の情報を，具体的に製品設計者と共有することで，製

品設計段階で，作業の自動化難易度の高い作業を削減できる可能性がある。 
 

⚫ 作業の自動化難易度の情報は，ロボットや製造設備による自動化に必要な

要素技術開発のニーズ抽出に役立てることができる。作業の自動化難易度

の高い作業に対して，組立ラインの構築時に加工点技術を開発することは，

安定的に稼働するための開発リスクやコストの観点で難しいと考えられ

る。作業の自動化難易度が高い一方で，多くの製品や製造現場で共通的に

自動化が求められる作業は，自動化に必要な要素技術開発を事前に行い汎

用的なユニットとして実用化することが有効と考えられる。 
 

⚫ 本研究で提案した作業の自動化難易度を考慮したラインバランシング問

題の定式化と解法は，作業者の習熟度，ロボットごとの能力の差の考慮，

複数製品への対応などのより複雑なモデルにも，制約条件の追加や変更で

対応できると考えられる。 
 

⚫ 近年，AI（Artificial Intelligence；人工知能）技術の進歩などで知能化ロボッ

トの開発が進み，様々な作業の自動化が実現しているが，すべての作業を

ロボットが代替するには至っていない (原田・万, 2019; Liu, 2019; 宮内ら, 

2019)。そのため，多くの現場で，人とロボットが協力して作業することが

求められている。例えば，物流倉庫におけるピッキング作業では，すべて

の商品のピッキングをロボットで対応することは難しいことから，対象商
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品に応じた人とロボットの作業分担が必要とされている(Azadeh, de Koster 

and Roy, 2017)。本研究の成果は，組立ラインに限らず，そのような人とロ

ボットが協力して働く現場への適用が期待される。 
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